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平成11年 度情報化月間

情報化月間記念シンポジウム

学校および企業における情報処理教育の現状
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警澆類年度情報化月闇
拡が るネ ッ トリー ク社会～ 「安全 と信頼」力埠 一ワ ー ド～

綱糞揮
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1懲轟 欝欝
井川 博情報化月間推進会議議長の式辞

㌔蛤彦
高市通商産業政務次官の祝辞

情報化月間は,情 報化社会の健全 な発展 を

進めてい くために,広 く国民各層に情報化 に

対する正 しい認識と理解を深めることを目的

に関係9省 庁(総 務庁,経 済企画庁,科 学技

術庁,大 蔵省,文 部省,通 商産業省,運 輸省,

郵政省 お よび平成6年 度 か ら自治省が参加)

に よる政 府 行 事 と して,毎 年10月 に行 われ

て い ます。 昭和47年 に10月 第1週 を 「情報 化

週 間」と定め発 足 しま したが,昭 和57年 か ら

は10月 を 「情 報 化 月 間」 と改 め,本 年 度 で

28回 目を迎 えま した。

今年 もメ イ ンテーマ の 一拡 が る ネ ッ トワー
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ク社会～ 「安全と信頼」がキーワー ド～一の

もとに,10月 を中心 に全国各地で,関 係省

庁,地 方 自治体,諸 団体等 により様々な行事

が開催 されました。その冒頭を飾る行事とし

て,10月1日(金)に 政府主催の 「情報化月間

記念式典」が情報化月間推進会議(議 長:井

川 博 財 団法人 日本情報処理 開発協会会

長)に よ り,東 京全 日空ホテルにおいて挙行

されました。

記念式典は,井 川議長の挨拶 に始 まり,高

市早苗通商産業政務次官 をは じめ,総 務庁,

運輸省,郵 政省の各省庁から来賓が ご列席さ

れ,そ れぞれご挨拶があ りました。ひ きつづ

き情報化の促進に多大の貢献があった個人,

企業等の皆 さんへの各大臣表彰 と優秀情報処

理システムへの情報化月間推進会議議長表彰

がそれぞれ行われました。

また,20回 目を迎 える 「全 国高校生 ・専

門学校生プログラミング ・コンテス ト」の入

選者に対 して,太 田信一郎通商産業省機械情

報産業局長から通商産業大臣表彰が行われま

した。
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情報化月間記念式典特別行事

記念式典当日は,東 京全 日空ホテルにおい

て情報化月間を記念 した特別行事として以下

の催 しがありました。

① 情報化月間記念シンポジウム

「個人情報を巡る国際動向と日米シー

ルプログラムの現状」

「2000年 まであと90日,今 か らやるべ

きこと～危機管理の観点から～」

主催(財)日 本情報処理 開発協会

② 情報化月間記念電子認証シンポジウム

最新の暗号技術で,よ り信頼で きるネ

ットワーク環境を作 り出す」

主催 情報処理振興事業協会,電 子

商取引実証推進協議会,企 業

間電子商取引推進機構

③ 特別シンポジウム

「重要社会インフラのセキュリティ」

主催 大規模プラント・ネットワー

ク ・セキュリティ対策委員会

④ 特別シンポジウム
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「G-XMLの 可能性 ～GIS(地 理情報

システム)コ ンテンツ相互流通の実現

を目指す～」

主催(財)デ ータベース振興センター

⑤ 特別展示会

「ネッ トワーク社会における新 しい教

育手法」

主催 情報処理振興事業協会

さらに,情 報化 月間記念式 典併設 行事 と し

て,(財)日 本情 報処理 開発協 会 の主催 に よ り,

「全 国高校 生 ・専 門学校 生 プ ロ グラ ミン グ ・

コ ンテス ト入選作 品展示 ・デモ ンス トレー シ

ョン」 が 開催 され ま した。各 シ ンポ ジウム ・

展 示会 と も満 員 の参 加者 を集 め,熱 心 に聴 講

される受講者や展示 ・デモを見学される人々

で盛況な催 し物となりました。

なお,記 念式典終了後情報化月間の開始を

祝し,情 報産業関係団体の主催 による記念パ

ーティが催され
,主 催者 を代表 して井川 博

情報化月間推進会議議長のご挨拶および来賓

として原田 昇左右衆議院議員 ・自由民主党

情報産業振興議員連盟副会長からそれぞれご

丁重なご挨拶を頂きました。ひきつづき,太 田

信一郎通商産業省機械情報産業局長の乾杯の

音頭により記念のパーティが開会されました。

関係各方面からの多数の参加者をは じめ,

記念式典において表彰 を受け られた方々も加

わり,盛 会裡 に記念式典を締め くくることと

なりました。

情報化月間記念パーティ

井川議長挨拶

一3一
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原田 昇左右衆議院議員 ・自由民主党

情報産業振興議員連盟副会長挨拶

鯵

冨1・夕
太田通商産業省機械情報産業局長

乾杯の音頭

1.平 成11年 度情報化促進貢献個人受賞者一覧

＼ 、
V

、
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個人表彰風景

通商産業大臣表彰

氏 名 所 属 業 績

赤井愼一

住友電工知財 テクノセ ンター

(株)顧 問

(60)

ガリウム砒素,イ リジウムリンの結晶成長技術開発及び量産化

を確立することにより,情 報化社会に必要なキーデバイスであ

る半導体の生産効率が格段 に向上 し,我 が国の情報技術の向

上と半導体 メーカーの国際競争力の強化に大 きく貢献 した。

一4一
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牛島和夫

九州大学大学院

システム情報科学研究科長

(62)

地域の情報化の推進 を図るため,産 学官が連携 してマルチ

メデ ィアの普及 ・利用促進,情 報技術 ・産業の育成 ・振興

を目的 とした 「九州マルチメデ ィア懇話会」の設立に尽力

し,同 協議会会長 として九州地区における情報の新技術の

紹介や企業の情報化の取 り組み,標 準化の動 向等普及啓発

事業に活躍 した。

高山 由

日本電気(株)

専務取締役

(62)

産業構造審議会廃棄物処理 ・再資源化部会企画小委員会委

員,日 本工業標準調査会高齢者のための標準化特 別委員会

委員 としてパーソナルコンピュー タに係 る障害者 ・高齢者

問題,環 境問題対策に尽力す るとともに,障 害者等対応情

報機器開発普及推進委員会委員を務め,情 報機器のアクセ

シビリティ指針策定に大 きく貢献 した。

田邉忠夫
関西電力(株)

取締役情報通信室長

(58)

企業情報化フォーラムや各種国際 シンポジウムにおける情

報システム関する積極的な提言活動 を通 じ,近 畿地域にお

ける情報化の推進 ・普及 ・啓発及 び情報処理 に関す る人材

の育成に多大な貢献をした。

種村良平
(株)コア

代表取 締役社 長

(59)

(社)日本 システムハウス協会の設立に尽力 し,そ の後7期13

年 にわた り会長 として,シ ステムハウス業界の技術開発,人

材育成等に力 を注 ぐとともに業界の地位向上 に大 き く貢献

した。

棟上昭男
東京工科大学
メディア学部教授

(61)

日本工業標準調査会情報部会長,情 報処理学会情報企画調

査会会長,情 報技術国際標準化推進委員等 を歴任 し,情 報

技術のJIS化 や国際標準への対応等を通 じ,我 が国の情報技

術の標準化に大 きく貢献 した。

村野兼雄
日本電子計算(株)

代表取締役会長

(69)

(社)情報サービス産業協会 において長期にわた り理事 を務め,

とりわけ筆頭副会長時代 には,業 界の課題である契約 ・金

融問題,BPR,ア ウ トソーシング等の諸問題 に関する委員会

において活躍 し,業 界の基盤確立に貢献 した。

山口 英

奈良先端科学技術大学院大学

助教授

(35)

コンピュータネットワークへの不正アクセスに対して緊急に対応を行

うコンピュータ緊急対応センター(JPCERT/CC)の 設立に尽力する

とともに,運 営委員会委員長としてその活動に大きく貢献した。

また,認 証実用化実験協議会諮問委員会委員長として,暗 号化技

術や利用者認証等の技術の実用化に向け積極的に取り組むなどネッ

トワーク関連技術等の普及 ・啓発に多大な貢献をした。

総務庁長官表彰

氏 名 所 属 業 績`

内藤 利久
元 ファコムハ イ タック(株)

技術顧 問

(70)

法務省における電算機の導入,各 種業務処理システムの整備等を通

じ,法 務行政の情報システム化に貢献するζともに,行 政情報シス

テム各省庁連絡会議において各省庁保有磁気データに関する省庁間

利用要領,行 政機関におけるOA化 推進ガイドラインの策定等に尽

力し,行 政情報化の推進に多大な貢献をした。

一5一



運輸大臣表彰

氏 名 所 属 業 績

GPSの 揺藍期からGPSの 利用技術 に関する研究 ・開発 に取

五洋建設(株) り組み,こ れ までに多 くの港湾工事 においてGPSを 利用 し

重松文治
技術研究所土木技術 グループ ・

建設生産グループ課長

た施工管理 システムを開発 している。この技術 に関して建設

業界は もとよ り港湾関係 の利用において先駆者であ り,海

(47) 上DGPS利 用推進協議会の設立に寄与するとともに出版 ・講

演などを通 じGPSを 利用 した技術の普及に貢献 している。

郵政大臣表彰

氏 名 所 属 業 績

井出延彦
河口湖有線テ レビ放送(有)

代表取締役社長

(68)

ケーブルテレビによる多チャンネルサービスの導入に積極的に

取 り組み,地 域放送の活性化に努めるとともに,ケ ーブルテ

レビの普及促進 とケーブルテレビ業界の発展に尽 くし,情 報

化の推進に大きく貢献 した。

長時間視聴 しても疲れない 「人に優しい立体テレビジョン」実

千葉大学 現を目指 した研究など,情 報通信の基礎 的な研究に尽力す

本田捷夫 工学部情報画像工学科教授 るとともに,世 界最大の液晶ホログラフィー開発 ・世界初の

(56) 106眼 立体 ディスプレイ開発など,我 が国の三次元画像等情

報通信技術の研究開発に大 きく貢献 した。

年間13～14万 人が受験する電気通信の国家試験 「工事担任

工学院大学大学院 者試験」の試験委員会委員長として,時 代に即応 した試験問

淀川英司 工学研究科情報学専攻教授 題の作成や工事担任者 としての知識 ・技能の判定水準等の確

(59) 保などにより同資格の社会的地位 を高め,電 気通信技術者
育成に大きく貢献 した。
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2.平 成11年 度情報化促進貢献企業等受賞者一覧
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企業等表彰風景

通商産業大臣表彰

企業等の名称 代表者 業 績

(株)学習研究社
代表取締役社長
小松敏郎

インターネ ット,教 員向け情報化雑誌,CD-ROMソ フ ト等の多 く

のメデ ィアにより情報化に関する情報提供を行い,学 校,教 員の情
報化 を推進 した。また,セ ミナー等の普及啓発活動も多数行い教育

関係者の意識の向上に貢献 した。

新 日鉄情報通信
システム(株)

代表取締役社長
市瀬圭次

全員に情報処理技術者の取得を義務づけるなど,人 材の育成に注力

をした。また,広 範かつ先端的な研究開発 に積極的に取 り組み,情
報処理振興事業協会の公募にも多数採択 された。

鈴木教育ソフ ト(株)
代表取締役社長

鈴木萬司

教育用 ソフ ト開発 に一貫 して取 り組み,学 年 レベルに応 じた分か り

やすいインタフェースを早 くから取 り入れ,教 育現場の高い評価 を

獲得 した。

日本生命保険相互会社 代表取締役社長
宇野郁夫

セキュリティ機能が充実 した携帯端末 システムを導入 し,営 業型業
務の情報化の先行事例 となった。また,最 先端のネッ トワークを戦

略的 に導入 し,他 社の先例となった。

富士通サポート&サービス(株)

東京西支社CS第 一課

第一保守グループ

同グループ代表

稲葉九二ー

クライアン ト・サーバシステムの遠隔保守に早 くか ら取 り組むなど

社会の情報化に対 して大 きく貢献すると共に,社 会の基盤 となるシ

ステムを,数 多 く安全稼働 させ社会に安心 を与えた。

(株)ミ ツバ
代表取締役社長
日野 昇

、

経営者からパー トまで全員にパソコンを整備 して,社 内の殆どの業

務を電子化 した。企業情報化の先進事例になると共に地域の住民 に

研修を実施 して地域の情報化にも貢献 した。

(株)リ ー ド ・レ ツクス
代表取締役社長

梶山 桂

グローバ リズムが進む中でアジアに着目し,我 が国の生産管理技術

を中国語などマルチリンガルに対応 しつつパ ッケージ化 し,普 及さ
せた。これにより新 しいマーケットを切 り開 くパ イオニア としてパ

ッケージソフ トウェア業界の刺激 となった。
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運輸大臣表彰

企業等の名称 代表者 業 績

汎用電子乗車券

技術研究組合

(TRAMBT)

理事長

神林留雄

平成8年 度から3カ 年 をかけて,非 接触 自動改札システム及び共通

乗車カー ドシステムを確立するため,種 々の研究開発並びに実証実

験 を行い,非 接触型ICカ ー ドを利用 した汎用電子乗車券 を開発 し,

公共交通機関の利便性の推進に寄与 した。

郵政大臣表彰

企業等の名称 代表者 業 績

長野市 市長
塚田 佐

地域情報化の拠点 として長野市 ブルネッ トセンターを整備 し,ビ デオ ・オ

ン・デマンド(VOD)シ ステムを導入。長野冬季オリンピックの際に競技映

像を提供 した街頭VOD端 末 を,オ リンピック後は小中学校 に配備 して教育

に活用 している。また,同 センターで情報通信関連の各種調査研究 を実施

するとともに,イ ンターネット等の システムを市民に開放 し,市 民の情報 リ

テラシー向上や地域の情報化促進に大きく貢献 した。

兵庫県地域

ラジオネットワーク

連絡会

事務局

(株)ラジオ関西

代表取締役社長

山ロー史

兵庫県内の中波放送局及びコミュニテ ィFM放 送局8局 で地域防災

ネットワークを構築 し,日 常から共同放送や情報交換 などを相互協

力 ・共同作業で実施する体制を整えたことで,災 害時における地域

住民への情報提供の円滑化に大きく貢献 した。

ムー ビーテ レビジョン(株)
代表取締役社長
諸橋健一

従来と比べて短期 間かつ低 コス トでの字幕制作が可能な 「字幕制作

センター」 を立ち上げるなど,聴 覚障害者等が放送を通 じて情報を

入手する上で不可欠なサービスである字幕放送の普及 ・促進 に大 き

く貢献 した。
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3.平 成11年 度情報化促進貢献優秀情報処理 システム受賞者一覧

情報化月間推進会議議長表彰

システムの名称 企業等の名称 表 彰 理 由

イ ンタ ー ネ ッ ト

オー ダ リ ング シ ス テ ム
アス クル(株)

顧客を重視 したインターネット,フ ァックス,電 話を統合 した電子

発注 システムであり,顧 客満足度の強化と業務の効率化を実現する

先行事例 となった。

Windows⑪ 版

道路橋 示方書対応

耐震設計支援システム

rEARMEST● 」

富 士 通 エ フ ・ア

イ ・ピー(株)

橋の基本設計時に地震波によるシミュレーションを行 うシステムで

ある。橋 を構築するときに初期段階で耐震性 を予測することができ,

建設業界の高度化に貢献 した。

WEBBROKERl (株)大和総研

インターネッ ト株取引の基盤パ ッケージソフ トウェアであり,今 後

ますます重要性が高 まると考えられる日本のインターネット株取引

の実現に大 きく貢献 した。

加盟店 向けホームページ

作成サー ビス

(株)シ ステムオ

リコ

ホームページを雛型に従って非常 に安価に構築できるシステムであ

り,情 報化に取 り組んだことのない企業にとっても簡単に電子商取

引に参入することができ,電 子商取引の普及に貢献 した。

企業向け健康診断

管理システム

住鉱情報システ
ム(株)

企業の産業医向けの健康管理,診 断管理 システムである。鉱山など

特殊検診機能が充実 してお り,特 殊検診のノウハ ウが必要な業種の

情報化に貢献 した。

購買情報管理システム 日野自動車(株)

グループ企業 も含めた購買部品の価格決定 を様々な評価軸で評価で

きるた購買 システムであ り,購 買プロセスの改善に大 きく寄与 し,

部品購買を行 う企業の先行事例 となった。

販売管理物流

システム ・DIS-NET

ダイワボウ情報

システム(株)

サプライチェーン全体の情報管理 を行い,戦 略的に情報 を活用 して

いる。情報化投資が業績の向上 に直接反映 してお り,サ プライチェ
ーンを情報化する先行事例 となった。

VisualBasic対 応 ドキ ュ

メ ン ト自動 生 成 ツー ル

[AHotDocument]

セ ン トラル ・コ

ン ピュ ー タ ・サ

ー ビス(株)

プログラムの ソースから設計関係の資料を自動的に作成するパ ッケ
ージソフトウェアである。運用時,改 造時の作業を効率化すること

が可能であ り、情報 システム運用の効率化 に大 きく貢献 した。

YKKAP

オ ンライ ンサー ビス

YKKア ーキテ ク

チ ュラル プロダ

クツ(株)

サ ッシなどの建具 をWebベ ースで発注するための システムであ り,

複雑な構成部品も一括で発注で きる。建材業界初のシステムであ り

業界の情報化の先行事例 となった。
、

量的津波予報 システム 気象庁

数値シミュレーション技術に基づく津波の高さ,到達時刻などのデータベース

を構築し,地 震発生時には,震 源や地震の規模により,データベースを検索

し,正確かつ詳細な津波予報を提供するものである。データベースの整備に

より迅速かつ適切な防災対策が可能となり,我 が国の津波災害がより一層

軽減されることが期待されるほか,津 波予報業務の効率化に貢献している。

インターネットの品質

保証(SLA)シ ステム

(株)イ ンター ネ ッ

トイニ シアテ ィブ

インターネットの通信品質を保証する我が国で初めての先進的シス

テムの導入 ・運用 によ り,IPパ ケットの欠落 ・遅延等 を減少 させ ,
インターネットサービスの信頼性 ・安全性の向上に大きく貢献 した。
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ATM網 やCATV網 を利用 して公共機関や各家庭 を情報ネットワーク

岡崎市 地域

イン トラネ ッ ト
岡崎市

センターを介 して結び,各 家庭のテレビ ・パソコン ・電話 ・FAXで

24時 間行政情報を取 り出すことが可能なシステムを構築することで,

行政の高度化の推進と住民の利便の増進に大 きく貢献 した。

生活協同組合連 エリア内電子マネーシステムを導入 し大規模 に展開することで組合

大学生協組合員証 合会大学生活協 員の生協店舗 における利便性 を大 きく向上 させたとともに,近 く社

ICカ ー ドシス テ ム 同組合東京事業 会で活躍す る学生に,日 常キャンパス内で先端技術の便利 さを体験

連合 させる場面 を提供 し,情 報化促進に大きく貢献 した。

優秀情報処理システム表彰風景
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4.平 成11年 度全 国高校 生 ・専 門学 校生 プ

ロ グラ ミング ・コンテス ト入選 作品

。.蚕≡ ε
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全国高校生 ・専門学校生プログラミング ・

コンテス トは,通 商産業省が次代 を担 う青少

年 の情報教育の重要性に着 目し,昭 和55年

から情報化月間の主要行事 として 「全国高校

生プログラミング ・コンテス ト」を実施して

いました。

平成7度 か らは,将 来各種の高度情報処理

技術者 となるための基礎的な知識 ・技術を備

えた人材として期待される専門学校生もコン

テス トの対象に加え,新 たに専 門学校生の部

を設 け 「全 国高校 生 ・専 門学校 生 プ ログラ ミ

ング ・コ ンテ ス ト」 と して 実施 し,今 回 が

20回 目 とな りま した。

今 年度 は,8月13日(金)に 応募 を締 切 り,

高校生 の部,専 門学校生 の部 とも多数 の力作

が 寄 せ られ ま した 。応 募 作 品 は 「全 国高 校

生 ・専 門学校 生 プ ログラ ミング ・コ ンテス ト

審査 委 員会」 での厳正 公正 な審査 によ り,以

下 の8作 品(プ ロ グ ラ ミン グ部 門6点(高 校

生 の部3点,専 門学校 生 の部3点),コ ンテ ン

ツ部 門2点(高 校生 の部1点,専 門学 校 生 の

部1点))が 入選 され ま した。

入 選 され た 方 々 に は,10月1日(金)の

「情 報 化 月 間記 念式 典」 にお きま して,通 商

産業大 臣(代 理太 田通商 産業省機械 情報 産業

局 長)か ら賞状,記 念 の楯 と副賞 のパ ー ソナ

ル コ ンピュー タ(社 団法人 日本 電子工 業振 興

協 会の協力)が 贈 られ ま した。

また,入 選作 品 は,記 念式典 の併設行 事 と

して,展 示 ・デ モ ンス トレー シ ョンを行 い,

多数 の来場 者 に紹 介 され ま した。

表彰風景
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今年の入選作品(プ ログラミング部門)

【高校生】

作品名
作成者

学校 ・学科 ・学年
作成者
氏 名

作品の概要

仮想現実空間の中でスポーツ視覚学に基づいた トレー
ニングが可能ではないかと考 え、「映像で学ぶ野球」

私立大牟田高等学校 を作 成,ピ ッチ ング ・パ ッチ ングについ ては,音 声,

マイ コン部 画像データで説明解説 し,機 能 としてピッチャーから

最 土木科2年 岩熊佑樹 の視点,バ ッターか らの視点,キ ャ ッチ ャーか らの視

優 VisualBaseboll 土木科2年 松尾浩志 点など複数の場面を想定 して球道シミュレーションを

秀 －School 土木科2年 石橋龍太郎 している。守備 ・攻撃 につい ては,20種 類 のパ ター ン

賞 電気科2年 塚本浩次 があ り,自 分達 に合 った守備 ・攻撃 の シ ミュ レー ショ

電気科2年 阿志賀 達 ンがで きる。 ビジュアル ・トレーニ ング としては,簡 易

商業科1年 新山 正 視力表による視力検査,瞬 間表示される6桁 の数値を

読みとる検査等の動体視検査ができ,そ の検査結果を

表、棒グラフ等に表示 して解析する。

SpaceSoldier

縦 ス ク ロ ール

シューティング

ゲ ー ム

静岡県立浜松工業
高等学校
情報技術科3年

飯田貴士

DirectXを 利 用 して,高 速 な グラ フ ィック処 理 を実

現,BGM,キ ャ ラ クターデザ イ ン,効 果音 な どを効 果

的 に使い完成度 の高い ゲームで ある。

優
秀
賞

清陵気象測定
システム

福島県立清陵情報
高等学校
情報通信部
情報電子科2年
情報電子科2年
情報電子科2年

大森宏樹
七海遙観

池沢広行

湿度,温 度,照 度 の電圧 を汎用 インタフェースバス

でコンピュータに取 り込み表示す る。その電圧デー

タを もとに湿度,温 度,照 度 に換算 し,時 間デー

タとともに通信機能 を通 してDOS/V機 に送信す る。

送信 されたデータはWeatherデ ータ取 り込みプログ

ラムによりEXCELデ ー タに変換 されグラフ化 され

る。その画面 を学校 のホームページにUploadし 公

開 され,学 校付近の天気予報 を行 うこ ともで きる

シス テ ムで あ る。

【専門学校生】

作品名 作成者
学校 ・学科 ・学年

作成者
氏 名

作品の概要

最
優
秀
賞

質点系力学

シミュレーション

日本電子専門学校
コンピュータ総合

技術科2年

中井健介

XwindowSystemを 使 用 してプログラミングを して

お り,か つ 「力」の概念 をシミュレー トした もの

である。 ヘ ッダファイル に記 述 されてい る諸定数

を変 える ことで,か な り異なる動作 を見せ るので,

これ らの定 数 と物体 の運動 との関係 を知 ることが

で きる。

優
秀

賞

SignLanguage

静 岡産業技 術専 門

学校

「fist」

情報テクノ科2年

情報テクノ科2年

情報テクノ科2年

情報テクノ科2年

石田 瞳

白倉純恵

高橋 恵 ・

藤本えみ子

手話の表現を繰 り返 しや再生スピー ドの変化 により,

分 か りやす く学習で きるソフ トである。登録 したユ
ーザ名がアニメーシ ョンキ ャラクターの名前 とな り

LESSONを す ることがで き,単 語 を組み合わせるこ

とで文章 を作 り,ア ニメーション表示がで き,さ ら

に単語を3通 りの方法で検索がで きる。
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優
秀

賞

WinCasl

日本工学院専門学校

情報処理科三年制

3年
杉本 寛

情報処 理技術 者試験 に使 われ てい るCASLをWindows

環 境 で総合 開発 実行環境 を作成。機 能 として1.CASL

ソー スプログ ラムエデ ィタ2.CASLア セ ンブラ3 .

CASLリ ンカ4.COMETエ ミュ レー タ を含 む実行環

境5.簡 易デバ ッガ6.CASL仕 様 の オ ンラ インヘ

ルプ を開発 し,CASL総 合 開発実行環境 を実現。

今年の入選作品(コンテンツ部門)

【高校生】

作品名 作成者
学校 ・学科 ・学年

作成者
氏 名 作品の概要

小学校 ・中学校で星座や宇宙について勉強 してきまし

たが,星 座の動 きは実際に見ることができるので,理
千葉県立一宮 商業 解できるのですが,太 陽 ・地球 ・月の動 きや見え方は

優
秀
賞

ぼ くらの

宇宙大研究

高等学校
電算部
情報処理科3年 渡邉祐子

それぞれの位置関係 による要素が加味 され,そ れらの

動 きが実際に見ることができないので,理 解 に苦労す

る。そこで,太 陽 ・地球 ・月の動 きの分かるような動

情報処理科3年 今川郁美 画を作成 し,見 て理解できるように,こ の作品を作成。

自分で調べて学ぶ力と資料が提供できる環境が必要

になると思われるのでホームページで公開。

【専門学校生】

作品名 作成者
学校 ・学科 ・学年

作成者
氏 名 作品の概要

優
秀
賞

力丸君の

夏休み
～静岡編～

静 岡 産 業 技術 専 門

学校

「ワイ・ワイ・ティーム」

マルチメディア科2年

マルチメディア科2年

マルチメディア科2年

中村洋介

関谷 崇
望月弓華

昔話や民話などをおじいさんやおばあさんに聞いたこ

とがありますが,そ れは記憶 の中で間違 えて覚えてい

た りします。昔話や民話 には,い い話が多 く21世 紀の

子供たちに伝えていきたいと考 えた作品で、「羽衣伝

説」の話がマルチ ・ス トーリー,マ ルチ ・エ ンディン

グになっている。分岐点でボタンを押すことで,一 般

的に知られている結末だけでな く,子 一ザが進めた展

開によって話が変 わっていきます。 さらに,静 岡県の

その他の民話を紹介している。 .

も

なお,本 コ ンテス トは,来 年度 も今年度 と同様 の 日程 で実施

される予定になっています。詳しくは,下 記 までお問合せ ください。

事 務局:〒105-OOII東 京都 港区芝公 園3-5-8

財 団法人 日本 情報処 理 開発協 会

情 報化 月間担 当

Tel:03-3432-9381/Fax:03-3432-9389
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高市通商産業政務次官情報化月間特別行事を

視察

高市早苗通商産業政務次官が平成11年10

月1日 に東京全 日空 ホテルで開催 された平成

11年 度情報化 月間記念式典の特別行事 「ネ

ットワーク社会における新 しい教育手法展」

と 「全国高校生 ・専門学校生プログラミン

グ ・コンテス ト」をご視察されました。

教育手法展視察風景

■臼一,

、醗 難壁癒

豪濠 一つ

ピベ バ

〆

∠

教 育 手 法展 に引 き続 き,「 全 国高 校 生 ・専

門学校 生 プロ グラ ミング ・コ ンテス ト」 の入

選作 品 の展 示 ・デモ ンス トレー シ ョン を視 察

され,高 校生の作品の レベルの高 さに感心す

るとともに,日 本の情報技術の将来 に意 を強

くされていました。

プ ログラ ミング ・コ ンテ ス ト視 察風景
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蟻報化月間記念シンポジウム
…驚壷薄

本年度 の情報 化 月間 は 「拡 が る ネ ッ トワー

ク社 会 ～ 『安全 と信 頼 』が キー ワー ド～」 を

テ ー マ に全 国 で様 々 な行 事 が 展 開 され ま し

た。10月1日 の情報 化 月間記念 式 典 で は,特

別行事 と して,コ ン ピュー タネ ッ トワークの

「安全 と信 頼」 の環境 作 りにつ いて 更 な る理

解 を深 め ていた だ くため に シ ンポ ジウムが 開

催 され,多 数 の参加者 が あ り,関 心 の高 さが

うかが わ れ ま した。 シ ンポジ ウム は,第1部

「個 人情 報保 護 を巡 る国 際動 向 と 日米 シー ル

プロ グラム」,第2部 「2000年 まで あ と90日,

今 や るべ きこ と～危 機管 理の観点 か ら～」 の

2テ ー マ によ り開催 され ま した。

本稿 で は,第1部 の 「個 人情 報保 護 を巡 る

国際動 向 と 日米 シール プロ グラム」 につ いて

その概略 をご紹 介 します。
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"2000年 まで あ と90日
,今 や るべ きこと"

パ ネ ルデ ィス カ ッシ ョン風景

開会挨拶 氏兼 裕之氏

通商産業省機械情報産業局

情報処理システム開発課長

基■講演

個人情報をめぐる国際的 ・国内的動向

堀部 政男氏

中央大学法学部教授

(一橋大学名誉教授)

講演

米国における個人情報 と

8BBOnlineSealPregramの 役割

GaryLaden氏

米 国BBBOnlinePrivacyProgram

Director

講演

プライバシーマーク制度について

関本 貫

財団法人 日本情報処理開発協会

プライバシーマーク事務局長
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戚 正!題ECRE1～ ΩR2n

開会挨拶

氏兼 裕之 氏

通商産業省機会情報産業局

情報処理システム開発課長

最近,情 報化 と関連 して,プ ライバ シー保

護 についての議論が盛んに行われています。

これには2つ の背景がある と考 えられ ます。

1つ は,個 人情報の漏洩 とか不正 な手段 を使

った収集といったことが起こっている。例え

ば最近では,地 方公共団体の職員が住民の情

報 を漏洩させたり,あ るいは電話会社の職員

が顧客の電話番号等の情報を,こ れは財産上

の対価 を得て漏洩す るといった事件がありま

した。一部は刑事事件にまで発展 しているよ

うです。こうした情報の漏洩,悪 意のある収

集 とい うのは,そ の形態がさまざまであって,

プライバ シー権の侵害の形態 もさまざまで

す。また,さ らに一部の新聞報道 によると,

例 えば個人の金融情報,信 用情報をお金で請

け負って調べ上げるという商売 も成 り立って

いるというようなことさえ言われているわけ

です。

もう1つ は,情 報化の進展 に伴 っていろい

ろな制度が整いつつあるということです。先

の通常国会でご案内のように,住 民基本台帳

法の改正案が成立いたしました。これは,国

民の住所 とか氏名 とか性別,生 年月 日といっ

た情報 と住民個 々に与えられる番号を組み合

わせて住民サービスの向上を図るというもの

ですが,一 方でこうした利便性が向上するに

伴ってプライバシー保護もきちっとしていか

なければいけないという議論になってきたわ

けです。この潮流にあるのは,わ が国の経済

社会の情報化が急速に進んでいるということ

です。個人情報保護のための確固たるインフ

ラがなければ,さ らなる情報化の進展が もは

や期待できない状況に達 しているということ

ではないかと思います。いうまでもなく,情

報化社会 というのは,個 人情報 も含めたとこ

ろで,そ の情報が自由に流通するということ

が大前提 となって成 り立 っているところで

す。個人情報の適切な保護がなければ,賢 明

な市民は自分の情報 を情報ネットワークの中

に乗せるということは,し な くなる というこ

とです。 したがいまして,個 人情報の保護 と

情報の 自由な流通の調和,あ るいは両立 を図

ってい くという必要があ ります。

それでは,個 人情報の保護の中身は何 かと

いうことにつきましては,こ れは後ほど堀部
し

先 生 か らお話 あ る と思 い ます が,既 に1980

年 にOECDで8原 則 とい うのが採択 され て い

ま して,中 身的 には もはや国際的 な コ ンセ ン

サスが で きてい る とい う状況 です。 しか しな

が ら,こ う した 中身 をいか なる手段 で担保 し

てい くか とい うこ とにつ いて は,国 際 的 に2

つ の大 きな流 れが あ ります 。1つ は ,そ の ヨ
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一ロッパ型です。これは,政 府の中にデータ

保護庁 ・監督庁 という役所 をつ くり,そ こが

例 えば行政調査権や行政処分権 といった強力

な権限を持って個人情報の保護 を図っていこ

うという潮流です。 もう1つ は,ア メリカ型

といいますか,少 な くともこれ までの日本 も

そ うで したが,業 界の自主規制 を中心 に個人

情報の保護の担保を図っていこうという流れ

です。しかしながら,先 ほど申し上げ ました,

住民基本台帳法の改正案 を巡る議論の中で,

わが国について も法整備が必要ではないかと

いう議論が提起されました。そこで,法 律の

導入について,今,与 党の レベルで も,あ る

いは政府の レベルで も議論がなされていると

ころです。私ども通産省は,従 来か ら民間部

門の積極的な,自 主的な取 り組みを促す とい

う観 点 か ら,通 産省 で ガイ ドライ ンを作成 し

た り,あ るい は最 近 では個 人情 報保 護 プ ログ

ラムをJISで 定 め るな ど して い ます 。 もちろ

ん,今,与 党 ・政府 の中 で議論 が進 んでい ま

すが,個 人情報保 護 につ いて,従 来の政 策 を

引 き続 き進め てい くことは,ま た重要 な こ と

と思 うわ けです 。

昨年 の情報化 月 間で も,プ ライバ シー保 護

の テーマ を取 り上 げ ま したが,ど ち らか とい

う と,制 度 的 な問題 を中心 に して理解 を深 め

て いた だ くとい うこ とで した。 こ としは よ り

実践 的 に この シ ンポ ジウム に参加 された皆様

が,あ るいはそ の企 業の皆様 が個 人情報 保護

の プログ ラム を積極 的 に導入 してい ただ く契

機 と したい と考 えてい ます。
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磁Z』～DECREPO盈 欠

個人情報をめぐる国際的 ・国内的動向

堀部 政男 氏

中央大学法学部教授

(一橋大学名誉教授)

藁 閑 。。

ギ 　ぎ ・

瓢:ρ

ゼ

iム

へ

個人情 報保護 を巡 る国際的,国 内 的動 向 に

つい て話 を した い と思 い ます。

き ょうの テーマ は,個 人情 報,あ るい は個

人情 報保護 です 。 この問題 を 日本 で議論 す る

きっか けに なったの は,プ ライバ シー とい う

言葉 で した。 この プラ イバ シー とい う言葉 が

日本 で 一 般 に 知 ら れ る よ う に な っ た の は

1961年,昭 和36年 で す。 この年 に,作 家 と

して有名 な三 島 由紀夫 さんの小 説 『宴 のあ と』

で プライバ シー を侵害 され た とい う訴訟が起

こ りま した。 それ まで,学 界 では プ ライバ シ

ーの議論 はあ る程度 あ りま したが
,訴 訟 で プ

ライバ シー侵 害が提 起 された こ とか ら,一 般

の 大 きな 関 心 を集 め る結 果 に な りま した 。

1961年 の流 行語 の1つ と して プ ライバ シー と

い う言葉 は挙 げ られ るに至 りま した。 それか

ら今 日まで,こ の1999年 まで 約40年 間 にわ

たって 日本 で も,あ るい は世界 で もプライバ

シーの議論 とい うの は随分 繰 り広 げ られ て き

て い ます が,こ れ を ほぼ10年 ご とに区切 っ

てみ る こ とが で きます。

1960年 代 の は じめ,1961年 に 日本 で は プ

ライバ シー とい う言 葉 が使 わ れ始 め ま した。

最初 は小 説 や新 聞 に よる報道,あ るいは週刊

誌 に よる個 人情報 の取 扱 い,プ ライバ シー ・

私生 活 とい うものの取 扱 い等 が 問題 で した 。

『宴 の あ と』 の判決 が,1964年,昭 和39年 の

9月28日 に東 京地 裁 で出 ます。 この と きに東

京 地裁 は プラ イバ シーの権利 を 「一人 に して

お かれ る権 利」 とい うア メ リカの考 え方 な ど

を踏 まえて,「 私生 活 をみ だ りに公 開 され な

い とい う法 的保障 ない し権 利」 と,理 解 しま

した。 これは,私 生 活 とい うプライベー トな

領 域 を公 開 され ない こ とで保護 され る,と い

う考 え方 です。 そ う した議論 は,ア メ リカで

1890年 に法 律 家 に よ る 『プ ラ イバ シ ーの権

利 』 とい う論 文が 出 て,そ れが きっかけ にな

り1900年 代 に入 って プ ライバ シ ーの議 論 が

起 こって きます が,こ れ らは主 と して メデ ィ

アに よるプ ライバ シー侵 害 の問題 で した。そ

れ が 日本 で も1961年 に 訴 訟 が 提 起 され,

1964年 に判 決 が 出 る とい う こ とで あ ります。

私 もア メ リカの判例 な どを研 究 した りしま し

た が,ア メ リカで は1960年 代 にな る と,そ

の よ うな メデ ィア による プライバ シー侵 害 に

加 え,コ ンピュ ー タ化 との関 係 で プライバ シ

ーの議論 が起 こ りま した
。 そ こで,プ ライバ

シー といって も,従 来 の よ うに一 人 に してお

か れる権 利 とい う消 極 的 な もの に加 え,1960

年代 の半 ば に は 「自分 の情 報 を 自分 で コ ン ト

ロールす る権利」,「 自分 の情 報 の流 れ をコ ン

トロー ルす る権 利」,自 己 情 報 コ ン トロール

ハ
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権 と言 い ます が,そ の よ うな考 え方が非 常 に

強 く出て まい ります 。

日本 で は,メ デ ィア及 び メデ ィア に よる議

論 を中心 に した ものです か ら,ア メ リカの コ

ンピュー タ化 とい う意味 で の情 報化 との関係

の議論 とい うの は なか なか認 識 され ませ んで

した。 しか し,1970年 前 後 に な ります と,

日本 で も国会 の中で コン ピュー タ情報 化 を進

め るこ ととの 関係 で,プ ライバ シー保 護 は ど

うす るのか とい う質 問 な ど も出て,相 当議論

が高 ま ります 。1970年 代 に入 る と,ヨ ー ロ

ッパ では法律 を制 定す る とい う傾 向が 出て き

ま した。例 えば ス ウ ェー デ ンで は1973年 に

デー タ法 とい うものが制定 されてい ます。

ア メ リ カで は1970年 に,信 用 情 報 につ い

て,公 正信 用 報告 法が制 定 され,消 費者 は 自

分 の情 報が信 用情 報機 関 で どうな って い るの

か とい うこ とを見 る権 利,誤 りが あれ ば訂 正

を求め る権 利が あ る,と い うこ と規定 します 。

そ れ は,ア メ リカで1960年 代 半 ばの 自己情

報 コ ン トロール権 的 な考 え方 を取 り入 れ た も

の と して注 目を集 め,他 の 国,特 に ヨー ロ ッ

パで その ような考 え方 に基づ く法律 が 制定 さ

れ て まい ります。

ヨー ロ ッパ で は,1970年 代 に デ ー タ保 護

法 を制定 して いる ところが多数 あ ります。 デ

ー タ保 護 を図 る法律 は,国 内法 です。 国民 の

個 人情 報 を保 護す るこ とになる と今度 は,そ

の情 報が 国外 に出て い くこ とについ て問題 に

な ります。 ス ウ ェー デ ンの1973年 の 法律 で

は,ス ウ ェー デ ン人 の個 人 デー タを国外 で処

理 す る ことにつ いて,デ ー タ検査 院 の了承 を

得 なければ な らない とい う趣 旨の規定 な どが

設 け られ るに至 りま した6よ く象徴 的 に言 わ

れ るの は,あ の当時,通 信衛 星が使 われ始め,

情報 処理 の面 で世界 的 に整 って いた アメ リカ

に情報 を通信 衛 星 を使 って送 り,そ こで処理

して またス ウェーデ ンに返 す。 この ほ うが は

るか に迅速 にまた安 く処 理が で きる,そ うい

うこ とが行 われて い ま した。 ところが,そ の

情 報が 国外 に出 た場合 に どの よ うな保護措 置

があ るのか。 ス ウェーデ ンで はむ しろ外 に出

さない とい う形 の措 置 を と ります。 これ は,

フ ラ ンスの1978年 の法律 で も同様 で す 。 ヨ

ー ロ ッパ では,連 邦 レベ ルで は当時 の西 ドイ

ツで1977年 に法律 が で きます 。 海 外 処 理 に

ついて の明確 な規 定 は,西 ドイ ツの法律 には

あ りませ んが,外 に出す こ とにつ いてか な り

否定 的 な考 え方 が とられ ま した。 ア メ リカの

場合 には,民 間 につ い て は1970年 に,民 間

で も一分野 ですが,信 用情報機 関が 取 り扱 う

情報 につ いての規 定が設 け られ ま した。 その

後,公 的部 門,こ れ は連邦 の行 政機 関 を対象

とす る法律,プ ラ イバ シー保 護 法 が1974年

に制定 され ます 。 アメ リカは,ほ か に も細 か

く幾 つか個別 の分 野 で法律 がで きます が,他

の分 野 につ いて は先 ほ ど氏兼課長 が言 わ れた

ように,自 主規 制 を中心 にプ ライバ シー保護

を図 って きま した。 そ うす る と,ヨ ー ロ ッパ

的 な保護方式 と,ア メ リカ的 な保護 方式 とで

は対 立が生 じる,し か もア メ リカは伝 統 的 に

情 報 の 自由 な流 れ,フ リー ・フ ロー ・オ ブ ・

イ ンフ ォメー シ ョンとい うこ とに最 大 の価値

を置 く国です。 これ は表現 の 自由の問題 な ど

とも関連 して,そ の よ うな考 え方 が非常 に強

い とい うことです 。 これ も,先 ほ ど氏兼 課長

が 言 われた よ うに,ア メ リカ とヨーロ ッパ で

や り方 が違 うとい うこ とが あ りますが,1970

年代 に既 に明 らか にな りま した。 その相 違 を

ど うす るの か とい うこ とが,70年 代 の 終 わ

りにな る と,国 際的 な議 論 に な ります。情 報

化 に伴 う問題 ですが,も とも と経済 問題 を中
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心 に扱 って きた経 済 開発 協 力機構 ・OECDに

問題 が持 ち込 まれ ま した。 そ のOECDの 勧 告

が有 名 に な りま した。 これ は1980年 に採 択

され た もの で す が,そ の 前 に1978年 に ア

ド ・ホ ック ・グルー プ ・オ ブ ・エ キスパ ー ツ

が で き,そ こで どの よ うに この 問題 を扱 うの

か とい う検 討が なされ ます。

1978年 にOECDで 検 討 が 始 ま りま した 。

79年 に 日本 で 開 かれ た国 際 会議 でOECDの

この問題 を担 当 しているハ ンス ・ベ ー ター ・

ガスマ ン氏 が来 ま した。 同 じセ ッシ ョンで私

が 日本側 を代 表 を した ものです か ら,そ こで

い ろ い ろ議 論 を して79年 の段 階 での 状 況 も

わか りま した。 そ して,そ れが1980年 の9月

23日 に理 事 会 で採 択 され ま した。 こ こで70

年代 に非常 に明確 にな った ヨー ロ ッパ とアメ

リカの対立,こ れ をいか に調和 す るの か,こ

れが最 大 の問題 であ った とい って も過言 で は

あ りませ ん。 それ は,こ の文書 の い ろいろ な

ところ に出 て きます が,「 加 盟 国 は国 内法 及

び国 内政策 の相違 に もかか わ らず,プ ライバ

シー と個 人 の 自由 を保護 し,か つ プ ライバ シ

ー と情報 の 自由 な流 通 とい う基本 的 で はあ る

が競 合す る価値 を調和 させ るこ とに共 通の利

害 を有す る」 と言 ってい ます。 です か ら,プ

ライバ シー とい う言葉,日 本 で も適切 な訳 語

が ない ま ま使 われて い ます が,ヨ ー ロ ッパの

英語 国以外 の国 で は,プ ライバ シー とい う言

葉 に1対1で 対 応 す る言 葉 が あ りませ ん。 フ

ラ ンス な どで はラ ・ピー ・プ リベ ,私 生活 と

訳 せ る言葉 をこれ に当 てはめ てい ます し,ド

イ ツな どで もプ リバ ー ト ・ス フ ェー レー とい

って私 的領域 と訳 せ る もの を訳語 として使 う

人 もい ます 。 日本 で も1960年 代 のは じめ に,

秘密 権 あ るいは私生 活権 とか,私 事権 とか,

い ろい ろ訳 を試 み ま したが,結 局訳語 の ほ う

は定着 せず,カ タカナで プラ イバ シー となっ

てい ます。ヨー ロ ッパ にそ の言葉 が ないので,

OECDで もむ しろそれ よ りも包括 的 な個 人 の

自由 とい うよ うに表現 した りも してい ます 。

その 一方 でそ れ を保 護 をす る とい うこ と と,

他 方で情 報 の 自由な流 通,フ リー ・フロー ・

オブ ・イ ンフ ォメー シ ョン,こ れはお互 い に

競合 す る もの を ど う調和 させ るの か,そ の こ

とにOECD加 盟 国(当 時 は24カ 国)が 共通

の利害 を有 す る と言 ってい ます。 その よ うな

対 立 が あ る とい う こ と を70年 代 末 あ た りの

OECDの 議 論 が始 まった当時 か ら日本 で も認

識 は して い ま した。

そ して,1980年 に ま とま った の がOECD

理事 会 プ ライバ シー保 護勧告 です 。今 日で は

プ ライバ シー ・ガイ ドライ ンズ と言 ってい ま

す が,こ れ はア メ リカ と ヨー ロ ッパ の対立 を

調和 させ た もの であ る とい え ます。 当時,こ

の ア ド ・ホ ック ・グルー プ ・オ ブ ・エキ スパ

ー ツの議 長 を務 めた のが オース トラ リアの裁

判 官 のマ イケル ・カ ー ビー氏 で した。そ の後,

90年 か らセ キ ュ リテ ィ ・ガ イ ドライ ンズ の

検討 が始 ま り,そ の とき もマ イケル ・カー ビ

ー氏 が議 長 を務 め ます
。そ のマ イケル ・カー

ビー氏 が,実 は9月13日,14日,15日 と香

港 で開か れ ま したデ ー タ保 護 関係 の会議 の冒

頭 で基 調 講 演 を して お ります 。約20年 前 を

振 り返 りなが らア メ リカ とヨー ロ ッパ の対立

をいか に調和 させ るか につい て話 してい ま し
ト

た。 自分 が オー ス トラ リア人で あ る,ア メ リ

カに もヨー ロ ッパ に も属 さない,そ うい う立

場 なの で何 とか調和 がで きた,と 言 って い ま

した。 この話 は以 前 に も本 人 と話 していて聞

いた こ とが何 回かあ りますが、特 にアメ リカ

側 は どうい う保護措 置 を講 ず るのか について

も自由な情報 の流 れ とい うこ とを中心 に主 張
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し,そ れ に対 して フラ ンスの代 表 な どが,保

護 を非常 に強 く主張 し,そ の調和 を図 った と

言 ってい ます。OECDの 文 書 を,そ うい う も

の と して見 てい ただ くとよろ しいか と思 い ま

す 。 これが1980年 代 です 。

そ の1980年,私 は岩 波 新 書 の 『現 代 の プ

ライバ シー』 の中 にOECDの 理 事会勧 告 を ド

ラフ トの段 階の もの を入 れ ま した。 いろい ろ

書 評 で取 り上 げ られ ま した。 おそ ら く最初 は

OECDに ふ れ た こ とにつ い てあ ま り関心 はな

か った と思 い ます が,後 でOECDの プライバ

シー ・ガイ ドライ ンが プ ライバ シー保護 に当

たって の8原 則 を明確 に定 め,大 変重 要 な も

のであ る とい うこ とが わか り,改 め て関心 を

持 たれ た こ ともあ ります 。そ の段 階 で,こ れ

は70年 代 まで の動 き を観 察 し,80年 代 か ら

90年 代 に か け て ど う な るか を考 え ま した。

その後,1988年 に岩 波新 書 で,『 プラ イバ シ

ー と高度 情報化 社会』 とい う本 を ま とめる機

会が あ りま した。 その 翌年 の89年 に 『ジ ュ

リス ト』1989年12月1日 号 で70年 代,80年

代,そ れ を踏 まえ て90年 代 以 降 どうな るだ

ろ うか と予測 してみた こ とがあ ります。 それ

は,次 の よ うな文章 を含 み ます。

「間 もな く1990年 を迎 える。 ほ ぼ10年 前

に,私 は,拙 著 『現 代 の プ ラ イ バ シ ー 』

(1980年 刊)の 構想 を練 っ てい た。 そ れ は,

1970年 代 までの プ ラ イバ シ ー保 護 論 を踏 ま

えなが ら1980年 代 を展 望 す る作 業 で もあ っ

た。拙 著 で論 じた1980年 代 の プ ラ イバ シー

保護論 は,ほ ぼ私 が予測 した方 向 に展 開 して

い った。 その詳 細 につ いて は,r現 代 の プ ラ

イバ シ・・-jの 続編 と もい うべ きrプ ライバ シ

ー と高 度情 報化 社 会』(1988年 刊)を 参照 さ

れ た いが,今,1980年 代 も終 わ りに近づ き

つつ あ る時期 に,イ ギ リスに滞 在 し,ヨ ー ロ

ッパにおける個人情報保護論に直接触れる機

会をもちなが ら,1990年 代 の個人情報保護

論 をいかに展望するかを模索 している。」

今1980年 代 も終わ りに近づ きつつ ある時

期に,イ ギ リスの大学 に客員教授 として行っ

ているときに書いたものですが,ヨ ーロ ッパ

における個人情報保護論に直接接する機会を

持ちながら,1990年 代 の個人情報保護論 を

いかに展望するかを模索 しているということ

で,幾 つか具体 的に例 を挙げ90年 代 の展望

として5つ あげてみ ま した。第1が 個人情報

保護論 の活発化で した。第2が 個人情報保護

論の個別化,第3は 個人情報保護論の拡大化,

第4は 個 人情報保護論の対立化,第5に 個人

情報保護論 のグローバル化です。

先ほど1970年 代,対 立の ところを中心 に

お語 いた しましたが,こ の点 は90年 代 に入

り,ま すます顕著 になって きます。そのとこ

ろを昨年の 『ジュリス ト』1998年 の11月1日

号で 「個人情報保護論の現在 と将来」で書き

ました。

そのうち,個 人情報保護論の対立化が,90

年代 に入 って ます ます激 しくなってきてい

る,そ のことを踏 まえ日本で も今後の個人情

報保護の問題を考えていかなければならない

というところに焦点を絞って,以 下見てい き

ます。

世界的な状況は,か な り多 くのところで法

律が制定されてきています。OECD加 盟国の

ほか,ア ジア,南 米で も法律 をつ くるところ

が出てくるなど各国さまざまな形で法律がで

きています。その法律のつ くり方を分類 して

みると,3つ に分けることがで きます。

第1は,オ ムニバス方式 といわれる公的部

門,民 間部門一緒 に1つ の法律で対象にす る

ものです。今日ではこの言葉はよく日本でも
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使われるようになってきています。これはヨ

ーロッパの法律に多い方式です
。

第2は,セ グメ ン ト方式 などと呼ばれ,む

しろ公的部門,民 間部門それぞれ別 にとい う

か,あ るいは公的部門だけを法 で規制 して,

後 は自主規制,あ るいは個別の法律 にゆだね

るとい うものです。

さらに第3は,セ ク トラル ・アプローチ,

セク トラル方式です。それぞれの部門につい

て公的部門でも一般的なプライバシー法で保

護されない,さ らに秘密 にわたるような部分

については,そ れぞれまた個別の法律 で手当

をすることもあ りますので,そ ういう部分部

分,あ るいは分野分野ごとに保護措置を講 じ

てい く方式です。

日本では,1988年 に 「行政機関の保有 す

る電子計算機処理に係る個人情報の保護に関

する法律」が制定されました。この法律の制

定に当たり,総 務庁で研究会があ り,行 政機

関の保有す る個人情報 をどのように保護 して

い くのかを議論 しました。セグメント方式が

採用されました。民間はどうするのかが議論

になり,民 間については閣議決定 もあ り,法

的ではな く関係省庁がそれぞれ策を講ずる,

後で若干ふれますが国内におけるガイ ドライ

ンで,日 本 はセク トラル方式 をとるに至 りま

した。さらに,最 近 になってからは,大 蔵省

と通産省合同の個人信用情報保護 ・利用の在

り方に関する懇談会で,個 人信用情報,こ れ

はアメ リカの1970年 の公正信用報告法 の一

部をカバーすることになると思いますが,そ

のような法的措置 を講 じてはどうかを,昨 年

の6月12日 に報告書 にまとめ提言いた しまし

た。それを踏まえて,こ としの1月 か ら大蔵

省,通 産省それぞれの関係の審議会の作業部

会という形で現在 も検討しています。日本で

も,公 的部 門の ところでセ グメ ン ト方式 を と

りなが ら,民 間 につ きま しては,セ ク トラル

で対応 して い く,既 にい くつ かセ ク トラルで

対応 した もの もあ り,そ の よ うな方向 に なっ

て きて い ます。 日本,オ ース トラ リア,カ ナ

ダな ど もか な りア メ リカに近い方式 で今 まで

の ところ対応 して きてい ます。 しか し,今 カ

ナ ダは連邦 政府が所 管 してい る連邦 の民 間 に

つ い て も,法 措 置 を講 じよう と して い ます。

カナデ ィア ン ・ス タ ンダー ズ ・ア ソシエ ー シ

ョンとい うカナ ダの標 準化 協会 がつ くった個

人情報保 護 につい ての規格 を もとに法律 化 す

る とい う状 況 も出 て きてい ますが,日 本 は ヨ

ー ロ ッパ とは違 う
,ア メ リカにむ しろ近 い形

で現 在 までの ところ議 論が展 開 してい ます。

そ の90年 代 の 議論 の きっか け は,1990年

にEUが 出 した指 令提 案 で す。採 択 した の は

1995年 ですが,OECDの 理事会勧 告,プ ライ

バ シー ・ガイ ドラ イ ンか ら10年 た った1990

年 の7月 にそ の プ ロポーザ ル を明 らか に しま

す 。 この プロポ ーザル を見 て 日本 で もこれに

ど う対 応 す る の か を90年 代 は い ろい ろ な形

で問題提 起 を して きた ところです。 が,こ れ

が アメ リカ的 なセ ク トラル方式 で,し か もか

な りの部 分 は 自主規 制 で対 応す る とい う もの

とは違 う方向 な ので,そ こに大 きな対 立が 生

じま した。 日本 もア メ リカ的 な方 式 でず っ と

議論 して きて,具 体 的 には後 のプ ライバ シー

マー ク制度 な どを検討 す るさ まざまな 自主規

制方式,ま たJISで 個人情報保護の コンプラ

エ ンス ・プログ ラム をつ くる とい う ような こ

とを して きて い ます 。

そ うい う中で,住 民 基本 台帳法 を改正 して,

住 民基 本台 帳 ネ ッ トワー ク シス テム を導入 す

る とい う構 想 が1995年 に出 て き ま した 。 そ

れ を巡 って プ ライバ シて保 護 も議 論 され た精
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果,昨 年法案が出て,こ としの通常国会で全

面的に審議 されるようになります。その中で,

5月6日 に参考人質疑が衆議院の地方行政委

員会で開かれました。住民基本台帳法の改正

法案では,セ ク トラル方式で個人情報保護が

図 られているから,完 結 していることを述べ

ましたが,か な りの議員の方は,包 括的個人

情報保護法が必要では ないか と言われまし

た。そうした議論は,か つて 日本で もあ りま

した。そのことにもふれましたが,こ の5月

6日 の参考人質疑が きっかけにな り,個 人情

報保護の議論が 日本では進んできました。

その後,高 度情報社会推進本部本部長(本

部長=総 理大臣)決 定で設 けられた個人情報

保護検討部会は7月23日 に第1回 の会議 を開

きました。 これは,2回 目以降,プ レス等 に

公開 しています。議事内容を見ていただくと,

議論の状況がわか ります。ここで も包括的な

個人情報保護法をつ くるべ きだという意見

と,自 主規制 を中心 に考えてい くべ きだ,悪

質 な もの につい て は法 的規制 もや む を得 ない

とい う議 論 があ り,11月 には第1次 報告 をま

とめ な け れ ば な らな い とい う状 況 に あ りま

す。 どの ようになるか今 の段 階で はわか りま

せ んが,お そ ら く自主規 制 で対 応す る部分 が

か な り出て くる こ とにな ろ うか と思 い ます。

そ う した こ とで,法 整備 を含 めた システ ム

の検 討 が進 んでい ますが,自 主規 制 に よる と

ころが 今後 と もか な り重要 な意味 を持 つ こ と

にな る と思 い ます ので,ぜ ひそれ を実効性 あ

ら しめ るため の手段 と して,今,運 用 してい

るプ ライバ シーマ ー クや,JIS等 に関心 を持

っていた だ きた い と思い ます。

21世 紀 の個 人情 報 保 護 は,世 界 的 に さ ま

ざまな形 で調和 され てい くと思 い ますが,ヨ

ー ロ ッパ 型の ものが必 ず しもいい とい うわけ

で もあ りませ ん し,ア メ リカ型 に 日本 はか な

り近 い わけですが,ま たそれ とも違 った何 か

日本 社会 にふ さわ しい個 人情 報保 護 システ ム

が構 築 で きれ ば と個 人 的 には思 って い ます。
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米国における個人情報保護 とBBBOnlineSealProgramの 役 割

BetterBusinessBureauOnlineと い う組織 に

つい て,そ してその果 た してい る役 割,特 に

電子 商取 引 にお け る役割 とい うこ とでお話 を

させ てい ただ きます。

BBBOnlineと い うの は,消 費者 の個 人情

報,そ の プ ライバ シー をオ ンライ ンの 電子商

取引 にお いて ど う守 ってい くか を目的 と して

い ます 。企業 に対 して,包 括 的 な しか もコス

トが あ ま りか か らない方法 で ウェブサ イ トに

提 供 され る個人 の情報 が きちん と保 護 され る

のだ とい うこ とを,消 費者 に対 して保 証 して

い く。 その手 段 を企 業 に対 して提 供 す る とい

うこ とです 。最近 の調査 で は,消 費 者が オ ン

ライ ンで商取 引 を しようか どうか と思 う場合

に,一 番 の懸 念が この プ ライバ シーの保護 だ

とい う調 査 結 果 が 出 て い ます 。 した が って

BBBOnlineで は,こ の倫 理 観 に基 づ く公 正

な ビジネス慣行 をぜ ひ促 進 してい きたい と考

えてお ります 。

BBBは 既 に86年 の歴 史 を有 し,企 業が 消

費者 に対 して信頼 を提供 で きる ように,誠 実

なや り方 で商取 引が行 われ る よ うに とい うこ

とを目的 と して,こ れ まで活動 して きた ビュ

ー ローです
。特 に,イ ンターネ ッ トの世 の中

にな り,私 ど もで はア メ リカ とい う国だ け
,

国境 に とらわれず,さ らに国境 を超 えて グロ

ーバ ル な活動 を展 開 して い ます
。

私 どもは今,プ ライバ シー シール に取 り組

んで い ます。 プ ライバ シー シー ルは,世 界 各

企 業 のサ イ トで,ア メ リカ並 び にカナ ダの消

費 者 に対 して マー ケテ ィング を行 うところに

は,ど こで も申請 していた だけ る ようにな っ

てい ます。既 に ヨー ロ ッパ の企業 の ウェブサ

イ トでアメリカの消 費者 に対 してのマ ーケティ

ングを行 っている ところ に対 し,プ ライバ シー

シールを認可 した とい う実 績 も出て い ます。

それ で は,こ の私 ど ものBBBOnlineの も

とになってい る組 織 につい て説明 をい た しま

す 。 母体 とな って い るBBBは,ア メ リカ並

び にカナ ダの各地 に ロー カル な ビュー ローが

あ り,ア メ リカ には133カ 所,カ ナ ダに15カ

所 あ ります 。BBBに は,約27.万 の企 業 が法

人 会員 と して メ ンバ ーにな ってい ます 。そ し

て,私 ど もの オ フ ィス には昨 年1998年 の数

字 です が,消 費 者 か ら1,400万 の オ フ ライ ン
じ

で のい ろいろ な問 い合 わせ をい ただい てい ま

す。 また,オ ンライ ンで の このサ イ トを訪 問

した方,訪 問件 数 は,昨 年600万 を超 え てい

ます。 この ほ とん どが購 入前 にい ろい ろな情

報 を問 い合 わせ る とい う内容 で す。.BBBと

い う商標 は,全 国的 に一番 認知度 が高 い とも

言 われ てい ます。 ギ ャ亘 ックポールの調査 に.
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よる と企 業 の 間 で は100%の 認知 度 が あ る。

また消 費 者 の 間で もこのBBBの 商 標 につ い

て は98%が 認 知 を され て い る とい う結 果 が

出てい ます。

BBBの ナ シ ョナル オ フ ィスが ワ シ ン トン

にあ り,カ ウ ンセ ル協 議 会 と呼 んでい ますが,

この主 な仕 事 は,各 国企業 のセ ルフ レギ ュ レ

ー シ ョ ン
,そ して紛 争解決 に当た る とい うこ

とに な っ てお り,ス タ ッフが140名 い ます。

BBBOnlineと い う組織 で すが,こ れ はBBB

の 子 会 社 とい う形 で1997年 に設 立 され た も

ので す 。BBBOnlineで は,信 頼 性 の プ ロ グ

ラム,プ ライバ シーの プログ ラムを手 掛 けて

お り信 頼性 についての シールの プロ グラム を

97年 の6月 か ら開始 を してい ます。 これ は企

業が 私 ど もが定 める,す べ ての誠実 で倫 理観

に基 づ く商慣行 の基準 を満 たす とい うところ

に対 して,私 どもが 認可 を して シー ル を発行

す る とい う もので す 。BBBOnlineで の リラ

イ アビ リテ ィの シール を既 に認 可 されてい る

企 業 は,既 に3,000以 上 に な ります 。 この リ

ラ イア ビ リテ ィシー ル とい うプ ロ グ ラムは,

イ ンター ネ ッ ト上 で の シール関係 の プロ グラ

BBBOnLine

BoardofDirectors

ム と して は,最 大 の もの であ る と思 い ます。

BBBOnlineの 取 締 役 会,理 事 会 の メ ンバ

ー には
,世 界 の主 要 な グローバ ル なハ イテ ク

企業 が名 を連ね てい ます 。

先 ほ どか らお話 してい ます リライア ビ リテ

ィシール とい うプ ログ ラムに加 えて,今 度 は

プ ラ イバ シ ー シー ル とい うプ ロ グ ラムが98

年 の6月 か らス ター トしてい ます 。25の 企 業

が,こ の プ ログラムの スポ ンサ ー となって い

ます 。 この プログ ラム とい うのは消費者 か ら

の オ ンラ イ ンで のい ろい ろな取 り引 きに関 し

て,プ ラ イバ シー をぜ ひ保 護 して もらい たい

とい う希望 に応 える もので もあ る し,ま た同

時 に政 府の規制 に対応 してい くとい う狙 い も

持 ってい ます。

Amor髄ech

AT&T

8ankofAm● 「lca

Oun&Bradstr● ●t

ε88㎞ 幅nKod8kCompany

GTElntorn● ㎞orklng

H●"t・PeCkardCompeny

旧M

MIcrosoft

Netscap●Communlca蜘n8Corpor8目on

Proct●r&G8mbleCOtnpeny

R●●d日b●v1●r

RoadRunneeG1℃up

Sony日 ●c"℃nlc3,lnc・

USW●St-S●Mc●8佃e

V188U.SA

XeroxCorpo耐on

Program

Sponsors

AmericaOnline,tnc.

AmericanExpressCo.

AMRCorporatien

AT&T

BankofAmerica

DellComPUter

Dun&Bradstreet

EastmanKodakCompany

Equ廿axlnc・

Experian

FordMetorCo.

HewtettPackard

lBMCorporation

lntelCorpora{ion

J.C.PenneyCompany,lnc・

MCIWorldCom,lnc.

MicrosoftCorporation

NewYorkTimesEMC

TheProCter&GambleCo.

ReedElsevierInc.

SonyEleCtronics,lnc・

USWest

Viacom

XeroxCorPoration

前述のように西暦2003年 までには,こ の

インターネットを使 って電子商取引の市場は

3,000億 ドルを超 えるものになるだろ うと考

えられています。しかしながら,消 費者が こ

のオンラインでの取 り引きについて,プ ライ

バシー保護の観点からの懸念を今後 も解消で

きず強 く持ち続けるということになると,こ

の成長予測 ももう少 し鈍化する可能性もある

と考えられます。アメリカにおいて行われた

一一26一



・{

晃
`

X

ご
々

g
び
、
'肩

吟

調査 結果 をい くつか 引用 しますが,回 答 者 の

94%は 個 人情 報 が この イ ン ター ネ ッ ト上 で

提供 され た もの が後 に なっ て誤 用 され た り,

乱用 され た りす る こ とにつ いて懸念 があ る と

答 えてい ます 。 また,イ ンター ネ ッ トのユ ー

ザ の87%が,そ の個 人 情 報,プ ラ イバ シー

につ い て懸 念 を持 って い る と答 えて い ます。

また,消 費者 の73%は オ ン ライ ンで ク レ ジ

ッ トカー ド関係 の情 報 を出す ことにつ い て懸

念 を持 ってい ます。 イ ンター ネ ッ トの ユ ーザ

の91%は,各 企 業 が ウェ ブサ イ トで この個

人情 報 につい ては どうい うプライバ シー関係

の保護措 置 を とって い るか につ いての通 知 を

イ ンター ネ ッ ト上 で掲示 をす るこ とが大事 で

あ る と考 えて い ます 。 ア メ リカ の消費 者 は,

この個 人情 報 ・プ ライバ シーについ て大変 懸

念 を持 って いる こ とが,こ う した調査 結果 か

らも出 てい ます。 また,こ の問題 の大 家の ア

ラン ・ウエス テ ィ ン博士 は,最 近,日 本 の企

業 との協力 の もとに調査 を行 い,日 本 の消 費

者 が この面 につい て どの よ うな懸念 を持 って

いるか を明 らか に しよう とい う活動 をされて

い ま して,そ の調査 の結 果が来 年早 々 には出

る と予 定 され てい ます。

OnlinePrivacyStudies/Surveys

Bytheye町2003,el㏄ 加 ・ic。。nunetceiSexpeCtedtobea$300bi∬i。nmarkeし

.94%ofresponden嘘intheUSareconcernedabout"possiblemisuse"

oftheirpersonalin£ormation((文)nsumets
,E・CommerceandPdvacy

Survey,AlanWes血)

'87%。fNetu部 眠 蜘 ⑳edab・ 蜘e坤 ・ゆ画pd・a《rywhile

online(AT&TSurvey)

◆ThemajorityofoUlineuse岱areno【comfortabieprovidingcτeditcard

(73%)・financial(73%)orpcrsonalinformat三 〇n(70%)tobusinesses

onli熊(NationaＬConsumersLeague)

・91%ofNetuser札and96%ofthose
wbobuyproductsaodserv{ces

online,saythatitisimpo伽tforbus油esswebsitestopostnotices

explainingbOwtheyw{llusethepersonalinformatioロ ㎝stomers

providewhenbuyingonline(AT&TSurvey)

・66 .7%sitelackofinformationabouthowtheirpersonaＬdatawillbe

used鵠thereasonfornotfiilingoutregjstrationformsontine(Georgia

InstitUteofTechnotogyPoll)

一27－

BBBOnlineの プ ラ イバ シー プ ロ グラム の

発展 過程 ですが,私 どもは業界 の ステ ア リン

グ コ ミュニテ ィ運営 委員 会 の協 力 を得 て活動

を準備 して きま した。 また,紛 争 解決 につ い

て も,こ の委員 会 の協 力 が あ ります 。 また,

アラ ン ・ウエ ス テ ィン博士 な どが メ ンバー と

なってい る専 門家委員 会 との協 力 の もとで準

備 を して きま した。 こう した 中で,私 どもは

全 部 で170の 項 目を網 羅 す る 自己評価 ア ンケ

ー ト票
,質 問票 をつ くっ て きま した。 この質

問 票 とい うの は,プ ライバ シー シール を認 め

てほ しい と申請 をす る企 業 に対 して,そ の企

業 が個 人情報 保護 につ いて どうい った方針 を

と り,ど うい った慣 行 を行 ってい るか を記述

して もら うものです 。 この質問票 は,そ の企

業が行 ってい る情報,プ ライバ シー保 護活動,

その方針 につ いて包括 的 な評 価 を加 える こと

がで きる内容 に なってい て,単 にその企業 の

方 針 を ウェブサ イ ト上 で提示 す るだ けに とど

まらず,も っ と詳 しい内容 につい て も項 目 を

設 けて聞 くもの とな ってい ます 。

この ア ンケー ト票 につ いて は,既 に フィー

ル ドテス トも済 み,そ こか ら出 て きた最終 ド

ラ フ トが,ア メ リカの連 邦通商 委員 会 に見 て

もらって い る し,ま た商務 省 に も提 出 されて

い ます 。EUの 代 表 に も提 出 され て,ま た ウ

ェブサ イ トにアクセ スす る と,皆 さん もご覧

い ただ ける ように なってい ます 。

この プロ グラム をい ろい ろ考 えた り設計 を

した りす る作 業 は昨年98年 の6月 か らス ター

トしてい ます が,実 際 に この プ ログラム を私

ど もか ら提 供 で きる よ うに な った の は,99

年の3月 か らです 。 このBBBOnlineで は,プ

ライバ シー シール をア メ リカや カナ ダの消 費

者,ア メ リカ,カ ナ ダ市 場 に対 してマ ーケテ

ィング活動,そ の他 を行 ρて い るウェ ブサ イ

一
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トで あれ ば,ど うい うところ に対 して も提供

で きる準 備 があ ります 。す なわ ち,例 えば 日

本 をベ ース とした ウ ェブサ イ トで ア メ リカの

消 費者,カ ナ ダの消 費者 に対 しての働 きかけ

を行 う,マ ーケ テ ィ ングを行 うとい うところ

で あ って も,私 ど もに出願 を申請 して いただ

け る とい うこ とです。 もちろん,よ い プライ

バ シープ ログ ラム とい うのは,最 初 にや る こ

と として は,包 括 的な プライバ シー に関す る

方針 を説 明 した通知 文 をウェブサ イ トに設 け

る ことです が,そ れで終 わる ものではあ りま

せ ん。

私 どもで は,こ のプ ライバ シー ノウテ ィス

の性格 を次の ように とらえてい ます。これは,

ホ ームペ ージに提供 され る情報 を どう使 って

い くか につ いて限定 をす るため の文 書 です 。

す なわ ち,そ こに書 いてあ る ような方 針 にの

っ とってのみそ こで提供 され る情報,個 人情

報,そ の他 をその企業 は使 う もの であ る とい

うことを使 用者 に対 して知 らせ るための もの

です。BBBOnlineで は,こ の プ ラ イバ シー

ノ ウテ ィスの 中に盛 り込 むべ き要 素,項 目 と

して次 の ような もの を掲 げて い ます。

まず,提 供 された情報 を どうい う目的で使

用 して い くか 。 それ か ら,BBBOnline並 び

にそ の ウ ェ ブサ イ トを持 って い る企 業 の プ

ライバ シー関連 の責 任者 の連絡先,デ イス ピ

ュー トソリュー シ ョン ・紛争解 決 のための情

報 開示,そ れ か らこの保 護 に よっては カバ ー

されて いない ような情 報 としては どうい う も

のが あ るか とい う,そ の情報 分野 も明記す る

ことにな ってい ます。 また,い ったん提 供 し

た情 報 につ いて,後 で もう一度 見 たい とい う

場合,あ るい は訂正 を行 い たい とい う場合 の

アクセ スの方法 につい て も明記 す る ようにな

って い ます。

PrivacyNotice

●Intendeduses

・Websitecontact

・Excludedareasorinformation

●Third-partytransfers

・Mergeddata

・Accessandcorrection

團

現在,BBBOnlineで は,オ ンラインで提

供される情報のみがカバーされています。そ

の情報の内容は,そ の情報を提供する人本人

の情報並びに取引相手の情報も入っていま

す。この相手情報というのは,あ る当事者か

ら他 の当事者 についての情報が提供される場

合,具 体的な例 としては,あ る人が別の人に

何かギフ トを贈るという場合は,送 り先の相

手の名前 とか,ア ドレス とか,が 情報 として

提供 される,そ のことを相手情報 と呼んでい

ます。BBBOnlineの プライバ シーシールで

は,今 申 し上げたように,オ ンラインによっ

て回収 された個人情報のみが対象となること

が原則ではありますが,オ フラインで得 た情

報 について も,そ れがオ ンライン情報 と分離

不可能な形で合わさっているという場合 に

は,そ のオフライン提供の情報 もその対象範

囲としています。

このプログラムでカバーされる情報内容と

いうのは,個 人が識別可能な情報 とい うこと

で,例 えば住所 とか,電 話番号です。 また積

極 的のみならず受動的な形で引き出され得る

情報,例 えば トラッキングが行われていると

きの情報は,何 で もその中にあ ります。また,
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通常 の ビジ ネスの コースの 中で検索 可能 で あ

る もの とな って い ます 。 また,ナ ビゲ ー シ ョ

ンデー タ も,そ れが個 人 を識別 す る よ うな情

報 な ど とリンク して いる場 合 に は対 象 となっ

て い ます。

この情 報 内容 につい ては,あ る程度 以上 の

具体性 が な くて はい けない,独 自性 が な くて

はい けない とい う こ とにな ってい ます。 その

必 要性 に加 えて,い ったん この情 報 を提 供 し

た場 合 で も,最 初 に開示 され てい ない使 用 目

的 につ いて は,消 費 者が もうや め る,抜 け る

とい う選択 をで きる こ とにな ってい ます。 ま

た,個 人情 報が 第三者 に移転 され る場合,し

か もその 第三者 が代 理 店で もな けれ ば契 約者

で もない とい う場 合 には,そ の シー ル を保持

してい る企 業側 は,そ の第三 当事 者 に対 して,

自分 の ところ は これ これの プラ イバ シー に関

す る個 人情報保 護 に関す る方策 を とって い る

とい うこ とを知 らせ る義務 があ ります。

報 につい て,も う一度見 たい とい う場 合 に も

アクセス を提 供 しな けれ ばな りませ ん し,ま

た提供 した もの に不 正確 な部分 が あった場合

には,そ れ を修 正 ・訂正 す るための ア クセ ス

も提供 しなけれ ばな りませ ん。 また,そ の ア

クセス に対 して は,合 理 的 な範 囲での料 金設

定が認 め られ てい ます し,ま たその ア クセ ス

の頻 度 につ い て も合 理 的 な範 囲 で制 限 を設

け る こ とが認 め られ て い ます 。 ま た,BBB

Onlineで は,セ キ ュ リテ ィを守 るための合 理

的 な手順 につ いて求 めて い ます。 この シー ル

が提 供 された企業 に対 して,そ の ような義務

を求め てい るこ とか ら,具 体 的 にはセ ンシテ

ィブ な重要 な個人情 報 な どについ ては,暗 号

化 の措 置が と られて い ます。 また十分 に従業

員,社 員の訓練,教 育 を行 う,ま た企 業幹部

トップの ほ うか らの十分 なセキ ュ リテ ィに対

しての コ ン トロールす る ような措 置が とられ

る とい うこ と も求 めて い ます。
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Choice/Disclosure/

Transfers

・Intendedusenoticedefineschoice

・Needsreasonablespecificity

●``Optout"forundisclosed(new)uses

'"Optout"forallthird -partymarketing

・Reasonablestepstoassurethirdpartiesprotect

●=㌦ 一 團

このシールを与えられた企業は,そ の個人

から集めた個人情報 に対 してのアクセスを提

供する義務を負っています。また,そ れは通

常のビジネスの成 り行 きの中で検索可能にし

なければなりません。いったん提供された情

Security

.Physicalsecurity

●Encryptionforsensitivepersonal
,medical,

financialdata

'Logsorotherdocumentation

・Periodicreview

:㌫ α一 一 團
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BBBOnlineで は,紛 争解決 について も非

常に長い歴史を持っていて,北 米でも最長最

大の紛争処理プログラムをこれまで実施 して

きています。この紛争処理のプログラムは,

消費者 に対 しては無料で提供 されるものであ
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り,ア メ リカ に居 住 して い る者 のみ な らず,

アメ リカ以外 の居 住者 に対 して も同様 の条件

で提供 されて い ます。 どうい うこ とか と言 い

ます と,例 えば 日本 の消 費者 が アメ リカをベ

ース とす る ウェ ブサ イ トに対 して何 らかの プ

ライバ シー に関す る不 満 を感 じて,そ れ を何

とか解 決 したい と思 った場 合 に,BBBOnline

に申 し立 て をす るこ とがで きます。 その場 合

には まった く無料 で その紛 争解 決の ための手

続 きがBBBOnlineに よって 開始 されて い く

こ とにな ります 。

この紛争 解決 とい う活動 です が,こ れ に対

しては きちん と訓練 を受 け た専 門家で あ る紛

争 解決 担 当者 が い ます。 そ してそ ういった活

動 の結 果,文 書 に した書面 で の決定,最 終 的

にはこ うな ります とい う決 定 を公 表す る こと

になってい ます。 その決定 の 中には企 業 の名

前 は出 ますが,そ の訴 え を申 し出た個 人 の名

前 は出 ない ことにな って い ます。 また,非 常

に複 雑 なケ ース につ いて は,独 立 した立場 の

公平 なパ ネルが あ り,そ ち らに控 訴す る とい

うこ と もで き る よ うに な っ てい ます 。BBB

Onlineで は,こ の プライバ シー につ いて実 施

を してい くことについ ての責任 を非常 に強 く

受 け とめて い ます。 その ための評価活動 を常

にや ってい ます し,ま た先 ほ どお話 しま した

170の 項 目 をカバ ー してい る各 企 業 に対 す る

自己評 価 の ため の質 問票 も活用 して い ます。

そ して,い った ん この プライバ シー シー ル を

使 うことが認 め られ た企 業 に対 して も,必 ず

毎 年 再 評 価 を行 う とい う こ と にな っ て い ま

す。 したが って,そ の資格 はい った ん取 れ ば

ず っ とそ の まま とい う もの で はな く,毎 年,

毎 年更新 されて い く形 にな って い ます。また,

い った んシール の使 用が認 め られた企業 であ

って も,プ ライバ シー に関連 す る方 針が,そ

の企 業で これか ら変 わ る とか,あ るいは プ ラ

イバ シー に関す る慣行 を変 えてい くとい う よ

うな ときには,あ らか じめその変 更 につい て

BBBOnlineに 知 らせ な けれ ば な らない こ と

にな って い ます 。BBBOnlineで は,ア ンダ

ー ライ ター ズ ・ラボラ トリィズ ・イ ンク とい

う製品並 び に システ ムの分析 につ いて高 い評

価 を得 てい る国際的 な非営 利 の団体 と契約 を

して ラ ンダムな形 での監査 が で きる ようにな

ってい ます。

Compliance/

Monitoring

'Rigorousinitial
,annualcompliance

assessment

・RandomverificationbyUnderwriters

Laboratories,lnc.

・Thirdpartyinformationsources

'Complaintprocess團

これ までの ところ,BBBOnlineか らシ ー

ル の使 用 が 認 め られ た企 業 は108あ ります 。

しか しなが ら,今 その 申請 を してい るが,ま

だ シー ル を認 可 され てい ない ところが500以

上 あ ります。 そ して,こ れ までの例 で見 て も

最 初 の 申請 を した ときに,既 に十分 に私 ども

の設定 した基準 を満 た していた とい う申請者

は1社 もあ りませ ん。

す なわち,こ のプ ログ ラムでの認可 を得 る

た め には,プ ライバ シー に関す るや り方,方

針,慣 行 を どの よ うに変 え なければい けない

か を,私 どもの担 当者 が 申請 を した企 業 の担

当者 に対 してい ろい ろ指導 です とか,相 談 を

して改善 を してい くこ とです。そ して,私 ど
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もの設定 して い る基準 に,も しい ったん シー

ル を認 可 され た後,そ の企 業 が違 反 をす る,

ス タンダー ドを満 た さない ような事態 が起 こ

る と,大 変重 大 な結果 を招 くこ とにな ります。

1っ には,そ の シー ルの使 用 は認 め な くな り

ま した とい う権利 の剥 奪 を公 表 い た します。

それか ら,そ れ につ いて アメ リカ政 府並 び に

各 国関連の 政府 に も通 知 をいた します。一 方,

並 行 して そ の 当事 者 が 法律 的 な救 済 を求 め

る,す なわ ち訴訟 を起 こす権 利 も留 保 されて

い ます。

BBBOnlineで は,ウ ェ ブサ イ トの 中で も

特 に13歳 以 下 の子 供 さん を ター ゲ ッ トと し

た ような ところについ ては,別 の シール を設

けてい ます。普 通 の この プ ライバ シー シール

を認め るため の要件 よ りも,こ の子供 向 けの

プライバ シー シール のほ うの要求条件 は さ ら

に厳 しく,付 加 的 な項 目が あ ります。 この要

求事項 とい うの は,ア メ リカで新 しく制定 さ

れ たオ ンライ ンで の子 供 の プライバ シー保護

のため の法律 とい うものが あ ります が,こ の

法律 に準拠 した形 にな ってい ます。

その一番重 要 な項 目 と しては,子 供 の個人

に関 す る情 報 をオ ン ライ ンで 集 め る場 合 に

は,こ の シール を保持 してい る企 業 は,ま ず

先 にその子供 の保 護者,親 か らの許可 を得 な

け れ ば い け ない と義務 づ け られ て い る点 で

す 。 この子供 の プ ライバ シー保 護 のため の プ

ログ ラムです が
,こ の シー ル を認 可 され た企

業 は,そ の子供 の個 人識別 が可 能 な情 報 を開

示す る ことを防 ぐための適切 な措置 を講 じな

けれ ばな りませ ん。そ れか ら,子 供 にあてて

E-mailを 送 る場 合 には,特 別 なルー ルが設 定

されてお ります。

また,ハ イパ ー リンク,す なわ ち1つ の リン

クか ら別 の ウェブサ イ トに対 して
,し か もそ

ちらのサイ トは13歳 以下 の子供 を特 に ターゲ

ッ トと した もの で ない ような リンクに向 けて

ハ イパ ー リンクをは る とい う場合 には
,特 別

な ルー ルが 適用 され る こ とに なっ てい ます 。

Children's

PrivacyProgram

SEALHOLDERSMUST:

・Takestepstokeepkidsfromdivulgingi
lldividually

identifiableinformation

・Followspecialruleswhensendingem
aihokids

・Remindparentstomonitortheirkids

;鷲難聴 團
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先 ほ ど も申 し上 げ ま したが,こ の シー ルの

プ ログ ラムが 実際 に開始 され てか ら6カ 月 た

って い ます が,そ の 間,私 ど もに対 して 申請

を出 され た とこ ろが500以 上 あ り,そ の うち

100少 しの ところ に対 して実 際 にシー ル を認

可 して い ます。

どこの企 業 も申請 された場合 ,私 ど ものル
ール を満 たす よ うに各 企業 の情報 関連 の慣行

とい うの を変 更す る必 要 が出 てい ます。 そ う

い った共通 の問題 として どうい うものが あ る

のか,い くつか ご紹介 い た します。

まず 第1に,オ ン ライ ンで の プ ライバ シー

ノウテ ィスです。 この 中 に私 ど もに最初 に 申

請提 出 をされた時点 で必 要 と されて い るすべ

ての情報,す べ て の項 目が含 まれてい ない と

い う ものです。これが ほ とん どのケ ースです 。

1つ の要 求事 項 と して,ウ ェブサ イ トの どこ

でや って も,そ こで個人情 報が 要求 され てい

る ところか ら,一 回の ク リ ックで必 ず この プ

ライバ シーノ ウテ ィスが出 て くる ように なっ



てい なければ な りませ ん。 ところが ,申 請 を

す る企 業 の多 くの場合,こ の ウェブサ イ トの

どこか にプ ライバ シー ノウテ ィスが あ るのか

なか なか見 つ けに くい,探 しに くい とい うケ

ースが多 く見 られ ます
。

また,多 くのサ イ トの場 合,ア クセス を ど

う提供 してい った ら良 いのか とい うこ とにつ

い て,は っ き りしてい ませ ん。多 くのサ イ ト

は重要 なセ ンシテ ィブなデー タについ て,暗

号 化の必 要が あ るの にされてい ない場合 もあ

ります。 また,こ の情 報 を収 集 され るための

ホー ムが,外 のサ ー ビスか ら提 供 されて いる

場合 が よ くあ ります。 そ うい うところで は こ

の プ ライバ シー ノウテ ィス に リンク をど うし

た ら張 れ るのかが わか らなか った り,そ れが

出て こ なか っ た りす る場合 があ ります。多 く

の企業 の場合,複 数 の ウェブサ イ トを持 って

いて,し か もその ウ ェブサ イ ト間で プライバ

シーの方 針が異 なってい る とい う場合 が ある

の に,簡 単 に リンクが張 れ る ようにな って い

ます。 多 くの場合,こ のサ ー ビス契約 の内容

とプラ イバ シー に関す る方針 の 内容 が矛盾 を

してい る,食 い違 ってい るケースが見 られ ま

す。 私 どもの担 当ス タ ッフが 申請 を した企 業

CommonProblemsFound

・Privacynoticesa㎞ostnevercontainaUthe

requiエednotices

'P亘vacynoticesd面culttofindonwebsite

'Manysitesareuncerta01howto㎞plementaccess

・Encryptionforsensitivedata

◆OftenafaUuretoprovidehnktopdvacynotice

wheninformationcollectionformsarehostedby

anou鱈ideservice

・Linksbetweend遼erentwebsitesownedbythe

samecompanybutwithdiEferentprivacypolicies

・Temlsofservicestatementso丘enconflictw並h

privacypolicy
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の担 当者 と協 力 を して,今 まで 申 し上 げ て き

た ようないろい ろな問題 を解決 すべ く手伝 い

を してい きます。 そ して,最 終 的 には申 し出

たすべ ての ウ ェブサ イ トに対 して,シ ールが

認可 され る ように協力 してい きます。

この シール に対 す る 申請 の プロセス は,完

全 にオ ンラ イ ン化 された プロセス とな ってい

ます 。 この シー ル を認可 す るための価格 です

が,こ れ は売 り上 げの ボ リューム によ って決

まる ようになっ てい ます。 要す るに規模 の小

さな企業 の場合 には,大 企業 よ りもず っ と小

額の コス トしかかか らない とい うこ とです 。

こ うい った面 で 自己規制 に頼 るの と,法 律

的 な取 り締 ま りに依存 す るの とどち らが効果

が高 いか とい う議 論 が ア メ リカだ けで な く,

日本 や ヨー ロ ッパ 各 国で も展 開 され て い ま

す 。 この イ ンターネ ッ トのユ ーザ の プライバ

シー に関 しての考 え方 につい て,最 近AT&

Tラ ボで調査 を行 って い るので,そ の調査 に

つ いて一端 を ご紹介 します。

プ ライバ シー に関 して,ま た 自己規制 に関

しての消 費者 の態度です が,消 費 者の側 がそ

のサ イ トに個人情 報 を提供 す るか どうか を考

え るに当 た っ て,こ のBBBOnlineの よ うな

よ く知 られ た機 関 か らの承認 を受 けてい る と

い うシールが あ る場合 には,そ の情報 を提 供

す る傾 向が 高い。 自分 はそ うい う場 合 に は情

報 を出 します と答 えて い る人 が全 体 の58%占

めて い ま した。

BBBOnlineは,す べ てが オ ン ライ ンで提

供 され てい ます。 ホー ムペ ージ にまず消 費者

情報 のセ ク シ ョンが あ り,そ れか ら企業 向 け

にこの プログ ラムに 申請す るため には,ど う

い う手順 を踏 んで い くの か をス テ ップご とに

書 い て あ る部 分 が あ ります 。 そ れ か らBBB

Onlineそ の もの につ いて全般 的 な情 報 が入 っ

▲



てい る部分 もあ ります。 ホ ームペ ー ジの中で

あ る と こ ろ を ク リ ッ クす る と,こ のBBB

Onlineの プラ イバ シーが認 め られ た企 業の す

べ て が リス トア ップ され るペ ー ジが あ りま

す。実際 に公表 す るのは シール につい て認 め

られ,認 可 がで きる とい うこ とが決 まった段

階 で初 め てその企業 につ いての情 報が 出 るの

で あって,そ れ までの 申請 か ら検 討 に至 るそ

の プロセス につ いての情報 は公表 してい ませ

ん。 また,消 費者 向 けに紛争 解決 の プ ロセ ス

が どの よ うに進 んで い くのか とい う こ とを
,

や は りステ ップ ご とに詳細 に書 い たペ ー ジ も

あ り,そ れ を追 って い くと消費者 の側 で,も

し何 らか の訴 えを した い,苦 情 を申 し立 て た

い とい う ときに参考 になる ようにな ってい ま

す。 この 申請 を した ところが シー ルの使 用 を

認め られる と,ラ イセ ンス契約 にサ イ ンをす

る ようになって い ます。 その内容 はこの認 め

られ た シール の使 用 方 法 が書 い てあ ります 。

この ライセ ンス契 約書 の内容 につ いて も
,や

は りこのペ ージか らアクセス で きる ようにな

・エ 黛顯c顕 正～oR2n

ってい ます。 す なわ ち,こ の プ ログラムにつ

い て皆 さんが知 りたい と思 われ る事柄 すべ て

が オ ンライ ンでの ア クセ スで見 るこ とが で き

る ようにな って いる とい うこ とです。

先 ほ ど言 い ま した170に わ たる項 目を カバ

ー した 自己評価 の ための 質問票の例 です
。 こ

れ は,各 企 業が 自分 の ところでや ってい る プ

ラ イバ シー,あ るい は情 報 に関す る慣行 が ど

うい う もの であ るのか を,こ うい う質 問 に答

える ことによって 自己評 価 がで きる よ うにな

ってお り,こ の作 業 を して いただ いた後
,こ

れ を もとに実際 の 申請 を して もらう ようにな

ってい ます。 そ してつ くられた 申請書が オ ン

ライ ンで実際 に提 出 され る と,私 ど もの担 当

ス タ ッフがそ れ につ いて検 討 ,評 価 を してい

きます。通常,こ の よ うな申請書 を受 け取 る

と,担 当 のアナ リス トが それ を検討 して,そ

の後E-mailと 電話 で相手 企業 の担 当者 に対 し

て,こ の中で この シールの資格 を得 てい くた

め には どの よ うな変 更 を加 えてい く必 要があ

る か とい う こ と をお 知 らせ して い き ます 。
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プライバ シーマーク制度 について

関本 貢
財団法人日本情報処理開発協会

プライバシーマーク事務局長

は じめ に,プ ライバ シー とは とい うことで,

先 ほ ど堀 部 先 生 か ら貴 重 なお話 が あ りま し

た 。 ここで,簡 単 に振 りか えって み ます と,

まず プライバ シー とい うのは初 期 の段 階 では

一人 に してお かれ る権 利 とい う話 があ りま し

た。今 日で は,自 己の情報 を 自分 自身で コ ン

トローす る権利 とい う考 え方が広 く浸透 して

い る状 況 です 。 それで,私 どもが プ ライバ シ

ーマ ー ク制度 を新 しく設 けて運 営す るそ の背

景 です が,今 日の よ うに高度 に情報化 社会 が

進展 して きます と,コ ンピュー タに よる大 量

の情 報 蓄積 が 当 然 の こ となが ら行 われ ます

が,ま た一方 で は,そ の個 人の情報 を うま く

活用 して営業 に結 びつ け る とい うこ とが必 須

にな って きま した。 その よ うな こ とか ら,個

人情報 が ます ます 会社 に集 中 して集 まって く

る とい うこ とに な ります。 さ らには,情 報 を

収 集す る手段 の多様化 といい ま しょうか,そ

うい う こ とも一方 であ る と考 え られ ます。例

えば,従 来 か らあ りま した ア ンケ ー ト,懸 賞

を含 めた ア ンケ ー トに回答 してい ただい て個

人情 報 を収集 す る とい うや り方,そ れか らさ

らにはネ ッ ト上 での ネ ッ トサ ー フ ィンをす る

こ とに よって個 人の情報 が 自動 的 に収集 され

る とい うよ うな こ ともあ るわけ です。 この よ

うなこ とか ら,非 常 に今 日の社会 で は,わ れ

われ個人の情報が知らない間に企業に収集さ

れているというような状況が多 く発生 してい

るわけです。

一方,企 業が情報 を収集 したもの,そ れが

どのようなリスクがあるかということを考え

てみますと,先 ほど話 しました不正な収集 と

いったものから,ま たはそれを集めたものを

不当に使う,ま たは他 に渡す,ま たはそれを

改ざん して しまう,そ れか ら他 に渡 した とい

うことで,そ の情報が一人歩 きを してい く,

そのようなリスクがあるわけです。これは情

報を収集して保持 している企業にとっては非

常に重要な問題であるし,一 方消費者にとっ

ても非常に憂 うべき問題であるわけです。そ

のようなことから,最 近盛んに漏洩等の事件

が新聞等で賑わされています。われわれが,

この活動を始めたのが去年の4月 ですが,そ

れ以降も非常にた くさんの漏洩事件が発生し

てます。ここに簡単に挙げましたが,今 年の

9月 に入ってか らで も大 きな事件が絶えず発

生をしているというような状況です。

そのような背景もあり,私 どもは先 ほど申

し上げましたように,去 年の4月 か らプライ

バシーマーク制度 というものを立ち上げまし

た。このプライバシーマーク制度の目的は,

ここに挙 げました ように大 きく2つ に分けて

一34一

3
遼
噛

,逼



考 え るこ とが で きる と思 い ます 。

まず1つ は,消 費者 の皆様 に対 してです が
,

個 人情報 の取 り扱 いの手続 きを用 意 に判 断で

きる材 料 を 目に見 え る形 で提 供 を 申 し上 げ

る,あ る企 業が どの ような個 人情 報 の取 り扱

い をや ってい るか とい うこ とが
,こ の プ ライ

バ シーマー ク によって一 目瞭然 で理解 で きる

とい うよ うな ものです。 したが い ま して
,こ

の ようなプ ライバ シーマ ー クが世 の 中に出 回

ります と,個 人情報 の大切 さ,個 人情 報保護

の大 切 さ,自 分 自身が個 人情報 を提 供 す る と

きの注意 を しなけれ ばいけ ない点 ,そ うい う

ものが おのず と意識 され る とい うこ とにな っ

てお ります。 したが い ま して,消 費者 の個 人

情報 に対す る保護意 識が 向上す る とい うこ と

が考 え られ ます。 この よ うな ところ も
,私 た

ちの制度 で は 目的 と して いる ところです。

また一方,事 業 者 に とって は,個 人情報 保

護 に関す る信頼 を獲得 す る手段 の提供 とい う

こ とです 。各企 業 は,そ れ な りの個人情 報 の

保護 の措置 を講 じて,従 来か らも当然 や って

きてい ます が,そ の取 り組 みが消費 者 に対 し

て十分 に訴 える こ とがで きない状況 です。 し

たがい ま して,こ の プ ライバ シーマ ー クとい

うもの を使 っていた だ くこ とに よって,自 社

の取 り組 み を消費者 にア ピールす る こ とが で

きる とい うこ とが この プライバ シーマー ク制

度 の第2番 目の 目的 とい うこ とです 。

本 日,こ の会場 にい ら して いただい てい る

方 は,ほ とん どの方が事業 者 の方 々です ので,

プライバ シーマ ー クの利 用 につ きま して は
,

この ような大 きな 目的 を十分 に ご理解 いただ

いて活用 してい ただ くとい うこ とが必 要 か と

思い ます 。そ う しま して,そ の個人情 報の保

護 の取 り組 みが この よ うな形 で消 費者 の皆 さ

んにア ピールす るこ とに よって
,一 段 と自身

の努力 を重 ね ていか なけれ ばい けない
,自 己

責 任 に よって重ね てい か なければい けない と

い うこ とが考 え られ る わけです けれ ど も
,そ

うす るこ とによって,そ れ ぞれの会社 の個 人

情 報 の取 り組 みが 一段 と向上 してい くとい う

ことが考 え られ ます 。

括 弧書 でJISQ15001の 普及 と書 い てお りま

すが,こ の プ ライバ シーマ ーク制 度 のベー ス

とな ってお ります の は,こ と し3月 にで きた

日本工 業規 格 と してのJISで す。 このJISを ベ

ー ス と して皆様 の活動 を判断 して いるわ けで

すが,私 ど もの プ ライバ シーマ ー ク制度 の運

用 が即JISの 普 及 に な って い くと考 え てお り

ます。

そ れで は,こ の制度 は どの よ うな組織 で動

か し て い る か と い う こ と で す が
,ま ず

JIPDECが 付 与 機 関 とい う立 場 で活 動 して ま

す 。簡単 に指 定機 関 と申 してお りますが ,正

確 に はプ ライバ シーマー ク付 与認定指 定機 関

と付与機 関の二者 に よって運営 を して ます
。

ぎ プライバシーマーク制度の運用
－JISQ15001の 適 用 一一

私 どもの役割ですが,私 どもの役割はこの

制度全体の運営管理を行っています。

それから,指 定機関は企業からの申請を受

けて審査をする機関ということです。

一 一35一 藷
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現在,指 定 機 関 は,情 報サ ー ビス産業協 会,

日本 マー ケテ ィング リサ ーチ協 会,全 国学習

塾協 会 の3機 関 にお 願 い を してお りますが,

今後 この機 関 を どん どん と増 や してい きたい

とい うふ うに考 えてお ります 。

次 に,プ ライバ シーマー クの付与 の対象 を

お話 申 し上 げ ます。先 ほ ど,BBBOnlineSeal

Programで は,オ ンラ イ ンの世 界 を対 象 に し

てい る とい うお話が あ りま した が,私 ど もは

オ ンライ ン,オ フライ ンを問 わず企 業活 動 に

お ける個 人情報 の保護 とい う観 点で考 えてお

ります。 まず,国 内 に活動拠 点 を持 つ民 間の

事 業 者 とい う こ とで,非 常 に先 ほ どのBBB

OnlineSealprogramと はか な り違 った傾 向 を

示 してい ます が,現 在 の ところは国 内 に活動

拠 点 を持 つ企 業 を中心 に考 えてお ります。 そ

れ か ら,次 にJIS準 拠 の コ ン プラ イア ンス ・

プログ ラムの,こ れは先 ほ ど申 しま した 日本

工業 規格JISが あ ります が,こ れ に コ ンプ ラ

イア ンス ・プログ ラム,要 求事項 が明確 にさ

れてい ます 。 この コ ンプ ライア ンス ・プログ

ラム に従 って個 人情報 の適切 な保 護 を講 じて

い る組織,そ れ につ いて プライバ シーマ ー ク

の付与 を行 う とい う ことです。 この コンプ ラ

イア ンス ・プ ログ ラムについ て,若 干補 足説

明 します。

次 に対 象 の条件 を考 えてみ たい と思 い ます

が,今 申 し上 げ ま した2点 をクリア している と

い うことが必 要 ですが,た だ私 ども もすべ て

の企業 か らの 申請 を受 け る とい うわ けで はあ

りませ んの で,欠 格事項 とい うもの を定 め て

います 。 この事項 に該 当す る方 は 申請 をい た

だいて も認定 に至 りませ ん とい う,あ らか じ

めそれ をご承 知 いただきたい とい うことです。

これ は,申 請 の 日か ら さか の ぼ って過 去2

年の間 に認定 を取 り消 され た事業 者,プ ライ

ーー一36一

バ シーマ ー ク制度 の 中で も一度 認定 した企 業

は,す べ て永久 に使 える とい うわけで はあ り

ませ んで,認 定 の取 り消 しとい うス キームが

あ ります 。 この認 定 の取 り消 しが な された事

業 者 につ い て は,2年 間喪 に伏 して い ただ く

とい うことで す。そ れか ら,や は り同 じ申請

の前2年 以 内 に個 人 情 報 を漏 洩 した企 業 で

す。 これ は先 ほ ど事例 とい うこ とで幾 つか リ

ス トア ップ してお きま したが,こ の よ うに新

聞等 で報 道 され た もの は一 目瞭然 にな るわけ

ですが,な か なか表 に出 ない場 合 もあ ります。

そ の ような場 合 に対 して,私 どもは,わ が社

は過 去2年 間に個 人情報 漏 洩等 を起 こ した こ

とはあ りませ ん とい う誓約 書,そ れ を添 えて

提 出いた だいて,そ れ を確 認す る とい うこ と

で考 えてお ります 。 それか ら,そ の ほか情報

主体 の権利 を侵害 す る,プ ライバ シーの権利

を侵 害 した こ とのあ る企 業,そ の ような企業

に対 して は残念 なが ら2年 間待 って いた だ き

ます,こ れ は欠格事項 とい う形 で表現 してお

ります 。

先 ほ どの コンプラ イア ンス ・プロ グラムで

す が,こ れ はJISQ15001,個 人 情…報保護 に関

す る コンプライ ア ンス ・プロ グラムの要求事

項 とい う 日本工 業規格 によって明確 にされて

お ります。 この意義 は,こ こに書 いてあ る と

お りです が,先 ほ ど申 し上 げ ま した よ うに,

私 どもプ ライバ シーマー ク制度 の 目的 に沿 っ

た もの にあ る と考 えてお ります。

そ れか ら,規 格 の特徴 です が,あ らゆる種

類 の事業者 に適用 す る こ とが で きます。 した

がい ま して,か な り一般 的 な表現 をされてい

ますが,私 どもに提 出い ただ くコ ンプライ ア

ンス ・プ ロ グラ ムは このJISを ベ ー ス に して

自社用 にア レンジ してい ただ くとい うこ とに

なるわけです 。後 は,マ ネ ジメ ン トシステ ム



とい う表現 を してお ります。

これ は,プ ラ ン ・ドゥ ・チ ェ ック ・アク シ

ョンとい うサ イクル を継続 的 に取 っ ていた だ

くこ とに よって,個 人情 報 の保 護 の取 り組 み

が一段 と向 上 してい く,そ の ようなサ イクル

を と って い る シス テ ム で あ る とい うこ とで

す。 そ れか ら,こ のJISが 存 在 す る こ とに よ

って第三者 に よる評価が で きる とい うこ とで

す。私 ど もは この第三者 に よる評価 とい う観

点で,プ ライバ シーマー ク制度 を運用 してい

るわ けで す。 このJISの 骨 子 です が ,ま ず最

初 に一般要 求事項 とい うものが あ ります 。 こ

れ はコ ンプラ イア ンス ・プ ログラム を策定 し

て くだ さい,そ してその とお りに実施 して く

だ さい,そ してその コ ンプライア ンス ・プロ

グラム を維持 して くだ さい,ま たはその事 業

が変化 した,会 社 が変 化 したその よ うな場合

に はぜ ひ改善 に努 めて くだ さい,そ の ような

サイクルで運営 して ください とい うことです。

それ か ら,次 に,個 人情報保 護方針 を企 業

の代 表者 は明確 に定 めて くだ さい と言 って ま

す。 これ を明文化 して従 業員 に周 知す る必 要

があ ります。 さ らに,一 般 の消費者 が貴社 の

個 人情 報 の保護 方針 は どの ような ものです か

とい う問 い合 わせ が あ った ときには
,入 手 可

能 な ような形 に して くだ さい とい うよ うな要

求事 項 もあ ります。

その次 に は,計 画 です。一般 要求事項 に掲

げてあ ります よ うに,コ ンプラ イア ンス ・プ

ログラム を計 画 して ください ということです
。

次,実 施 及 び運用 の段 階 につ いてです が ,

体制及 び責任 を明確 にす る とい うこ と,さ ら

にはそれ を運用 す るため に紙 面 を用 意す る と

い うこ とです。

それか ら,こ こには個人情 報 の収集 の原則 ,

利用 の原則,提 供 の原則 とい った ものが うた
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わ れてお ります。 その よ うな原則 の後 に
,監

査 を して くだ さい とい うこ とが明確 になって

お ります。 企業 は,コ ンプラ イア ンス ・プ ロ

グ ラムの 中で監査 プ ログ ラム を用 意 して
,企

業の個 人情報取 り扱 いの活動 を監査 して くだ

さい とい うこ とです。そ して,監 査 した結 果,

取 り扱 いに不 備 な点 が あれ ば,随 時見 直 しを

図 って くだ さい とい うこ とです 。 それ か ら,

そ の見 直 しは だれ が や るか とい うこ とで す

が,監 査 結 果 を監査 報告書 として企 業の代 表

者 に提 出 します,そ う します と企 業 の代 表者

はその監査 報告 を受 けて必要 な見 直 しを指示

す る とい うこ とです。 この よ うな繰 り返 しに

よって,個 人情 報が保 護 され てい くとい うこ

とになる わけです。

次 に,付 与 の単位 です 。私 ど もは,原 則 と

して一企業,一 法人 を認定 す る単位 と考 えて

お ります。 ただ,こ れです と非常 に大規模 な

企 業等 につ きま しては,一 社 で1つ の コ ンプ

ライ ア ンス ・プログ ラムで動 くとい うの はな

か なか難 しい とい うような,い ろい ろな問い

合 わせ等 あ ります 。 その よ うなこ とに対応す

るため に,マ ネージ メ ン ト単位 ,工 場 です と

か,事 業 部です とか,そ の ような一 部 の単位

につい て も申請 をお受 け してお ります。 そ う

い う単位 で徐 々 に積 み上 げ を してい ただい て

全社 的 な活 動 として いた だ くとい うこ とでマ

ネー ジメ ン ト単位 での 申請 もお受 け を してお

ります 。

それ では,次 に手続 きを ご紹介 させ てい た

だ きます が,ま ず先 ほ ど申 しま した よ うに
,

付 与機 関 と指 定 機 関が あ ります が ,私 ど も

JIPDECは 付 与機 関 です が ,指 定機 関 の指 定

業 務 につ い て も現 在 の とこ ろ行 って お りま

す。 したが い ま して,付 与機 関の一部 で は指

定機 関 と同様 の業務 を行 って いる とい うこと
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です。

まず,手 続 きと して事 業者 は コ ンプ ライア

ンス ・プ ログラム を策定 してい ただ くこ とが

必要 にな ります 。 この コ ンプ ライア ンス ・プ

ログ ラム は,先 ほ どか ら申 し上 げてお ります

ように,JISQ15001に 準拠 した もの を作 成 し

てい ただ きます 。 そ して,コ ンプ ラ イ ア ン

ス ・プログ ラム を作成 しま した ら,指 定機 関

も しくは,付 与機 関 に申請 を してい ただ くわ

けです。

この2つ の違 いで す が,こ れ は指 定 機 関,

先 ほ ど現 在3機 関あ る とい うお話 を申 し上 げ

ま したが,現 在 の指 定機 関で は業界 団体 が指

定機 関にな っていた だいてい る わけです けれ

ども,こ の業界 団体 に所属 す る会員 か らの申

請 を受 ける とい うこ とで現在 は運用 を してい

ます 。 したが い ま して,3つ の指定 機 関以外

の企業,会 員 に なっていない企 業 は私 ど もの

ほ うで 申請 をお受 け してい る とい うような状

況 です。

申請 を受 け ま した ら,書 類審査 を行 い ます。

そ して書類審査 を行 い ま した後,現 地 にお も

む きま して現 地調査 を実施 します 。

そ して,こ の評価結 果 か ら付 与 の認定 の結

果通知 を事 業者 にいた します。

そ して,指 定機 関が 認定 を した場合 に は,

私 ども付 与機 関の ほ うに認定 を した とい う連

絡 が入 って きます。 そ う します と,私 どもの

ほ うか ら企業 に対 して,プ ライバ シーマ ー ク

を使用す るため の契約 を行 う手続 きを始 め ま

す。 それ によって,企 業 は この プ ライバ シー

マー クを使 うことがで きる とい う仕組 みで運

営 してお ります。

それでは,申 請書類 です けれ ど も,私 ども

現 在 は ここに挙 げ ます9つ の種 類 の 申請 書類

を用意 していただい てお ります。 まず,プ ラ

イバシーマーク付与の申請書ということで,

これは通 り一遍ですけれ ども申請しますとい

う企業からの申請の書面です。そして,そ れ

に付 けていただ く別紙,個 人情報保護にかか

る体制の整備を示す書類ということで,概 略

この ような体制でやっていますということを

明確にしていただいた書類を添付 していただ

きます。

それから,あ と3番,4番 にあ りますが,

登記簿等の公的機関がその組織の実在を示す

書類 ということで,例 えば謄本 をいただいて

お ります。4番 目は,そ の会社の定款 です。

5番 目は,役 員の名簿です。6番 目,こ れ は

重要ですが,コ ンプライアンス ・プログラム

の文章です。7番 目は,個 人情報の適切 な保

護 のためのその他関係規定です。JISの 中に

はいろんな詳細な規定を設けることとなって

おりますので,そ の詳細な規定を添付 してい

ただくということです。8番 目は,欠 格事項

の該当の有無についてです。先ほど過去2年

の間に漏洩事件 を起 こしていないという事項

を申し上げましたが,そ の事項 に該当 してな

い という宣誓をしていただ く文書です。それ

から,そ の他ですけど,こ れは指定機関が審

査の過程で必要になった書類を随時お願いし

たりするための書類です。

CPの 構成,コ ンプライアンス ・プログラム

の構成ですけれども,1つ のモデルを考 えて

みま したけれど,ま ず個人情報の保護方針 と

い うのが企業の代表者が定めることになって

います。これが掲げられて初めてその企業が

どのような形で個人情報の取 り扱いをやって

いくか,保 護 をや ってい くか という'ことが決

まるわけです。 したがいまして,こ の保護方

針が最初 にあるということが考えられます。

そして,そ の次 に計画 をする基本的な規定

一一38■ 一一

,ぎ ぬ 蘂 三At.、 遭



が盛 り込 まれて いる と考 え られ ます。 これ は

個 人情報 保護 の基本原則 を掲 げ てい る とい う

こ とです 。主 に,こ の 内容 はJISの 収 集 の原

則で す とか,利 用 の原則,提 供 の原則 ,安 全

管理 の原則,そ の ようなこ とが原則論 と して

明確 に され る とい うことです。

そ して,最 後 の一番 下の レベ ルです が,そ

こには細 則,若 し くは,マ ニ ュアル とい った

レベ ルの詳細化 したそれ ぞれの行動 を詳細 に

表現 したマニ ュ アル ・規定,そ うい うもので

構成 される と考 えてお ります。

・診 プライバシーマーク制度の運用
－J!SQ15001の 適用 一

個人情報保護
の基本原則

収集・利用等の

個人情報の取扱
いの詳細手順等

この ような三角形 の形 を した構造 で コンプ

ライ ア ンス ・プ ログ ラムが つ くられて い くの

では ない か とい うふ う に考 えてお ります し,

皆様 に この ような形 で可 能 な範 囲でお願 い を

して い る ところです。

それ か ら,プ ライバ シーマー ク付与 認定 に

係 る費用 ですが,こ の費用 には,ま ず 申請手

数料 とい う こ とで8万 円 を ち ょ うだ い い た

して お ります 。 これ は,先 ほ ど申 し上 げ ま

した書 類 を受 け取 ってJISと の適 合性 を評価

する際の 申請評価 の ための手数料 とい うこ と

です。

それ か ら,申 請 を して いただい て審査 を し

て,審 査 に合格 した場合 には プライバ シーマ

ー クを使 って いただ くことが で きる ようにな

るわけです が,そ の プライバ シーマ ー クの使

用料 とい うことで1年 間 に2万5 ,000円 ち ょう

だい して お ります 。 この制 度 で は
,2年 間 の

更新 とい うサ イ クル を設 けてお ります ので
,

2年 分 の使用 料 とい う こ とで5万 円 をい ただ

いてお ります。

それ か ら,現 地調査 をや る とい うお話 をい

た しま したが,現 地調 査 につ きま しては
,遠

隔 地 にお いて,そ れにか か る旅費,宿 泊費 等

の 料 金 も別 途 ご請 求 させ て い た だ い て お り

ます 。

あ と審査 ですが,特 に書類 審査 の面 で,個

人情 報保 護組織 が しっか りと整備 され てい る

か とい う こ とが まず 重 要 な点 に な ります 。

JISで も明確 に述べ てお ります が ,管 理者 を

指名 を して,そ の管理 者 の指 導 の もとでそれ

ぞれ の部 門でそ れぞ れ担 当者 をお いて,管 理

を徹 底 して い くとい うこ とが必 要です 。 また

は,教 育研 修 とい うこ と もJISの 中で は重 要

視 されてお ります けれ ど,社 員 に対 して コ ン

プライ ア ンス ・プロ グラムの周知徹底 を図 っ

て くだ さい とい うこ とです。 これ も非常 に重

要です ので,そ うい う教 育研修 のための組織

がで きあが ってい るか とい うこ とです。

それか ら,監 査 の話 も先 ほ ど申 し上 げ ま し

た。 日々の個 人情報 の取 り扱 い につ いて コ ン

プライ ア ンス ・プロ グラムに従 った取 り扱 い

が な されて いるか とい うこ とをぜ ひ監査 して

いただ きたい と考 えてお ります。 この監査 に

つ きま しては,通 常 ,企 業 で行 われてい る内

部 監査 で実施 して いた だ いて も構 い ませ ん。

た だ,そ の監査 の実 施部 隊が実 際個 人情 報 を

取 り扱 っている当事 者で あ る とい うこ とは当

然 監査 の考 え方 が な じまないので,そ の事業

一 一39一

■

弓

‥U



に従事 してない方が直接企業の代表者から任

命を受けて監査の担当として監査を行 うとい

うことが必要になります。そのような形で組

織をしっかりと整備していただくということ

が大切です。それから,安 全管理措置 をしっ

か りと行 って くださいということです。これ

は,JISの 中では,収 集 した個人情報の安全

管理 については,合 理的な対策を講 じて くだ

さい とい うことになってお ります。非常に明

確になりにくい部分ですが,私 どもで合理的

な対応対策 とい うことについていろいろ皆様

にその組織ができる最大の努力をはらってい

ただくということでお願いをしています。こ

のJISの 中で,ま ず最初 に入 り口のところで

それぞれの会社の個人情報はどのようなもの

かということ,個 人情報の特定の仕組み をし

っか りと構築 して ください ということがJIS

の要求事項 としてあ ります。ここでは,当 然

その会社が個人情報を取 り扱 う,そ の扱 う個

人情報は何か ということを明確にするという

ことが大切なのですが,そ れ とともにその個

人情報はどのような手続きで処理されている

かということもしっかりと認識していただい

て,そ れぞれの局面で どのようなリスクが発

生するかということも同時に認識 していただ

くということが重要と考えてお りまして,申

請 をお受けした皆様には,そ の ようなお願い

をしています。そうしますと,そ こで リス ク

が明確になったわけです。それで安全管理の

面から考えますと,そ のリスクをいかに回避

す るか,予 防するか,も し発生 したときにそ

れを回避す るための措置を講じるかというこ

とが必要になるわけですが,そ れを最大限そ

の企業 において可能な範囲でやってください

ということで合理的な対応策ということでお

願いしてます。なかなか線引きができないと

ころですが,現 地調査 にお伺い したときに,

その ようなリスクは何ですかというご質問申

し上げます。そしてそのリスクに対 してどの

ような対応策,安 全措置 を講 じてますか とい

うことを説明をしていただきます。それがそ

の企業にとって非常にとり得る最良の手段で

あるということを私どもがその皆様からのヒ

アリングで確認をしてい くということで安全

措置の確認をしているところです。

それから,こ れも大切ですが,消 費者相談

窓口の設置 とい うことも非常に重要です。個

人情報,い わゆるプライバシーの概念 という

のは,最 初 に申 し上げましたように,自 分 自

身の情報のコン トロールを自分自身で行 うと

いうことです。自己情報のコントロール権と

いうような話がありましたが,し たがいまし

て 自分の情報が現在どのようになっているか

ということを確認する権利 もJISの 中では う

たってお ります。 したがいまして,そ のため

の窓口とい うものは必ず必要になります。消

費者から私の情報はどのようになっているで

しょうかという問い合わせ,ア クセスがあっ

た ときには,必 ずそれに対 して答 えることが

できるように,統 一的な窓口が必要 になると

い うことです。そのために,消 費者相談窓口

を設置 して くだ さいということです。

その他,個 人情報,自 分 自身の情報だけで

はな くて,一 般の消費者か らのわが社の個人

情報保護方針についての問い合わせがある場

合もあるかもしれません,そ のようなことに

対 しても回答 していただく,そ の ような窓口

として消費者相談窓口を設置 していただ くと

いうことが必要になります。

それから外部委託の際に,保 護に関する契

約等 をしっか りと結んで,責 任分担 を明確 に

ということもHSで は重要視 してお ります。
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この外 部委託 は,通 常 に行 われ るこ とです け

れ ども,個 人 情報 が転 々 と流通 して い くとい

うこ とを回避 しなけれ ばいけ ないわ けです。

したが い ま して,確 実 に提供先 が どこで あ る

か とい うことを明確 にす る必要 があ ります。

さ らにその提 供先 に対 して,ど の よ うな守秘

義務 を持 たせ るか とい う こと も提供 す る側 と

して は十 分 に意識 しておか なけれ ばい けない

わけです。 したがい ま して,そ の よ うな こ と

を考慮 した契 約 を両 者 で交 わす とい うことが

必 要 にな ります。 それ と,そ の ような外部企

業 を選ぶ ため の基 準,そ れ も一定の基準 を明

確 に して くだ さい とい うよ うなお願 い を して

い ます 。そ の よ うな基準 が あ るか
,な しか

とい うよ うな こ と もチ ェ ック をい た して お

ります 。

それ か ら,現 地調査 は先 ほ どち ょっとお話

申 し上 げ た とお りなのです が,大 体半 日程度

の時 間を費 や して行 ってお ります。 これは
,非

常 に半 日程 度 ですべ てが見 えるか どうか とい

うことはあ りますが,提 出いただいたコンプラ

イアンス ・プ ログラム文書 を詳 細 に検 討 しま

す,そ してそ の中で十 分 に確 認 しておか なけ

ればいけない ポイ ン トを,そ の書類 審 査 の 中

か ら明確 に して おい てそれ を中心 に現 地で確

認 を してい くとい うようなこ とで,半 日程 度

の簡便 な調査 を行 ってい る ような状 況 です。

それか らマ ー クの使用 です が,プ ライバ シ

ーマ ー クにつ き ま して は
,オ ンライ ンのい わ

ゆ るウェ ブサ イ トでの利用等 も含 め て,あ ら

ゆる ところで使 って消 費者 の皆 さん にア ピー

ル を して いた だ きた い と考 えてお ります
。 し

たが い ま して,特 段 そ の使 用 に対 して制約 を

設 ける もの ではあ りませ んが,先 ほ ど申 し上

げ ま した プライバ シーマ ーク を付与 ・認定 し

て,使 用す る際 に は,使 用 契約 書 を交 わ して

必『PDECRE』 ～OR手

お りますの で,そ の使 用契 約 にあ る範 囲で使

って いた だ くとい うことが必 要 にな るか と思

い ます。 ここに挙 げ ま した ように
,店 頭 です

とか,各 種 のマ ニ ュアル類,そ れか ら契約 の

約 款,広 告等 名刺 です とか,そ の よ うな とこ

ろ に使 って ア ピー ル して いただ きたい と思 い

ますが,ホ ームペ ー ジで も当然利用 で きます。

ホ ームペ ー ジは実 世界 とは若干違 った ところ

があ ります ので,多 少違 った皆 さん にお願 い

を申 し上 げ てい ます ので,そ の辺 を事例 で見

てい きたい と思 い ます 。

野村 総合研 究所 の ホームペ ー ジ,こ れ は許

可 い ただ いて利 用 させ ていた だ きますが ,こ

れ は実際 プラ イバ シーマ ークの付与 ・認定 を

した企 業 で ご ざい ます。 ここにあ ります よう

に,プ ライバ シーマー クが トップペ ー ジには

りつ け られ てい ます。

先 ほ ど申 しま した よ うに,こ の ような形 で

ホー ムペー ジ に使 ってい ただ きますが
,個 人

情報保 護 方針 とい うのが あ ります ,こ れ をセ

ッ トに して必 ず こ うい う形で使 っていた だ く

とい うの をお願 い して ます。 ここは,ボ タン

化 されてい ま して,ボ タ ンを押 す こ とに よっ

て保 護方針 が消費 者 の皆様 に,ウ ェブサ イ ト

を訪 れ た方 に明確 にな る ような形 で使 用 をお

願 い してい ます。 ・

そ う します と,こ の ように個 人情 報保 護方

針 とい うこ とで,消 費者 の皆様 に当社 の個 人

情 報保護 に関 して は この ような方針 で行 い ま
ト

す とい うことが表示 され るわ けです。

それ か ら もう1つ,こ の プ ライバ シー マ ー

ク につ き ま しては,先 ほ どのBBBシ ー ル で

もあ りま したが,オ ンライ ン上 で は簡単 に コ

ピーをで きますの で,こ の コピー防止 とい う

観点 か ら現在 チ ェ ック シス テム をつ くってい

ます 。 、
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プ ライバ シ ーマ ー ク に カー ソル を合 わせ

て,例 えばウ イン ドウズです と右 ク リ ックを

します,そ う します と窓が 出て きます。 そ こ

に,新 たに この プラ ウイ ンで この システ ム を

追加 してい るのです が,プ ラ イバ シーマ ー ク

検 証 とい うところが 出 ます 。

ここ をクリ ック します と,ポ ップア ップの

窓が 出て きま して,私 どもか らこの プ ライバ

シーマー クはプ ライバ シーマ ー ク事務 局 か ら

発行 された ものです とい うメ ッセ ー ジが 出 ま

す。 そ して,さ らに この下 に プライバ シーマ

ー ク許諾者 リス ト
,い わ ゆる認定 した リス ト

とい うボ タンが ご ざい ます ので,こ こ をク リ

ック します 。そ う します と,こ れ私 どもの プ

ライバ シーマ ー ク事 務局 の既 に認 定 を した事

業者 の リス トの ところですが,こ の ように一

覧が出 て,そ こで確認 がで きる とい うよ うな

形 にな ってお ります 。

これは,現 在 や ってい る仕 組み ですが,さ

らに今 ア ップデー トしてお りま して,こ こに

は書 い てお りますが,オ ンライ ン検証 の場合

とい うことで,今 までの や り方です とな りす

ま しが で きて しまい ます 。 した が い ま して,

次 に挙 げ ます ようにオ ンライ ン検 証 とい うこ

とが で きる ように,今 開発 してい ます 。

この ように,プ ライバ シーマー クを ク リッ

ク します,や は り右 ク リ ック しますが,そ う

します と先 ほ どの よ うにプラ イバ シーマ ーク

検証 が出 ます。 や は り同 じように,こ のマ ー

ク検証 の ところ をク リック します。 そ う しま

す と,や は り窓が ポ ップア ップ され ますが,

ここで現在 のバー ジ ョンで は,プ ライバ シー

マ ークが出て ま して,オ ンライ ン検証 に よる

検証 デ ータはこち ら とい う,ち ょっ と表現 は

悪いですが 出てお ります 。

そ う します と,こ れは私 どもサ ーバ ー との

通信を行いまして,こ のような形で この企業

は,こ の プライバシーマークは有効ですとい

うような,ま ずメッセージが出まして,こ の

下の部分 にこの企業のアウ トラインというん

でしょうか,い つこのプライバシーマークは

発行 しました,ど の企業 に発行 しました,有

効期限はいつです ということと,そ れか ら例

えば,先 ほど消費者相談窓口が必要だという

話を申し上げましたが,消 費者相談窓口はこ

こです とか,そ ういうような企業に関する情

報を詳細に提供するという形に今,開 発中で

す。間 もな く皆様 にご提供できると思います

が,こ の ような形でウェブサイ トでの利用は

多少実世界の利用と違った形で皆様にお願い

をしているところです。

次に,認 定後の調査 ということで,皆 様 に

お伝 えしてお きますが,消 費者か らのクレー

ム等 を受 け付けて実施するということで,私

ども及び指定機関に苦情相談窓口を設けてお

ります。そこに対 して,消 費者か らの苦情が

ある場合があ ります。あの企業はプライバシ

ーマークをつけているんですけれども,こ の

ような取 り扱いをしていると,実 際私はこう

だったとい うような話がもし舞い込んだとし

ます,そ うします とそのクレーム を受けて,

その当該事業者 に対 して事実の確認のための

レポー トを出していただきます。・

そして,そ の報告書 を受けて,そ の報告内

容を審査 を します。そしてさらに必要がある

と考えた場合には,実 態調査 をします。そ し

て,そ の実態調査 に基づいて改善の措置が必

要な場合は改善の勧告をします。そしてさら

にその改善ができたかどうかをチェックしま

すけれども,改善が うま くいってない場合は,

さらに改善の要請を します。そ して,そ の要

請 に従 えば当然 クレームがあがった消費者の
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方 に こうい う対 応 を しま した とい うご報告 を

申 し上 げて終 わ ります 。そ れで もなおかつ そ

の 要請 に も従 わない場合 は,認 定 の取 り消 し

とい うこ とで,私 ど もの ウェブペ ー ジで公 開

をす る とい うこ とにな ってお ります。 そ の よ

うな形 で認定後 にお いて も,私 ど もが 調査 を

して改善 をお願 いす る とい う構造 を とって お

ります。

運 用状 況 で す け れ ど も,BBBOnlineSeal

Programよ り1年 間先 駆 け て始 め ま したが ,

や り方 の違 いで す とか,プ ライバ シー に関す

る企業 の取 り組 みの違 い,そ の他 で現 在 の と

ころ80社 で ご ざい ます 。本 日現 在 で80社 が

認 定 を受 けて プ ライバ シーマ ーク を使 って い

ただい てお ります 。

この内訳 は,グ ラフの一番左 に高 い ピンク

の棒 が あ りますが,こ れ は情報 サー ビス業が

60社 を超 え た認 定 を受 けて お ります 。 この

分類 は,非 常 に粗 い もの ですか ら,情 報サ ー

ビス業 といって も多少 内容 的に違 うもの もあ

ります が,ま とめ てみ ます と情報 サ ー ビス業

とい う範疇 に入 る もの です。あ とは,非 常 に

低 い柱 の ものが あ ります。

例 えば,医 療 機 関 です とか,結 婚 紹 介業 ,

それか ら就 職情報 を提供 す る企業 であ ります

とか,人 材 の派遣 業,そ れか らダイ レク トメ

ール を発 送 す る事業 者
,そ れか らマーケ テ ィ

ング リサ ーチ を行 う事 業者 ,印刷業 です とか,

それか ら民 間 の職 業紹 介所,そ の よ うな とこ

ろが認定 を受 けて合計80社 で ござい ます 。

先 ほ どのBBBSealで もあ りま したが,私

ど もで は 申請 を受 け る前 にい ろん な ご相 談

を受 けてお ります。例 えば,コ ンプラ イア ン

ス ・プログ ラム を どの ようにつ くれ ばいいの

か とい ったご相 談 か ら始 ま ります が
,そ の よ

うな相談 を受 け なが らコ ンプ ライア ンス ・プ

ロ グラムをつ くって いただい て
,そ れで 申請

をいただ いてい ます。 したが い ま して
,そ う

い う事前 の相談 か ら数 えてみ ます と
,非 常 に

数 が多 いのです けれ ども,実 際 コ ンプライア

ンス ・プ ログラム を用意 して社 内体制 を しっ

か りと準備 す る まで に早 くて3カ 月 ,も う少

し時 間が かか る と6カ 月 ぐらい の時 間 を各企

業 は用意 して いる よ うな状況 です。

さらに,大 きい企 業 に な ります と もう少 し

か かる とい うように担 当 の方 はお っ しゃって

い ます が,そ の よ うな状 況 ですの で,現 在 は

申請 を受 けて その内容 をチ ェ ックす る とい う

段 階 で は,か な り私 ど もの相 談 を受 ける とい

うこ とで,合 格 の レベ ルに達 している企業 が

申請 を受 けてい る よ うな状 況 です。 したが い

ま して,申 請 が あ ったけれ ど も不 合格 にな っ

た とい うの は現在 の ところない よ うな状況 で

ご ざい ます。

これ は,月 別 に先 ほ どの運用状 況 をあ らわ

した もので すが,少 ない数 をこの ような グラ

フに あ らわ して もあ ま り意 味 が ない の です

が,こ こで見 てい ただ きた いの は,少 ない数

で はあ ります けれ ど も,着 実 に企 業の数 がふ

えっっ あ る とい うこ とです 。か な りの多 くの

企業 か ら問い合 わせ をた くさんい ただいてお

りま して,現 在 この傾 向で どん どん とふ え て

い くので はないか と考 えてお ります。

それ か ら,最 後 にな ります が,今 後,私 ど

もは よ り多 くの企業 の 方 にごρ プライバ シー

マ ーク にぜ ひ参 加 を していただ きたい と思 い

ます。 そのため に も,い ろんな努力 を重 ねて

まい りたい と考 えて いるわ けで すが,ま ず は

指定機 関の数 を多 くふや してい きたい と考 え

てお ります。ぜ ひ,業 界 団体 の方 々の ご協力

をい ただいて,指 定機 関 となってい ただ いて

会 員 企 業 へ の 指 導 等 を行 っ て いた だ きなが
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ら,プ ライバ シーマ ー クの使 う レベ ル に向 上

させていただきたい と思 っている ところです。

そ れか ら,前 にお 話 い た だ きま したBBB

Onlineと は,BBBOnlineSealの 立 ち上 げ時

点以前 か ら,い ろい ろ意 見交換 をい た してお

りま して,将 来 に向 けて連携等 の検 討 を継続

的 に進 めてい る ところです。 その よ うなこ と

で,い つで きるか わか りませ んが,相 互 の認

証 とか,そ うい うこ とが うま く運べ ば さ らに

マ ー クの信 頼性 も上 が って くるの では ないか

と考 えてお ります。 その ようなこ とを,今 後

進 んでや ってい きたい と考 えてお ります 。

途 中少 しス ムーズ に進 まなかった部分 があ

りま したけれ ども,こ れで私 どもの プラ イバ

シーマ ー ク制 度 の ご紹介 を終 わ りたい と思 い

ます 。ぜ ひ皆 さん,申 請 に当 た って は私 ど も

の ウェブペー ジ をご覧 いた だ くと同時 に,こ

の資料 の最 後です が,運 営要領 を よ くお読 み

いた だいて取 り組 み をお願 い した い と思 い ま

す 。 それか ら,随 時皆様 か らの電話等 の相談

をお受 け してお ります ので,こ こにあ る電話

番号,そ れ か らパ ンフレ ッ トにこの電 話番号

を書 いてお ります ので,ぜ ひお問 い合 わせ を

いた だ きたい と思 い ます。
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奉賛および塗薬における情報処蟻教育の選状
端手斑 蝶 麟 報処理教育実態調査の実施および縣 纏

一

章央情報紺鰯 鞭

昭和62年 度 か ら継 続 的 に実 施 してい る通

商 産業省 か らの受 託調査 で ある 「情報処 理教

育 実 態調 査 」 の 平成10年 度 報 告 書 か ら,学

校お よび企業 で実施 され てい る情報 ・情報 処

理 に関 す る教育 につ いてそ の概 要 をご紹介 し

ます。

当調査 は,わ が 国の情報処理教 育 の現状 や

課題,情 報産業 の動 向等 につ いて経年 的 な調

査 ・分析 を し情報処 理教 育の諸施 策 に資 す る

こ とを目的 と して,学 校 と企業 を対象 に実施

した ア ンケ ー ト調査 を もとに,そ の傾 向 を把

握 す るこ とに努 めて い ます。

当調査 の詳 細 につ きま して は,中 央情報教

育研 究所 調査 企 画部 調 査企 画 課(TEL:03-

5531-Ol73・E-mail:jittai@cait .jipdec.or.jp)ま

でお問い合 わせ 下 さい。

1.調 査 の 実 施 概 要

1.1調 査 の時 期

平成11年1月 ～2月(調 査 票発送:平 成11

年1月)を 調 査票 の 回収期 間 と し,平 成10年

度 の実績 を調査 しま した。

1.2調 査方法

学校お よび企業向けの調査票を作成 し,郵

送 ・回収方式によるアンケー ト調査を実施し

ました。

1.3発 送/回 答状況

学校お よび企業への調査票の発送,回 答状

況 は,下 表の とお りです。

(1)学 校

発送

枚数

回収

枚数

教務部門(A票) 教員(B票)'

発送 回答数 発送 回答数

高校(商 業) 137 64 137 62(452) 411 168(4bg)

高校(工 業) 122 64 122 61(50、0) 366 173(47.3)

専門学校 153 68 153 68(44.4) 459 183(39.9)

高専 62 32 62 32(51.6) 186 86(46.2)

短期大学 64 22 64 19(29.7) 192 52(27.1)

大学(文系) 242
1

134i46

:一'香'"

i86

242 118{44

(48.8)「 元 一⇒

726 :
319]理

..

(43.9)i214
1

大学(理系)
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(2)企 業

発送

社数

回収

社数

情報システム部門(A票) 技術者 ・個人(B票)

発送 回答数 発送 回答数

企業 1,916 342 1,916 325(17.0) 5,748 797(13.9)

(1)学校

情報処理関係の学科 を有す る商業高校およ

び工業高校のほか,情 報系の専門学校,高 等

専門学校,短 期大学,大 学(理 系および文系

学部 ・学科)よ り抽出 した総計780校 を対象

とし,各 学校の教務部門お よび教員個人向け

に調査を実施 しました。

(2)企業

企業 については,(財)日 本情報処理開発協

会の賛助会員企業および(社)情 報サー ビス

産業協会会員企業のほか,当 協会で調査 ・整

理 しているユ ーザ企業と合わせ総計1,916社

を対象 とし,各 社の情報システム部門お よび

同部門に属する情報関連技術者向けに調査を

実施しました。

なお,回 答 社 の業種 区分 は,① 「全 体」

(回答317社),② 「情報サー ビス企業」(同87

社),③ 「その他 の企業」(同230社)を 使用

(注)()内 は,回 収 率 を示 す 。

し ま した。

2.調 査 結 果 概 要

2.1学 校 にお ける現状

(1)回 答学 校 の状 況

当調査 は,情 報 処理 関連 の教 育 を実施 して

い る学校 を対象 と してい るため,初 め に調査

対 象が それ ら教育 を実 施 して いるサ ンプル で

あ るか を確認 した ところ,今 回の 回答学 校 ま

たは学 部 は,高 等学校 が99.2%(工 業100%,

商 業98.4%),専 門 学 校 で100%,高 専

86.2%,短 大88.9%,大 学 の 文 系 学 部 で

54.8%,理 系 学 部 で91.9%が 情 報 系 の学 科

(*情 報系:「 情 報 処理 関連 学 科 な ど情 報 お

よび情報 処理等 を主眼 におい た教 育指導 を行

う」 と した)を 有す る とこ ろで した。

(2)教 員 の状 況

回答 の あ った教員 の うち平均 年齢 が低 いの

図表1回 答のあった教員の年齢 ・実務経験等

項目 工業高 商業高 専門学校 古 宙同
寸 短 大 大学(文) 大学(理)

男女比率:男 性

(%)女 性

部 泊

97.5

&4

2.5

83.9

86.5

16.1

13.5

91.3

87.4

8.7
12.2

96.4

97.4

3.6

2.6

84.3

93.1

15.?

6.9

93.8
96.9

96.6

3.1

96.6
97.5

3.4
2.5

平均年齢(歳) 38.1

39.2

36.1

36.3

38.4

37.4

41.◎

41.9

44.2

44.2

45.7

46.8

44.9

45.9

実務経験有り(%) 17.5

16.7

8.9

11.4

71.2

72.1

26.2

28.2

47.1

33.3

39.2

44.5

32.4

36.9

コンヒ.ユータ使 用 経 験 者 98.3

98.0

9&8

96.9

1◎◎.◎

99.2

98.8

99.1

98.0

100.0

1◎◎.◎

100.0

1◎◎.◎

100.0

(注)1.男 女比率;必 ず しも現在の教育現場の男女比率 を表す ものではなく,調 査票 に回答 した教員の男女区分 を示す。

2.下 段の数値は,前 年(平 成9年)度 数値

3.「 実務経験」:企 業組織 において,シ ステム開発な どの業務 を行ったことがあること,の 意味 である。
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図表2教 員の平均経験年数(実 務経験,教 育経験,パ ソコン使用経験)

(年)1

20

10

0

.}一 一 　 一. 一一 　 〉_

工業高 礫

匡垂線轍

専門学 高専 短大 大学(文)大 学(理)

'情報関係の教育従事轍 ・竺 ≡ 塑 翻

は,高 校,専 門学校 の教 諭 です(図 表1)
。

大学の教員のほか,専 門学校,高 校 などで

は,前 回調査 に比べ若年層の教員が増えてい

ると思われ,平 均年齢の低下傾 向もみ られま

した。

情報関係の教育従事年数は総 じて10年 程

度 とい う中堅層の教員からの回答が多 く,情

報関連の教育全般 に対 し多角的な視点からの

意見をもつ世代であると思われます。

(3)学 生(生 徒)に 受験 を奨励する情報関係

の資格/試 験

学校で,学 習 目標 として学生(生 徒)に 受

験を奨励 している試験 について調査 したとこ

ろ,最 も多い回答 は,第 二種情報処理技術者

など情報処理技術者試験に関するものでした

(図表3)。 特 に工業高校では前年度(48 .6%)

に比べ15ポ イン トも増加 したほか全体的 に

伸びており,近 年の資格取得人気の風潮 を表

した結果がみられました。

なかでも,資 格/試 験 に対 して最 も受験 を

奨励する傾向にあるのは専門学校です。職業

教育,教 養教育 を行 うことを目的 としている

ため,社 会の要請に敏感に即応 し,時 代の変

化 をいち早 く先取 りした教育を行 うという理

念をもつ教育機関である特性 を実証している

と言えましょう。専門学校で学習目標 として

掲げているのは,第 二種情報処理技術者試験

とJ検 が多いようです。

図表3回 答校で学生(生 徒)の 学習目標とする情報関係の試験

100

80

60

40

20
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(4)卒 業時 に学生(生 徒)に 身 に着け させた

い情報関連の知識 ・技術 ・能力のレベル

情報系学科の学生が卒業時に達成していて

欲 しいと想定する情報技術 レベル(図 表4)

は年々高ま り,学 校側の取 り組み意識の高揚

が うかがわれます。昨今の就職難を反映 し,

よ り実践能力 を身 につ け た学生 を社会 に輩 出

す る こ とに目が 向 け られ てい るこ との現 れで

あ り,情 報技術 能力(情 報 リテ ラシー)の 育

成 ・向上が 各学校 の教 育 カ リキ ュラムの 中で

基本 項 目 と して定着 し,よ り高 い レベ ル を目

指 す気運 の現 れで もあ る と思 わ れ ます。

図表4学 生の卒業時の達成期待 レベル (単位%)

能 力 レへ"ルの 目安 工業高 商業高 専 門 高 専 短 大 大 ・文系 大 ・理系

基礎的なパソコン

操作が出来る

1◎.3

9.7

8.2

8.7

1.5

1.1

0.◎

0.0

◎.◎

12.0

43

2.0

◎.◎

2.8

基礎的な情報処理

に関する知識保有

60ほ

55.6

37.7

49.3

44.1　

46.6

24.0

31.6

43.8

28.0

26.1

13.7

13.2

16.7

専門的な情報処理

に関する知識保有

6.9

6.9

o.◎

2.9

19.1

14.8

28.O

l8.4

◎.◎

8.0

8寿7

5.9

26.5

20.8

ハ.ソコンやソフト等 を使

い こ なす能 力 保 有

鵠?
22.2

A　 　

45ぷ

33.3

25.0

28.4

&◎

10.5

563

40.0

餓1

29.4

2(L6

15.3

システム開発 が出来 る

能力保有

0泊

0.0

OlO

O.0

10.3

8.0

認.◎

5.3

◎.0

0.0

&7
2.0

2◎.6

16.7

(注)下 段の数値は,前年(平 成9年)度 数値

(5)実 施 されている言語教育

学校では,現 在 どの ような言語が指導 され

てい るの か を調べ た ところ,ほ ぼ全 ての学校

でC言 語 が 指 導 さ れ て い ま し た 。 ま た,

図表5回 答校で指導 している言語教育
(単位:%)

学校区分 COBOL FORTRAN C言語

麟
88.9

BASIC

81.9

アセンブ ラ V-BASIC CASL

爆

5L4

5.8

で笛△v

10.5

20.0

PASCAL Java

獺 謬

8.3

2.9

A

7.9

㎜

一 一

一 一

工業高校 獺
34.7
鶴
30.6

.ぽ 膓_

灘騨

54.2

興醐
"冷 然

33.3
三脚

一 一

　 …

13.0
商業高校 熟 壕瓢

85.5

2.6

2.9 13.0 30.4

〔

1.4

39.5

専門学校
ト 襲齢

古 宙同
寸 蘇

34.2

一

86.8 36.8

∨s>も

44.7

シw〃 冶

23.7 23.7

短 大 鑛9
48.0

へ

16.0 64.0

纂9
40.0

薫簾」
8.0 28.0 12.0 16.0

学鱒
48.0

大学(文) 蹴0

35.3 31.4 54.9

19.◎

21.6

4二8

2.0

47遵
3L4

薬遵

5.9

欝 遭

25.5

襲ぼ
23.5

6舖
41.2

大学(理) 願

4.2

認4
41.7

9§.9

81.9

蹴3

18.1

23.0

30.6

17.6

9.7

13.6

2.8

28ぺ4

33.3

(織5

18.1

54.1

31.9

(注)L平 成9年 度調査では,専門学校については言語ごとの指導状況を調べていない。

2.下段の数値は,前年(平 成9年)度 数値
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BASICの ほか,VisualBASICも 多 く
,高 専 な

どの高等 教育機 関 で はJavaが 急 増 し
,HTML

言語 の実施率 も5割 を超 えてい ます(図 表5) 。

(6)イ ンター ネ ッ トの導 入状 況 と教 育へ の利

用

前 回調査 よ り一段 と接 続状 況が進 み,教 員

か らは インターネ ッ トを教 育 に利 用 して いる

とい う回答 が急 増す る と共 に,そ の教育 効果

につ い て も評 価 が 増 大 す る傾 向 にあ ります

(図 表6)。 ① 学 生(生 徒)の 意 欲 向上 ,②

情 報収 集 の利 便性,③ 新 しい教 育 支援 ツー

ル と しての利用 効果が大 きい等 で
,教 育へ の

利用 効果が み られ る とい う回答が 多 くあが り

ま した。高専 か ら大学 で は
,学 生 に対 す るE

メー ル ア ドレスの発 行 も定着 し
,(a)メ ー ル

に よる連 絡 ・相 談 ,(b)レ ポー ト提 出,(c)遠

隔教 育 を含 む教 材 の提 示 ,(d)ホ ームペ ー ジ

の 閲覧(情 報 収 集)や 作 成 ・発信 等
,その 用

途 も広 が りを見せ てい ます。

一方
,ネ ッ トワー ク管理 者 を学 内 にお く学

校 も着 実 に増加 してい ます が,そ れ ら要員 は

学科 の担 当者 も しくは担 当以外 の教職員 に頼

ってい るのが実情 であ り
,ネ ッ トワー ク環 境

の運営 ・管理体制 の よ り一層 の整備 が望 まれ

て い ます。

図表6イ ンターネットの教育への利用とその評価
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工業高 商業高校 専門学校 高専
短大 大学・文 大学.理

一 教育への利用rヨ 教育効果あり(利用校の内数)一トHPの 開般 外部発信

(7)情 報関連教育の指導 にあたって直面 して

いる問題点,解 決すべ き課題

教員は,教 育指導する現場で情報通信技術

の進展スピー ドの速さにより何らかの不都合

を感 じているのだろうか。'

この点 について調査 した ところ,大 方の意

見は 「少々不都合 を感 じる」程度の認識でし

たが,細 か くみると,高 校や専門学校などは

図表7情 報通信技術の進展が指導に与える影響

(単位:%)

工業高 商業高 専 門 高 専 短 大 大 ・文系 大 ・理系
非常に不都合である 27.1 33.3 15.8 7.1 9.8 1ユ.3 8.7
少々不都合を感じる 62.1 58.9 69.0 66.7 74.5 53.6 55.1
全く問題なし 9.6 4.8 13.6 26.2 13.7 34.0, 34.3
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「非常に不都合」感が強 く,大 学 な どで は

「全 く問題な し」 という意識が強いようです

(図表7)。

担当す る科 目 ・講座の内容が 情報技術の変

化 にはさほど影響を受けないものであると

か,設 備環境などへ充てる学校予算の多寡な

ども不都合感の感 じ方に差異を与えているも

のと思われます。

2.2企 業 におけ る現状

(1)情 報 シス テム部 門の人員構 成

アプ リケー シ ョンエ ンジニア,プ ロダク シ

ョンエ ンジニ ア,第 一種/第 二種 情報 処理技

術者 レベ ルの技術 者 が依 然 と して多 く,し か

も前 回調査 よ りもさらに増加傾 向 を示 してい

ます(図 表8)。 業 務 量 に対 応 す る ため の 人

員数拡充 の ほか,最 近 の資格 取得 の促 進傾 向

が影響 を与 えてい る もの と思 われ ます。

また近年急 激 に増員 されて いるの はネ ッ ト

ワー クスペ シャ リス トで あ り,情 報サ ー ビス

企 業 で は平 成8年 度調 査 時(4.0人)の2.9倍

と著 しく伸長 し,そ の不足感 もわず かです が

軽 減 され つ つ あ ります(平 成9年 度 の充 足

率;50.9%→ 平成10年 度;56.9%)。

(2)企 業の情報 システム部 門で必要 とする能

力 ・技術

企業において,今 後,ど の ような能力 をも

つ技術者の育成 ・確保が求められているのか

を検討するために,業 務遂行に重要 と考える

情報技術(IT)能 力 と,経 営 ・企画 ・管理等の

業務能力(非IT能 力)に ついて考察 を行 い

ました。

A.情 報技術(IT)能 力

回答企業の事業に関連 し,か つ,業 務 に

おいて重要度の高いIT能 力 について調査

した結果,「 システム設計 ・分析」な どソ

フトウェア開発に関するものが上位にあげ

られました。次いでデータ通信 ・ネットワ

ークに関する項目が続 きます。経営戦略と

しての情報技術の重要性が高まっているた

め,企 業の情報 システム構築 を最適に実施

し,情 報化投資 を効率 よく行 うために不可

欠なIT能 力が,第 一 にあげ られた とい う

ことで しょう。

B.非IT能 力(企 画管理等の業務能力)

システム企画 に関する能力が,事 業に も

関連 し重要度 も高い結果を示しました。
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図表8技 術者の現状の人数/不 足人数/経 験年数の平均

一 ー一

〈情報サービス企業〉 現状の人数平均(人)

システムアナリスト(SAN)

システム監査技術者(SAU)

プロジェクトマネジャー(PM)

アプ リケーSションエンジニア(AE)

プ ロダクションエンジニ ア(PE)

ネットワークスペシャリスト(NSP)

デ ータベ ーススペシャリスト(DSP)

そ の他 のテクニ カル スペシャリスト(TS)

システム運 用 管理 エンジニア(SM)

教 育 エンジニ ア(EE)

デ ペ ロップメントエンジニア(DE)

マイコン応 用 システムエンシ'ニア(ME)

第一種情報処理レベル技術者(一種)

第二種情報処理レベル技術者(二種)

その他 事務管理職・一般事務

その他 営業

〈その他の企業〉 現状の人数平均(人)

システムアナ リスト(SAN)

システ ム監 査 技術 者(SAU)

プロジェクトマ ーネv-一ジャー(PM)

アプ リケー ションエンジニア(AE)

プロダクションエンジニア(PE)

ネットワークスペシャリスト(NSP)

デ ータベ ー ススペシャリスト(DSP)

そ の他 のテクニカル スへ●シャリスト(TS)

システム運 用 管 理エ ンジニア(SM)

教 育エンジニア(EE)

デ ペ ロップメントエ ンジニア(DE)

マイコン応 用 システムエンシビア(ME)

第一種情報処理レベル技術者(一種)

第二種情報処理レベル技術者(二種)

その他 事務管理職・一般事務

その他 営業
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図表9企 業で必要とする技術 ・能力

(1)情 報関連技術(IT)能 力

情報サ ー ビス業 その他企業

自社 事業 と関連 す

るIT能 力

業務 にお いて重要

なIT技 術

自社事業 と関連す

るIT能 力

業務において要度な

IT能 力

1 システム設 計 ・分 析 システム設計 ・分 析 汎 用 機 フ.ログ ラミング システム設計 ・分析

2 PCフ 。ログ ラミング クライアントサーバ 技 術 システム設計 ・分析 クライアントサーバ 技 術

3 クライアントサーバ 技 術 システムインテグ レーション LAN管 理 汎 用機 フ.ログ ラミング

4 DBア プ リケーション技 術 PCフ.ロ グ ラミング クライアン}サーバ 技 術 PCプ ログ ラミング

5 汎 用機 フ.ログラミング DBア ブ.リケーション技 術 PCプ ログ ラミング LAN管 理

6 LAN管 理 LAN管 理 PC技 術支援 DBア プ リケーション技 術

(2)非IT能 力(企 画管理等の業務能力)

情報サービス業 その他企業

事業と関連する

業務能力

自社業務において

重要な業務能力

事業 と関連する

業務能力

自社業務において

重要な業務能力

1 システム企 画 システム企 画 システム企 画 システム企 画

2 工程管理 品質保証 ・管理 予算管理 顧客 ・士ザ 管理

3 外注管理 工程管理 顧客 ・エザ 管理 品質保証 ・管理

4 予算管理 予算管理 工程管理 工程管理

5 品質保証 ・管理 外注管理 費用分析 予算管理

(注)1.情報サービス企業87社,そ の他の企業209社 からの回答による。

2.「関連する技術 ・能力」とは、事業に関連する技術 ・能力としてあげられた上位5ま たは6項 目で

あり、 「重要な技術 ・能力」とは、そのなかでも自社業務においてより重要度の高い技術と考え

る上位項目をとりあげた。

(3)情 報 シス テム部 門技 術 者 の研 修 状 況 と課

題

A.研 修 実施状況

従 来型の研 修方法 で ある座 学の研修 日数

は,技 術 者1人 当 た り年平均6日 程 度 の 日

数 で実施 され てい ます(図 表10)。 そ れ も

外 部研修 へ の依 存率が 高 い とい う結果 もあ

ります。

また,新 しい研 修形 態 と して展 開 され始

め てい るCBT(ComputerBasedTraining)

を実施 してい る ところ は,情 報サ ー ビス産

業 では2割 強 ほ どの企 業 にの ぼ り,そ れ ら

を利 用 した研 修 日数 は平均4.2日 とい う結

果 にな りま した。

一 方
,一`nd般社 員へ の利用 者教育 は9割 程

度の企業で実施されていました。

B.育 成 を阻害す る問題

組織(情 報システム部門の管理者)と 技

術者が抱 く研修への認識 については,以 下

のような共通の傾向がみられました。

① 研修受講料が高い,② 技術向上 には関

心がある,③ 経営者 ・管理者の研修への

重要性理解は不足,④ 所属組織 は必要 な

技術 を社内の人材育成でなく外部から調達

する傾向にある,⑤ 履修者は必ず しも転

職するわけではない,等 です。

しか しながら,両 者の間には認識に差が

み られるものもあ りました。組織側では①

育成予算の限界,② 研修の価値が見 出せ

ない等の問題認識が強く,研 修 に対 して否

一52一
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定的 な意見が多いの に対 し,技 術 者 は①

研修 内容 と自社 ニーズ とは合致 している,

② 事業に対 し研修成果は役立つ,③ 教育

研修に価値 はあると考 える等,研 修の意義

を認めた意見が多いことが特徴です。

図表10企 業で実施 している研修の状況

情報サー ビス産業 その他の産業
座学日数 CBT 日数 ユーザ 教 育 座学日数 CBT 日数 ユーザ 教 育

1998年 度 6.7日 実 施 率

20.2%

4.2日 実施率

85%

6.0日 実 施 率

3.1%

8.3日 実施率

90%
1997年 度 6.3日 4.2日 6.2日 6.8日

(4)情 報 に関する資格/試 験 についての捉 え

方

情報技術サー ビス水準を維持するため,も

しくは人材育成の到達 目標や評価のために,

情報関係の資格/試 験の取得 を推進する企業

が増えています。技術者を資格認定するべき

か否かの意見はほぼ半数ずつに分かれました

が(図 表11),情 報処理技術者試験やベ ンダ

ーによる認定試験の捉え方については
,そ れ

ぞれの産業の業務 との関連 による差異もある

と思われます。資格/試 験 を必要とするその

理由 としては,① 客観的な評価尺度 として,

② 技術者 としての品質保持のため,③ 社会

的地位 の確立,④ 技術者本 人の動機づ けの

ためなどがあげられました。一方,不 要の理

由には,① 実務 との乖離/実 務経験の重視,

② 技術進歩への追随が困難 ③ 認定基準や

利点が不明,④ 試験 に よる資質の判定は難

しいなどがあが りました。

図表11資 格/試 験取得についての捉え方

資格認定 技術者試験の取得 ペンタ㌧認定試験の取得

必要 不要 必要 不要 必要 不要

情報サービス産業
管理者

一 一 ー 一 参 一 ー 一.,≡ ≡

技術者

52.9

56.4

40.2
-一 一.← ← 一 一'「 一 一 一 否 一 一 鉢 一 一

34.2

82.8
-一 ≡'一 ー ー 一 ≡ 一 ー ー

一 一

13.8
ウ ー ー ー ー ー ー ー ー 亀 手 ● 一

一 一

66.7
.巨 一 ー 一 宇 ー ー ー 一 一 ー 一 一 ・

45.3

31:0
-一 宮 ・ ≡ ●■ 一 団 ≡ 一 ー 一 一 ー ー 一

43.6
●

その他の企業
管理者 46.4 46.9 58.9 335 234 679
技術者 50.9 40.2 一 一 一 一 37.2 50.7

(注)管 理者(情報システム部門長)と技術者(個人)に対 して,以下の資格/試験の取得必 要であるかを
きいたときの回答率である・ただし・個人{・対 しては 腋 儲 試験の取得」の調査}ま実施 していない。1
.「資格認定」:情 報技術者は,他の専門家(例.会 計士)の ように資格認定が必要か。
2.「技術者試験の取得」:情 報技術者は,情報処理技術者試験を取得すべきか。

3.「ベンダー認定試験の取得」:情 報技術者は,ベンダーの認定試験 を取得すべ きか。
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3.全 体 を とお して

学校調査について

文部省の発表によると,1998年 現在,我

が国の高等学校 のイ ンター ネ ッ ト接続率は

37.4%で あるといいます。今回,当 情報処理

教育実態調査では,専 門高校(工 業高校,商

業高校)の 接続率 は7割 を超 えている とい う

結果が得 られました。2001年 には,全 ての

学校にインターネ ットが接続される予定です

し,今 後 ますます,イ ンターネ ットを始め と

する新 しい情報通信設備が学校等教育機関に

広 く普及し教育手段として活用されるであろ

うことは,す でに絵空事ではあ りません。そ

れ らをいかに効率よく利用し,本 来身につけ

させ るべ き学習内容の理解度を深めることに

役立てられるか。その活用方法を模索してい

くために,今 回,学 校から寄せ られた回答 に

は何 らかのヒントが含まれているのではない

かと思わます。

教育指導していくにあたり,情 報通信技術

の進展の速 さには不都合感を感 じるという教

員は8割 にのぼっています。

しか しなが ら,本 来,学 校で教 えるべ き教

育 目標やカリキュラムの根幹が普遍的なもの

であるかぎり,さ ほど大 きな影響 を受けるこ

とはないのではないでしょうか。

学校教育における情報化教育が普及 ・定着

することにより,国 民全体の情報 リテラシー

の育成 と広が りが早 まることと期待 されま

す。

企業調査について

21世 紀は,あ らゆ る情報が電子化 され,

デ ジ タルな情 報が 大量 ・高速 に駆 け巡 る世界

とな り,個 人の廻 りに は複雑 な ネ ッ トワー ク

が縦横無 尽 に張 り巡 らされ,し か もそれ らは

成 長 し続 け て い く新 しい社 会 と な るで し ょ

う。今 回の 当調査 にお いて,情 報通信 技術 の

進展 に対 応す るため に利用 して い るイ ンター

ネ ッ トやパ ソコ ン通信 の1週 間当 た りの 時 間

は,平 均 で4時 間 とい う回答 が得 られ ま した。

イ ンターネ ッ トのア カ ウン トは,す で に情報

サ ー ビス企 業 では83.8%,ユ ーザ企業 にお い

て も66.2%の 個人 が所有 してい る とい う回答

もあ りま した。 これ らは,企 業,そ して,個

人の生活 の なか に,情 報通信技 術環境 が浸 透

して きて い るこ との現 れ であ りま しょう。

現 在,我 が 国 で は長 引 く不 況 の なかで も,

21世 紀 に向 け て,企 業 は,組 織 改 革,業 務

プロセスの改革,知 識情 報 の さらなる蓄積 な

ど,さ まざ まな取 り組 み を行 ってい ます。 そ

の なかで,IT(情 報技 術)の 果 たす役 割 は重

要 な もの とな ってお り,今 回の当調査 結果 に

も,社 内の情報 システム構築 を重要視 す る傾

向が顕 著 にみ られ ま した。 その ため,そ れ ら

情 報技術 能力 を保有 す る技術 者 のニー ズ もさ

らに高 ま りをみせ てい ます 。 当調査 で は,従

来 の集 合型教 育 に替 わる もの として,こ の数

年,個 学 習 に着 眼 しCBTやWBT(Web

BasedTraining)を 注視 して い ます。 ようや

く,そ れ ら新 しい教育/研 修形 態 を採用 す る

企 業 も増 えてい る現状 が今 回の調査結 果 に も

現 れ て きま した。情報化 人材 の重要性 に対 す

る認識 が深 まって きた現在,い か にそれ ら人

材 を育 成す るか,そ の課題 を解決す る方 向 を

常 に追 う姿 勢 を持 ち続 けてい くこ とが,当 面

の課題 で あ る と考 えます。
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JPCERT/CCに つ いて

情報竜キュu苦 イ対策室

1.は じ め に

コンピュータ緊急対 応セ ンター(JPCERT/CC:Japan

ComputerEmergencyResponseTeam/Coordination

Center)は,日 本 国 内 の サ イ トが 関 与 す る イ

ン タ ー ネ ッ ト経 由 の 不 正 ア クセ ス に係 わ る対

応 を行 う 目的 で 平 成8年10月 に 設 立 し ,当 協

会 で は そ の 事 務 局 運 営 を受 託 して い ます 。

以 下 本 文 で はJPCERT/CCの 活 動 と不 正 ア

ク セ ス の 実 状 に つ い て ご紹 介 します 。

2.JPCERTICCに つ い て

2.1設 立

イ ンターネ ッ トは情 報基盤 と して発展 を遂

げ,ユ ーザ層 は急 速 に拡 大 しま した。 同時 に

日本 にお いて も,イ ンター ネ ッ トに接続 した

シス テ ムのセ キュ リテ ィ上 の脆 弱性 を狙 った

不 正侵入 が報告 される よ うにな りま した。 ま

たその侵入 手 口が複 雑化 す るにつれて,当 初

行 われて いた ネ ッ トワー クセ キュ リテ ィ専 門

家 に よるボ ラ ンテ ィア活動 では対 応が 困難 に

な って きま した。 そ のため フル タイム のス タ

ッフが 勤務 す るセ ンターの必 要性 が高 ま り
,

JPCERT!CCが 通 産 省 の資 金 援 助 を受 け て

1996年10月 よ り活動 を開始 しま した。

2.2JPCERT/CCの 活動 内容

(1)不 正 アクセス対応

不正 アクセス か らの復 旧,再 発 防止 や予 防

を技術 的 な側 面 か ら支援 す るため に以下 の活

動 を行 ってい ます。

① 不 正 ア クセ ス を受 け た方 々 か ら提供 を

受 け た情 報 に基づ く被 害状況 の把握

JPCERT/CCに とって ,日 本 国 内の インタ
ーネ ッ トで発 生 して い る不 正 ア クセ ス の

状 況 を知 る た め の最 も重 要 な情 報 源 とな

る のが,こ の届 出 情 報 で す 。 イ ンター ネ

ッ ト利 用 者 が 遭 遇 した不 正 ア ク セ ス の他

に も,未 遂 で はあ るが 痕 跡 が 認 め られ る

ケ ー ス,あ る い は対 応 済 み で終 息 した ケ

ー ス につ い て も広 く情報 を求 めて い ます

(メ ール ア ドレスinfo@jpcert .or.jp)。 届 け

られ た情 報 につ いて は統計 結果 を公 表 して

い ますが,個 々の デー タを外 部 に対 して開

示 す る こ とはあ りませ ん。

これ までJPCERT/CCが 提 供 を受 けた届

出 件 数 を提 示 したの が 図 一1です 。 不 正 ア

クセ ス は発 覚 し難 い もの で す し
,'さ ら に

JPCERT/CCに す べ て を届 け出 て いた だ い

てい る訳 で はあ りませ んの で,こ の数 字 は

あ くまで も氷 山の 一角 であ る と推測 され ま

す 。

提 供 され た情 報 の う ち技 術 的 支援 が必

要 であ る報 告 につ いて は,電 子 メール ある

い はFAXを 通 じて対 応 方 策 につ い て ア ド

バ イス を提 示 してい ます
。 また,当 該不正

アクセス に関連す るサ イ下,あ るい は海外



図 一1JPCERT/CCへ の報告件数
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表 ・1JPCERT,CC提 供文書一覧

タ イ ト ル 初版発行日'96年 末から'97年始にかけての不正アクセスに関する緊急報告
1997/01/09

ネッ トワークニュースのサービスを悪用したアタックに関する緊急報告 1997/03/18
ph自OGIプ ログラムを悪用 したアタックに関する緊急報告 1997/08/05
IMAPサ ーバ ・プログラムを悪用したアタックに関する緊急報告 1997/09/09
statdサ ーバプログラムを悪用 したアタックに関する緊急報告 1998/02/26
namedサ ーバプログラムを悪用したアタックに関する緊急報告 1998/06/04
POPサ ーバプログラムを悪用したアタックに関する緊急報告 1998/07/01
ポー トスキャンを用いた不正アクセスに関する緊急報告 1998/07/01
NFSマ ウントデーモンmountdを 悪用 したアタックに関する緊急報告 1999/04/22
Automountdサ ーバプログラムを悪用 したアタックに関する緊急報告 1999/04/26
JPCERT!CC活 動 報告 【1996年10月1日 ～1997年3月31日 】 1997/05/10
活動概要:不 正アクセス の動 向【1997年4月1日 ～1997年6月30日 】

活動概要:不 正 アクセスの動 向【1997年7月1日 ～1997年9月30日 】

活動概要:不 正 アクセスの動向【1997年10月1日 ～1997年12月31日 】

活 動概 要:不 正 アクセスの動向[1998年1月1日 ～1998年3月31日]

活 動概 要:不 正 アクセスの動向【1998年4月1日 ～1998年6月30日]

活 動概要:不 正ア クセスの動向11998年7月1日 ～1998年9月30日 】

活動概要:不 正アクセスの動 向【1998年10月1日 ～1998年12月31日 】

活動概要:不 正アクセ スの動 向11999年1月1日 ～1999年3月31則

活 動概要:不 正アクセ スの動 向【1999年4月1日 ～1999年6月30日]

活 動概要:不 正アクセスの動向[1999年7月1日 ～1999年9月30則

1997/07/18

1997/10/16

1998/01/16
1998/04/22

1998/07/24

1998/10/16

1999/01/27
1999/04/27

1999/07/27
1999/10/27

電子メール配送プログラムの不正利用(予 期 しない中継) 1997/05/28
sendma皿 バ ージ ョンア ップマニ ュアル 1998/01/30
関連サイ トとの情報交換 1999/11/17
コンピュータセキュリティインシデン トへの対応 1999/12/09

・議
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のCSIRT(ComputerSecurityIncident

ResponseTeam:イ ンターネ ッ ト上 のセ キ ュ

リテ ィ トラブル に関す る技 術 的対応 を行 う

組織)と も連絡 を取 り合 って被 害 の拡 大 防

止 を図 ってい ます。

② 関連 す る技術 情報 の提 供

個別 の対応 の他 にも,提 供情 報 を解析 し,

必 要 に応 じて 国 内の インター ネ ットコ ミュ

ニティに対 して次 の ような情 報 を提 供 して

い ます。

・規模 が拡 大す る可能性 があ る不正 ア ク

セス の徴候 に関 して発行 す る 「緊急報

告」

・セキ ュ リテ ィ対 策 に関す る「技 術 メモ」

・受領 した提供情 報 に関す る四半期 ご と

の レポー ト 「活 動概 要」

表 一1は,設 立 以 来JPCERT/CCが 提 供 し

て きた情 報 の一 覧です 。 これ ら発行 文書 の

提供 は メー リングリス トお よびWebを 通 じ

て行 ってい ます。 メー リング リス ト購 読 に

つ いて は

http:〃www.jpcert.or.jp/announce .htmlを ご

覧 くだ さい。JPCERT/CCのWebで は上 記

文書 の他 に,CERT/CCAdvisoryな どの関

連情 報,ソ フ トウェアアーカイブなども提供

しています。

(2)セ キ ュ リテ ィ技術 の啓発

国内組織 への不 正 ア クセス を未 然 に防 ぐた

め,あ るいは影響 の拡大 を防止す る ため に以

下の活動 を行 ってい ます。

① セ ミナ ー等 の実施

JPCERT!CCで は,国 内 で 開 催 され る

IntemetWeek等 の イベ ン トで,イ ンター ネ

ッ ト環境 にお け るセ キュ リテ ィ向上 のため

の セ ミナー を実施 して い ます。公 共性 が高

く,ま た広 い範囲 か ら受講 して いただ ける

一
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よ うな機 会 を利 用 して,多 くの方 に我 々の

活 動へ の理 解 を求め,同 時 にセ キュ リテ ィ

対 策の ポ イン トや技 術情 報の提供 を行 って

い ます。

② イ ン ター ネ ッ トセ キ ュ リテ ィ技 術 に関

す る情報 の収集

不 正 ア クセ ス対 応 を行 う上 で 必 要 とす

る技 術 情 報 に は 多 くの種 類 が あ ります 。

JPCERT/CCで は,さ ま ざ まな製 品 のバ ー

ジ ョンア ップやセ キュ リテ ィ ・パ ッチ に関

す る情 報,各 種 ソ フ トウ ェアの技術 資 料 ,

セ キ ュ リテ ィホ ー ル に関す る情 報 な どを
,

関係 各 方面 との交流 を通 じて収集 してい ま

す。

(3)国 際活動

JPCERT/CCは1998年9月 にCSIRTの 国

際 的 フ ォ ー ラ ム で あ るFIRST(Forumof

IncidentResponseandS㏄urityTeams)へ 加入

し,こ れ を機 に諸外 国 のCSIRTと の情 報 交

換,お よび協 調 活 動 を さらに強化 しま した。

複 数 国 にわたる不 正 ア クセスの実 態解 明 とイ

ンシ デ ン ト対 応 につ い て ,各CSIRTと 協 調

す る機 会 が増 えてい ます。 また,ア ジア太平

洋 地 域 各 国 で のCSIRT設 立 を 支 援 す る

APSIRC(AsiaPacificSecurity .andIncident

ResponseCoordination)の 活動 に も協 力 して

い ます。

3.不 正 ア ク セ ス の 現 況'

先 に示 した 図一1で は,JPCERT/CC設 立 以

来 の四半期 ご との報告件 数 をグ ラフ化 しま し

たが,最 新 四半期 であ る1999年7月 ～9月 期

は191件 の情報提 供 を受 領 しま した。 これ ら

の報告 に関連 して情報提 供 や情 報交換 を行 っ

たサ イ ト数 は10月27日 現 在 で203サ イ トで

す 。それ らの不正 アクセス につ いて主 な もの
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はお お よそ 次 の パ ター ンに分 類 で き ます 。 な

お,各 項 目 の 技 術 的 な 詳 細 に つ い て は

http://www.jpcert.or.jp/n1/gg-0004/を ご 覧 くだ

さ い 。

3.1シ ス テム に存 在 す るサ ー ビス1弱 点 の 探

査(プ ロ ーブ ・ス キ ャン)

ホス トで運用 され てい るサ ー ビスや,そ れ

らに含 まれ るセキ ュ リテ ィ上 の弱点 の存 在 を

リモ ー トか ら探 査 しよ う とす る不 正 ア クセ

ス。 この ような探査 は不 正 ア クセ ス を目的 と

した 自動化 ツール を用 いて大 規模 かつ無差別

的 に行 われ るこ とが あ ります 。 セキ ュ リテ ィ

上の弱点 を放置 してい る と,弱 点 の存在 を検

出 され,ホ ス トへの不 正侵 入等 さまざまな不

正 ア クセ スへ と続 く可 能性 があ ります。

3.2電 子 メール の不 正 な利 用

無 関係 なサ イ トの ホス ト上で動 いて いる電

子 メ ール配送 プロ グラ ム(sendmai1等)を 悪

用 して,不 正 に電子 メール を中継 させ る攻撃 。

また,電 子 メール爆 撃 や,送 信 ヘ ッダー を詐

称 す る こ とによ りメールの 中継 には関与 して

い ない 第 三 の サ イ トに メー ル を配信 す る攻

撃 。 この攻撃 を受 け る と,計 算機 資源 が大量

に消費 され た り,不 正 なメ ールの発 信元 であ

る とい う疑 い を もたれ る可 能性 があ ります。

3.3シ ステムへの不正侵入および管理者権限

詐取

出荷時のパスワー ドのまま変更せずに使用

していたり,パ スワー ドが付与 されていない

アカウントや,そ の他容易 に推測 されるパス

ワー ドが付与されているアカウントがあると

リモー トから検出され,侵 入されることがあ

ります 。 また,パ ス ワー ドフ ァイルが盗 用 さ

れ る と,何 らか の方法 でパ ス ワー ドが破 られ,

システム に侵 入 され る ことが あ ります。

システ ム に侵 入 される と,シ ス テム プログ

ラム等 の セ キ ュ リテ ィ上 の 弱点 を悪 用 され,

シス テム管 理者(root)の 権 限 を詐 取 され る

お それ もあ ります。 ひ とた び管理 者権 限 を詐

取 され る と,そ の システム は侵 入者 の意 の ま

ま に不 正 ア クセ ス を受 け る こ とに な ります。

一般 的 に
,侵 入 者 は管理 者権 限 を入手 す る と

さらなる悪 用 のため,裏 口や トロイの木馬 プ

ロ グラム を設置 します 。パ ス ワー ドの変更等

を行 った と して も,こ れ らを完全 に除去 しな

い限 り再 び侵 入 され る可 能性 があ ります。

3.41MAPサ ーバ プ ログラム を悪 用 した攻撃

IMAPサ ーバ プ ログ ラムの セキ ュ リテ ィ上

の弱点 を悪用 しよ うとす る攻 撃。 この弱点 が

悪 用 され る と,リ モー トか ら管 理者権 限 で任

意の コマ ン ドを実行 され た り,あ るい は任意

の プ ログラム を送 り込 まれた上で それ らを実

行 され る可 能性 が あ ります。

3.5ネ ッ トワークやホ ス トの運 用 を妨 害 しよ

うとす る攻 撃

大量 のパ ケ ッ トや不 正 なデー タの送信 に よ

って,サ イ トの ネ ッ トワークやポ ス トのサ ー

ビス運用 を妨害 しよ うとす る攻 撃。

この他,3.2の よ うなサ ー ビス の予期 しな

い利 用 につ いては プロキ シーサーバ に関す る

もの が,3.4の よ う な ソ フ トウ ェ ア の弱 点

(セキ ュ リテ ィホール)に 対 す る攻 撃 と して,

AnonymousFTP,卿.ttdbserverd,amd,statd,

cgi-binプ ロ グラ'ムの悪用 に関す る報告 を受 け

てい ます 。
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5.お わ り に

JPCERT/CCが 国 内初 のCSIRTと して活動

を開始 して3年 を経 過 しま した。 この 間 「不

正 ア クセ ス」 に対す る認知度 は高 くな りま し

たが,対 応 す るマ ンパ ワーについ ては不足 し

て いる状態 です。今 後 は人材育成 も視野 に入

れた活動 を通 じて,ネ ッ トワー ク管理者 な ら

びにユ ーザの方 々へ の技 術 的支援 を考 える こ

とに なるで しょう。

`
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議藪状況

総務部

1.理 事 会 の 開催

平成11年9月22日(木)に 平成ll年 度第2回

理事会が開催 され,次 の議案が審議 ・承認 さ

れました。

・寄附行為の変更について

・常勤役員に対する報酬の支給について

・プライバシーマーク制度設置および運営

要領の変更について

・役員の人事について

2.評 議 員会 の 開催

平成11年9月20日(月)に 平成11年 度第2回

評議員会が開催 され、次の議題が審議 ・承認

されました。

・寄附行為の変更について

情報セキュリティ対策室

1.セ キ ュ リテ ィ対 策 に 関 す る調 査 ・

研 究

情報システムのセキュリティ対策は,今 日

では とて も重要になってい ます。インターネ

ットに接続された情報システムは,セ キュリ

テ ィ対策の不備が自社にのみに影響するだけ

ではなく,他 社のシステムにも影響 を及ぼす

こともあることから,情 報システムのユーザ

は社 会的責任 を果 たす意味 で も自己 の責 任 に

お いて セキ ュ リテ ィ対策 を講 じなければ な り

ませ ん。

セ キュ リテ ィ対 策 は,た だ漫然 と実 施す る

の で はな く,自 社 の情報 システ ムに対 す る リ

ス クを分析 し確認 した上で講 じる必 要が あ り

ます。 しか しなが ら,情 報 シス テムが複雑 化

の一途 をた どってい る状 況下 で は,リ ス ク分

析 は容 易で はあ りませ ん。 また,リ ス ク分 析

の手 法 が確 立 してい ない とい う状 況 もあ り,

リス ク分析 に裏付 け され たセ キュ リテ ィ対 策

となって いないのが現 状 です。

JIPDECは,平 成3年 にJRAM(JipdecRisk

AnalysisMethod)と して ホス トコ ンピュー タ

中心 の情 報 システ ムのた めの リス ク分析手 法

を公表 しま した。 しか しなが ら,そ の後,ネ

ッ トワー ク,ダ ウ ンサ イジ ング等 の情報技術

の進展 に よって,サ ーバ ー クライ ア ン ト環 境

の 情 報 シス テ ムへ と急 速 な変 化 が起 こ り,

JRAMが その ま ま活用 で きない とい っ た状 況

も発 生 してい ます 。

その ため,今 日の情 報環境 を十分 に考慮 し

た新 た な リス ク分析 の手法 を開発 す るための

調査研 究 に取 りかか りま した。本調査 研 究 は

本年 か ら2年 計 画で実施 します。

また,従 来か ら隔年で実 施 してい る 「情 報

セ キ ュ リテ ィ対 策 の実態調査 」 をア ンケー ト

方式 で約4,800の ユ ーザ企 業 に対 して実施 し

てい ます 。 この調査 は,情 報 セキ ュ リテ ィに

関す る意 識 の変化,対 策 の変 化等 を把 握 し,

一一60-一
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情 報化 白書 等 に活用及 び セキ ュ リテ ィ施策 や

今後 の調査 ・研 究 に反映 す るため に実施 す る

もの です 。調査 の結 果 は,JIPDECの ホ ー ム

ペ ー ジや報告書 によって公表 します
。

2.シ ス テ ム 監 査 に関 す る調 査 ・研 究

システ ム監査 は,情 報 システ ムのセ キュ リ

テ ィ対策 の実効性 を高 め る役割 を担 って い ま

す。 しか しなが ら,わ が 国 にお いて は必 ず し

もシス テム監査 が定着 してい る とはい え ない

状 況 です。 それ は,シ ス テム監査 の役 割 につ

いて十分 に認識 され てい ない こ と
,シ ス テム

監査 人の確保 等社 内体 制が十 分 に整 ってい な

い こ と等 が原 因 と して考 え られて い ます
。

その ため,シ ス テム監査 の普及 ・促 進 に関

す る方策等 につ いて検 討 を進め てい ます。社

内体制 について は短期 間で整備 す る ことが難

しい こ とか ら,そ の よ うな企 業 に対 して シ

ス テ ム監 査 を事 業 と して い る企 業 を紹 介 す

る 「シス テム監 査 企 業 台 帳 制 度」 を通 商 産

業 省 が 設 け て い ます 。JIPDECで は,同 台

帳 作 成 の支 援 を行 うと と もに ホ ー ムペ ー ジ

(hゆ ・〃www.jipdec.・ ・.jp/・ecurity/d・ity・Ai、t.htm)

で登録 企業 を公 表す る等 の普 及活動 を行 って

い ます 。 また,シ ステ ム監査 の特 定分野 につ

いて,シ ス テム監査 実施指 針 を作成 して促 進

策 と して提示 す るため,今 年度 は個 人情報保

護 の分 野 におけ る シス テム監査 指針 を策定 し

て い ます。

3.プ ラ イバ シ ー マ ー ク 制 度 の 運 用

平成10年4月 に試行 的 に運用 を開始 して以

来,約1年 半が経 過 しま した。 そ の間,日 本

工業 規格 「個人情 報保護 に関す る コ ンプ ライ

ア ンス ・プロ グ ラム」(JISQ15001)が 制定

された こ とに伴 い,平 成11年4月 以 降は当該

JISと の適 合性 を評価 す る第三者機 関 と して
,

引 き続 き運用 して い ます。

平 成11年10月 末現 在,プ ライバ シーマ ー

クを付 与認定 した企 業 は85社 です。

月別付与認定事業者数

平成10年9月 3

平成10年10月 13

平成10年11月 4

平成10年12月 11

平成11年1月 0

平成11年2月 6

平成11年3月 18

平成11年4月 8

平成11年5月 0

平成11年6月 0

平成11年7月 11

平成11年8月 1

平成11年9月 5

平成11年10月 5

合 計 85

業種別付与認定事業者数

業 種 事業者数

情報処理サービス業 67

医療機関 1

結婚紹介業 3

就職情報提供業 3

人材派遣 ・斡旋業 .2

DM発 送業 1

マーケティング㍉ サーチ業 6

印刷業 1

民間職業紹介業 1
、

合 計 85

な お,最 新 の 状 況 に つ い て

は,当 協 会 の ホ ー ム ペ ー ジ

(http・ 〃wwwＬipdec.・ ・.jp/・ecu・ity/P・ivacy/

certifylist.html)を ご 覧 下 さ い 。
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プ ラ イバ シー マ ー ク制 度 の運 用 に関連 し

て,「 プライバ シーマー ク検 証 シス テム」 の開

発 ・実 証実験 を行 ってい ます 。 プラ イバ シー

マ ー クはパ ンフ レッ ト,広 告以外 に ウェブで

も使用 を認 めて ますが,イ ンターネ ッ ト上 で

は,事 業者 の実体 が見 え なか った り,画 像 デ

ー タが 簡単 にコピーされるなどの問 題 が あ り
,

簡単 にな りす ま しを行 え る危 険性 が あ りま

す。 これ は個 人情 報 の取 り扱 い に関 して イ ン

ターネ ッ トユ ーザ に不利益 を与 え兼 ね ない問

題 であ り,解決 しなけれ ばな らない事項 です。

な りす ま しに関 しては,大 き く分 けて以下

の2つ の問題が考 え られ ます 。

(1)不 正事 業者 の な りす ま し

認 定 を受 けて いない事業 者が マー ク を

コ ピー して使 用 し,あ たか も正 当 に認定

を受 けてい るかの ように見せ る。

(2)不 正検 証サ ーバ の な りす ま し

(1)の 不 正事 業 者 自身,ま た は第 三者

が検証 サーバ を構築 し,あ たか も正当 に

検証 を行 ったかの ように振 る舞 わせ る。

そ こで,不 正事業者 の な りす ま し対 策 と し

て は,不 正 コ ピーがあ る ことを前提 に行 わね

ば な らな くな ります。 そのため,

a.表 示 されてい る画像 が プラ イバ シーマ

ー クで あ るか否 か

b.プ ライバ シーマ ー クが正規 の配布先 か

ら配布 された ものであ るか否 か

c.正 規 の プラ イバ シーマ ー クであ った場

合,正 規 の使用 者が使 用 してい るか否

か

の検 証 が必要 とな ります。

検 証 サs-・一バ が な りす ま された場 合,(Dの

「不 正事 業 者 の な りす ま し」対 策 を万 全 に行

って も全 く無意味 なシステ ム になって しまい

ます ので,(2)の 「不 正検 証 サ ーバ の な りす

ま し」 につ いて も対策 を とらね ばな らな りま

せ ん。

「プ ライバ シー マ ー ク検 証 シス テム」 の 開

発 ・実証 実験 では,な りす ま しへ の対 策 と し

て以下 の対 策 を進 め てい ます 。

(1)画 像 デー タへ の工夫

画像 デー タ自体 に認定番 号 を個 別 に盛

り込 み,視 覚 的 に もあ る程 度 の認 定情報

を表 示す る。 さ らに画像 デ ー タに電子透

か し等 の処理 を施 して,検 証情報 を組 み

込 む。

(2)検 証対象 サ ーバ のHTML記 述 に依 存 し

ない検証 方法

検証 サ ーバ先 を固定 す るため に,専 用

の プラ ブイ ンや別 ア プ リケー シ ョンを用

意す る。

(3)他 の認証 メカニズ ムの利 用

現在SSL(SecureSocketLayer)や

TLS(TransportLayerSecurity)等 を始

め,さ まざまな分野 で普 及が 広 まっている

公 開鍵証 明書 の機 構 を利用 し,マ ー クの

画像 と公 開鍵 証 明書 をバ イ ンドさせ,検

証 システムとしてはCA(認 証 局)を 利用 し

た公 開鍵 証 明書 の検証 機構 を利 用す る。

なお,(1)に つ い ては平成10年 度 よ り対 策

を施 してお り,平 成11年 度 は(2)の 対 策 を行

うため の開発 を行 って ます 。現在,Webブ ラ

ウザーへ の プラグイ ンツールの β版 を提 供 し

検証 実験 を行 って い ます。 β版 は,ホ ー ムペ

ー ジ(http:〃privacymark
.gr.jp!)か らダウ ンロ

ー ドで きます
。

4.JPCERT/CC(コ ン ピ ュ ー

タ緊 急対応 セ ンタ ー)の 運 営

JPCERT!CCが 受けた不正 アクセスの情報

提供数は,平 成11年4月 か ら6月 の3ヶ 月間
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が192件,7月 か ら9月 の3ヶ 月 間が191件 で

した。情報提 供件 数 だけか らみ る と,こ の半

年 は横 ばいで推移 して い ます。

JPCERT/CCで は,こ れ らの 報 告 か ら技 術

的 な対応 策 を検 討 し,関 連す るサ イ トへ情 報

の提 供 あ るい は交 換 を行 なってい ます 。

また,対 応 策 は 「緊急情 報」 や四半期 毎 の

「活動概 要」 に と りまとめ,JPCERT/CCの ホ

ー ムペ ー ジにア ラー トとして掲載 してい ます

ので,ネ ッ トワー ク管理 の方 はそ ち らも是非

ご覧下 さい。 なお 「活動概 要」 では提 供 して

いただ いた情 報 を類 型化 し,頻 度順 に列挙 し

てい ます。

啓発 活 動 と して は ネ ッ トワー ク管 理 者 に

安 全 対 策 につ い て の 注 意 を喚 起 す る た め ,

ネ ッ トワ ー ク関係 の イベ ン トあ るい は企 業

等 の セ ミナ ー に協 力 して い ます 。12月 に

InternetWeek'99に 参加 しま した。

JPCERT/CCの 活 動 状 況 や ,不 正 ア ク

セ ス に 関 す る 最 新 の セ キ ュ リテ ィ技 術 情

報 に 関 して は,今 後 もホ ー ムペ ー ジ(URL

http:〃www.jpcert.or.jp/)を 活用 して発 信 して

い きますの で ご利用 くだ さい。

調査部

1.高 度 情 報 ネ ッ トワ ー ク社 会 に関 す

る調 査研究

ユーザニーズに応えた情報通信サービスの

あり方について検討するため,東 京工業大学

令 田高俊教授 を委員長に,委 員会を開催 して

います。前年度は,主 としてサ プライヤー側

が考 える新 しいネットワークサービスの可能

性や,そ の提供 にあたっての問題点,制 度 ・

商慣 習面 で の 障害 な どに つ い て検 討 しま し

た。今 年度 は,こ れ をベ ース に,ユ ーザの実

際 の利用 動向 につい て ア ンケ ー ト調 査 を実施

し,住 環 境 や 消 費,労 働 環 境,教 育 な ど,

様 々な生活領 域で需 要が 見込 まれ るネ ッ トワ

ー クサー ビスの姿 を明 らか にす る予定 です
。

2n情 報 技 術 の 活 用 と環 境 整 備 に 関 す

る調査研究

情報通信技術が企業等に与える影響および

情報化投資の効果や,情 報通信技術 を活用す

るにあたっての環境整備のあ り方を明らかに

することにより,日 本経済の再活性化 を促す

ため,慶 応義塾大学の國領二郎助教授 を委員

長に,委 員会 を開催 しています。

これ まで,企 業 のITガ バ ナ ンスの向上,

情報化 による産業構造の革新,日 米EC市 場

規模の比較,情 報化投資 と生産性,通 信料金

問題,イ ン トラネット/エ クス トラネッ トの

日米比較,デ ジタルチケ ッティングなどを重

要課題 として取上げて検討 してきてお りま

す。今後 も,IT革 命が もた らす雇用構造 の

変化等 について検討する予定で,そ の成果は,

当協会のホームページで公 開するほか,様 々

な機会 を捉え,広 く発信 してい く予定です。

3.コ ン ピ ュ ー タ利 用 状 況 調 査

毎 年行 って いる 「コ ンピュー タ利用 状況調

査 」 は,今 年 は10月29日 力1ら約1ヶ 月 間 に

わ た り実施 し,ユ ーザの皆様 に調査 票へ の ご

回答 をお願 い いた してお ります。

今 回は,昨 年 か ら開始 した"情 報化投 資" ,
"ア ウ トソー シ ング"の 実施 状 況 を始 め

,ネ

ッ トワー ク化,テ レワー ク,モ バ イル コン ピ

ューテ ィ ングの利 用状 況等 につい て も継続 し

て調 査 を進 め る一 方,通 商 産 業省 が推 進 す
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る 戦 略 的 情 報 化 投 資 に よ る 経 済 再 生 を支 え

る 人 材 育 成 策 に 関 連 し て,「ITガ バ ナ ン ス

調 査 」 を等 の 内容 を も取 り上 げ ま した 。(IT

ガ バ ナ ン ス の 概 要 は,当 協 会 ホ ー ム ペ ー ジ

www.jipdec.or.jp/chosalf301gavanance9903.htm

で 紹 介 して お ります 。)

こ の 調 査 の 結 果 は,来 年2月 頃 速 報 と して

この 欄 で ご報 告 す る予 定 で す 。

な お,昨 年 度 の 「コ ン ピ ュ ー タ 利 用 状

況 調 査 」 の 概 要 も,同 じ く ホ ー ム ペ ー ジ

(www.jipdec.or.jp/chosa/compriyou98/f301comp

riyou98.htm)に 掲 載 して お ります の で,ご 覧

くだ さい 。

4.情 報化 白書2000年 版 の 編 集 計 画 ま

とまる

2000年 版白書の編纂 に向けて,「 情報化 白

書編集専門委員会」(委 員長:廣 松 毅東大

教授)を3回 開催,総 論のテーマと骨子,各 論

の構成内容等の検討 を行い ました。これに基

づ く編集計画案を 「情報化白書編集委員会」

(委員長:石 井 威望東大名誉教授)に おいて

審議 し,指 摘事項,ご 意見 を踏 まえて原稿 を作

成することとして執筆活動を開始 しました。

2000年 版の総論テーマ は,21世 紀情報化

社会 の展望 です。21世 紀初頭 のわが国のあ

り方 と情報化の役割を中心課題 としてまとめ

ます。当面の目標年次を2005年 と想定 し,

情報技術の開発 とサービス開始 の実現時期,

現実の克服課題等 を踏 まえて,産 業,家 庭,

社会の各分野における情報化の進展方向と可

能性をさぐります。さらに21世 紀 の望 ま し

い情報化社会に向けた展望と対応課題をまと

めます。90年 代 を総括 した1999年 版 と今回

2000年 版の将来展望 とで2年 間ペアの形 をと

ります。各論 においては,こ れまでの基本構

一一・M－

成 を継 承 しつつ,デ ジ タルエ コノ ミー,ネ ッ

トワー ク関連 ビジ ネス とい った イ ンター ネ ッ

トの普及 に伴 い急 速 な進展 を示す 分野 に注力

す る と ともに,反 面で広 が る社会 的 問題 の発

生 や情 報化発 展 の阻害要 因等 を総括 す る章 を

新 設(「 情 報 ネ ッ トワー ク社 会 の諸 課 題 と対

応 の現 状」)し て と りま とめ ます 。2000年6

月発刊 予定。

lnformatizationWhitePaper1999Edition

の発刊

情 報 化 白書1999年 版 の 一部 を抜 粋 して英

訳 した 英 文 白書 「lnformatizationWhite

Paper1999」 を8月 末 に刊行 しま した。 総

論 「90年 代 の 情 報 化 と今 後 の 展 望 」 全 文,

コ ンピュー タ西暦2000年 問題,情 報 産業 の

トレ ン ド,通 商 産業 省 の1999年 度 情報 化 施

策,情 報処 理技術 者試験 の状 況,統 計 デー タ

で構成 してい ます。 わが 国情報 化動 向の海外

向 け紹 介資料 と して ご利用 いた だ くこ とを目

的 に,和 文 白書 と同 じく長年 にわ た り編纂 し

て い る もの で,全97ペ ー ジ,定 価6,000円

(当 協 会 賛助 会 員 は割 引 価格4,200円)で 当

協 会 にて頒 布 中。

5.主 要 国 に お け る情 報 政 策 に関 す る

調査研 究

平成10年 度 よ り 「主要国 にお ける情報政

策に関する調査研究」という事業名に変更 し,

従来以上に米菓独仏,欧 州連合(EU)等 の

情報技術政策に焦点 を当てて調査研究を行っ

てお ります。

EUに ついては,1999年9月1日 に欧州委

員会で採択 された,「 域内市場 における電子

商取引の法的側面に関する議会 ・理事会に対

する修正指令案」並びに1999年5月21日 に



欧州委員会で採択された 「情報社会における

著作権 と隣接権に関する修正指令案」を調査

しました。

前者は,昨 年11月 に欧州委員会が採択 し

た指令案 に修正を加え,電 子的契約の真正 と

正当性 の保証,情 報サービスプロバイダが消

費者,当 局 に対 してある一定の情報 を開示す

ることの義務付け,電 子的契約の締結時点の

明確化,サ ービスプロバイダが遵守す る法は

消費者の居住する国の法ではなく:原 産国の

法であることなどを規定 しています。

後者 は,米 国 にお いて近 年採 択 され た

「デ ィジタル世紀の著作権法」 と類似 してお

り,送 信 に不可欠 なキャ ッシュメモ リーな

どへの一時的複製行為 を違法行為とみなさ

ないこと,暗 号研 究の妨 げを禁止 するな ど

しています。

また,経 済協力開発機構(OECD)に つき

ましては,昨 年,1998年10月,オ タワ会合

(電子商取引に関する閣僚会議)で 採択 され

たアクシ ョン ・プランの進捗状況の明確化,

今後 の展望 を具体化す ることを目的とした

「電子商取引に関するグローバル ・アクショ

ンプラン」が1999年10月,産 業界 からの提

言 として発表 されました。

こちらは,OECDの 諮問機関であ るBIAC

(経済産業諮問委員会)な どが設立母体 であ

る世界140カ 国か ら加盟団体 を輩出している

AGB(グ ローバ ル ・ビジネス同盟)が 取 り

まとめたものです。

ここでは,電 子商取引の発展 を目的 とし,

政府 に よる規制 ・介入 を最小 限度 に抑 える

ことを求めていますが,知 的財産権 の保護,

課税,競 争障壁 の撤廃 な どの問題 に関 して

は政府 による一定の介入の必要性 を認めて

います。

一

6.日 独 情 報 技 術 フ ォー ラム

2000年10月 に三重県の伊勢志摩で開催予

定 の第13回 目独情報技術 フ ォー ラムに向け

て,全 体 プログラム等 を検討 すべ く,平 成

11年 度 第2回 目独情報技術 フォーラム推進

委員会を10月5日 に開催 しました。

7.情 報 化 に 関 す る 海 外 向 け 広 報 活 動

(JIQ)

わが 国の情 報通信 産業及 び 情報化 一般 の最

新 の動 きを海外 に紹介 す るため,英 文季刊誌

JIPDECInformatizationQuarterly(JIQ)を 発

行 してい ます 。

最 近 で は,No.115で 日本 にお け る個 人情

報 保 護 へ の 取 組 み,No.116で 日本 の情 報 通

信 産 業,No.117で 電 子 商 取 引推 進 プロ ジ ェ

ク トを テ ー マ に取 上 げ た ほ か,No .118で,

モ バ イ ル コ ン ピ ュ ー テ ィ ング を テ ー マ に
,

NTTド コモのiモ ー ドな ど,世 界 に先駆 け て

急 速 に普 及 して きてい る携 帯電話 をベ ース に

した イ ン ター ネ ッ トサ ー ビスの 現 状 を紹 介

し,そ の将 来 を展 望 して い ます。

次号No.119で はICカ ー ドをテー マ に,日

本 で の利 用 状 況 や 電子 マ ネ ー な ど新 しい ア

プ リケ ー シ ョンで の実 用 化 に向 け た実 験 プ

ロ ジ ェ ク ト,研 究 開発 状 況 な ど を紹 介 す る

予定 です。

…一技 術 企 画 部 ・一 ・

1.ネ ッ トワ ー ク エ ー ジ ェ ン トに 関 す

る鯛査研究

ネットワークエージェント技術委員会(委

員長:西 田豊明東京大学大学院教授)を4回
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開催 し,エ ー ジェ ン トにお いて 中核 となる次

の事 項 について主 にパ ネル討論形 式 で議 論 ・

検討 しま した。

・ビジネスお よび アプ リケ ー シ ョンか ら見

たエ ー ジェ ン ト技 術

・イ ンタフェース ・エ ー ジェ ン ト

・プラ ッ トフ ォーム と標準 化

また,米 国 にお け るエ ー ジェ ン ト技術 お よ

びその応 用 の状 況 を調査 す るため,北 村泰彦

大 阪市 立 大 学 助 教 授(上 記 委 員 会 幹 事)を

11月2日 ～10日 の期 間,米 国 に派 遣 しま した。

さらに,エ ージ ェ ン ト技 術 に関す る意見 を広

く交換 ・収集 す るため,次 の要領 で ワー クシ

ョ ップを開催 しま した。

ネ ッ トワー クエ ー ジェ ン ト技 術 に関す る ワー

クシ ョップ

ー エ ージ ェ ン トテ ク ノロジーの最前線 一

日時:平 成11年12月9日(木)

9:30～16:40

会場:芝 パ ー クホテル 本館3階 牡 丹 の間

9月 に は,情 報 技 術 関連 の プ ロ ジェ ク ト,

関係 機 関等 のWebHomepageを 紹介 す る小 冊

子 「情報技 術 の研 究 開発Webサ イ ト集」 第6

号 を発 行 し,関 係各 方面 に配布 しま した。

2.産 学 官 研 究 開 発 コ ミ ュニ テ ィに関

す る構築 ・運用

電子情報通信技術に関する自由な情報収

集 ・提供および意見交換などを行う研究開発

情報インフラとして,WWWサ ーーバ ーによる

産学官研究開発 コミュニティの構築 ・運用を

引き続き行っています。電子情報通信の分野

に関する最新情報を提供する 「LatestNews」

では毎週,月 ・水 ・金 にデータを更新 してお

り,ま た,研 究 開発 や イベ ン ト,出 版 等諸 々

のニ ュー ス を提 供 す る 「BBS」,産 学 官 の研

究 交 流 に 関 す る ニ ュ ー ス を 提 供 す る

「TechnologyMap」 も適 時更i新を行 って い ま

す。

さらに,ユ ーザ が独 自に検 索情 報の 絞 り込

みが可 能 な環境 を 自分 のマ シ ン上 に構 築で き

る高機 能 ビジュアル ツール キ ッ トの 開発 を行

い,12月 に リ リー ス しま した。加 え て ,ユ

ーザ が よ り使 い易 く
,迅 速 に情報 が得 られ る

Webペ ー ジ とな るこ とを 目指 し,非 常 に高速

かつ 的確 な情報 提供,検 索 サ ー ビス を実 現す

るデー タベ ース システ ムの再構 築 を現在計 画

中です 。

また,G7の グ ローバ ル ・イ ンフ ォメ ー シ

ョン ・ソサ イエ テ ィ ・パ イ ロ ッ トプ ロジ ェク

トの1つ の プロ ジ ェ ク トと して5年 前 に発足

した グローバ ル イ ンベ ン トリ ・プロ ジェ ク ト

(GIP)の 日本(通 商 産 業省)イ ンベ ン トリ

の運営 につ い ては,GIP自 体 は今年 一杯 でパ

イ ロ ッ トフェーズ は終 了 します が,参 加各 国

とも引 き続 き運用 してい くこ とで合意 してお

り,こ れ まで同様 にG7各 国 と有機 的 に連 係

し,同 コ ミュニ テ ィの一 つのサ ー ビス機 能 と

して構 築 ・運 用 を行 ってい ます。 現在,日 本

イ ンベ ン トリの新 しい デ ー タ を追 加 す る た

め,プ ロジェ ク トに関す る情 報収 集 を行 って

い ます 。

本 事業 の関連 サ イ ト

・G7GlobalInventoryProject(GIP)

〈h坤://www.gip.int!〉

・産学官研 究 開発 コ ミュニ テ ィ

〈http:〃www.gip.jipdec.()r.jp/〉

・情 報化 関連政 策 ホームペ ージ

<httP:〃www.gip.jipdec.or.jp1POlicyX>
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3.次 世 代 電 子 図 書 館 シ ス テ ム研 究 開

発 事 業

平成10年 度 に引 き続 きプロ トタイプシス

テム構築を中心 とした研究開発を行っていま

す。

プロトタイプシステムは当プロジェク トで

研究開発を行ってきた個別技術に電子図書館

で必要となる既存技術を組合せて構築 してい

ます。

プロ トタイプシステムの主な機能構成は以

下のとおりとなっています。(図 参照)

機能構成

表示層

情報発信
クライアント

電子読書
ブラウザ il映像ビューア 夢難1 資料電子化入力

クライアント

WWWブ ラウザ

娠 声強慾

データ層

(1)情報構築/収 集系

資料電子化入力,Web情 報収集

(2)運 管理用系

利用者情報管理,閲 覧条件管理,課 金情

報,利 用者環境設定

(3)情報提供系

資料検索,新 着情報サービス

① 図書,雑 誌,映 像,Web情 報の統合的

検索

② 書誌情報,目 次,抄 録/本 文 による検

索

③ 構造指定検索,質 問形式検索,類 似情

報検索

④ 検索結果のソー ト,ラ ンキ ング,フ ィ

ルタリング,抄 録/要 約一覧表示

⑤ 電子読書支援

⑥ 著作権管理

⑦ 他機関横断検索

⑧ 新着情報サービス

構築されたプロトタイプシステムについて

は,研 究開発 を行 ってきた個別技術が所定の
し

機 能 を発揮 で きるか ど うか を検証 す るため の

実証実験 を,国 立 国会 図書館 の協力 を得 て開

始 致 しま した。 さ らに,11月 か らは大 学 図

書館,公 共 図書館 等 の方 々 に も実証実験 に参

加 していた だ くこと としてい ます。

また,研 究 開発 した技術 の一部 につ い て,

EuropeanCo㎡ferenceon .DigitalLibraries
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議
論

1999(ECDL'99開 催 地:パ リ)及 び

InternationalSymposiumonDigital

Librariesl999(ISDL'99開 催 地:図 書 館 情

報 大 学)で 開催 さ れ た 電 子 図 書 館 に 関 す る 国

際 会 議 に 出展 し,デ モ を実 施 しま した。

な お,当 プ ロ ジ ェ ク トは今 年 度 で 終 了 と な

る た め 成 果 報 告 会 を開催 の予 定 で す 。

・平 成12年3月3日(金)

・東 京 全 日空 ホ テ ル

詳 細 につ き ま して は,当 プ ロ ジ ェ ク トの ホ

ー ム ペ ー ジ(下 記URL)を ご覧 くだ さ い
。

URL:www.dlib.jipdec.or.jp

平 成10年 度 で は以 下 に示 す3テ ーマ の個 別

技術 を組込 んだ プ ロ トタイ プシステ ム を作 成

致 しま した。

・情 報発信 型エ ー ジェ ン ト技 術

・知的情報検 索 エー ジェ ン ト技術

・情報 フ ィル タ リング技術

プロ トタイプシステ ムは当 プロジ ェク トで

研 究 開発 を行 って きた個別技術 に電 子 図書館

システ ムで必要 となる既存技術 を組合せ て構

築 してい ます。

今年 度 は昨年 度作成 したプロ トタイ プシス

テム に以 下 の8テ ーマの個 別技 術 を組込 み平

成ll年 度 は9月 末 まで に プロ トタイプ システ

ム構築 を完了 いた します。

・エ ー ジェ ン ト基盤技術

・マ ルチメデ ィアデーターベース基盤技術

・アプリケーションシステムアーキテクチャ技術

・マルチメディア入力 ・変換 ・登録 ・編 集技術

・高度文書入力システム技術

・用途別統合検索技術

・知的財産権運用管理技術

・統合技術

また,完 成 したプロ トタイプシステムの実

証実験を10月 よ り開始する予定 としていま

す。プロ トタイプシステム構築に当たっては,

ユーザニーズの反 映 と具現化等が必要なた

め,今 年度 も国立国会図書館のア ドバイスを

受けながら実施致します。

なお,平 成ll年 度は当事業の最終年度 に

あた りますので,年 度末に成果報告会を開催

する計画です。

一一中央情報教育研究所 一一

中央情報教育研究所(CAIT)で は,高 度

情報化人材 の育成のために次の研修事業,調

査研究事業お よび普及啓蒙事業を実施 してい

ます。

1.平 成11年 度 下 期研 修 事業

(1)高度情報化人材の研修

本研修は,高 度情報化人材育成 カリキュラ

ムに準拠 した 「モデル研修」と時宜およびニ

ーズに合致 した 「特別テーマコース」を
,毎

年継続 して実施 しています。

本年度の下期(10月 ～3月)に 開催す る

研修は,表1お よび表2の とお りです。

一68一
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表1モ デル研修下期日程

コー ス名 期 間 日 数

(1)プ ロジ ェ ク トマ ネー ジ ャ
・プ ロ ジェ ク ト管理 総論

9.29～10.1 3日 間

2.14～2.16
・プ ロジ ェ ク トの進捗 管 理

10.4～10.6 3日 間

3.6～3.8
・協力会社管理

10.12～10.14 3日 間

2.21～2.23

・プロ ジェ ク トの 品質 管理
10.19～10.20 2日 間

3.9～3.10

(2)ア プ リケ ー シ ョンエ ンジ ニ ア 10.29～2.10 24日 間

(3)プ ロ ダク シ ョンエ ンジニ ア
・構造化 アプローチ によるシステム設計

2.28～3.1 3日 間

(4)ネ ッ トワー クスペ シ ャ リス ト
・通信回線 と通信機器

2.2～2、4 3日 間
・ネ ッ トワー ク通信技 術

2.21～2.23 3日 間
・LANの 要求 定義 ・設 計 ・構 築 ・評 価

3.13～3.15 3日 間
・WANの 要 求定 義 ・設計 ・構 築 ・評価

3.7～3.10 4日 間

(5)デ ー タベ ー ススペ シ ャ リス ト
・デ ー タベ ース の基 礎 理論

2.7～2.8 2日 間
・デ ー タベ ース シス テム の設計 と運用

2.21～2.23 3日 間

(6)第 一種共通 カリキュラム研修
・基本 ソフ トウェア

10.4～10.7 4日 間
・デ ー タベ ー ス

10.12～10.14 3日 間
・ソフ トウェ ア工 学

10.18～10.20 3日 間
・コ ン ピュー タ科 学 基礎

10.27～10.29 3日 間
・システム構成技術

11.1～11.2 2日 間
・コ ン ピュ ー タ ア ー キ テ クチ ャ

11.4～11.5 2日 間
・コ ミュニ ケー シ ョン技 法

11.8～11.12 5日 間
・問題発見 ・解決技法

11.16～11.19 4日 間
・応用 システム開発技術

11.22～12.6 10日 間
・ヒ ュ ー マ ン イ ン タ フ ー ス

12,8～12.10 3日 間
・通 信 ネ ッ トワー ク

12.13～12.15 3日 間

(7)シ ステム運用管理エ ンジニア
・システム運用管理技術 と分散 システム

2.8～2.9 2日 間
・運用管理 のためのネ ッ トワーク管理技術

2.15～2.16 2日 間
・運用管理のためのセキュ リテ ィ管理

2.22 1日 間

表2特 別 テーマ=】一一ス下期 日程

コース 名 期 間 日 数

●提案型設計行動力修得 10.20～10.22

2.23～2.25
3日 間

● ソフ トウェア営業SEの 基本 と実際 10.21～10.22 2日 間

●C/Sシ ステム開発におけるプロジェク ト管理 10.25～10.26 2日 間
、
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コー ス名 期 間 日 数

● プロジェク トにおける組織要員管理 10.15 1日 間

● 交渉 ・折衝力強化 10.7～10.8 2日 間

●個人情報保護とシステム監査 11.17 1日 間

● ア ウ トソー シ ングの シ ステ ム監査 11.10 1日 間

●企業内教育の効果的な仕組みと進め方 1.31～2.2 3日 間

● 企画 ・創造力強化 3.8～3.10 3日 間

今 後 の研 修 日程 や 内容 の詳 細 につ い て

は,教 務 第 二課(TEL:03-5531-0176)ま で

お 問い合 わせ い た だ くか,CAITホ ーム ペ

ー ジ(http://www
.cait.jipdec.or.jp/)をご覧 く

だ さい。

(2)情 報 処理技術 イ ンス トラク タ研 修

本研 修 は,情 報処 理教 育 に携 わ る イ ンス ト

ラクタ等(情 報処 理教育推 進指 導者)の さら

なる資質 の向上 に向 けて,毎 年継 続 して実施

してい ます 。研 修 コースは,情 報 処理技術 イ

ンス トラク タ研 修 と企 業 内研 修 リー ダ養成研

修 の2種 類 が あ ります。前者 は,情 報処理専

門学校等 の教員 や企 業等 にお ける情 報処理教

育担 当者等 を対 象 に,指 導上 の ポ イ ン トや技

術 ・知識 の修得 を,後 者 は,地 方 にお け る情

報処 理教育 担 当者等 を対 象 に,技 術 ・知識 等

の修得 を,主 た る目的 に して い ます。

① 情報処 理技 術 イ ンス トラク タ研 修

本 年 度 の 下期(平 成11年10月 ～平

成12年3月)に 開催 す る研修 は,表3

の とお りです。

また,平 成10年 度 に作 成 したマ ルチ

メディアコンテ ンツ教材 「情 報 リテラシ

ー教 育支援 者 お よび情報 リテ ラ シー教

育指 導者育成教 材」(CD-ROM教 材)と,

イ ンター ネ ッ トを効 果 的 に統 合 したマ

ル チメデ ィア教 育 シス テムの 総仕 上 げ

となるスクーリングコース 「HT(Just桓

Time)教 育 システム コース」(「① パ ソコ

ン環境 整 備 ・運用 実践 コー ス(支 援 者

育成 向けスクー リング)」,「② パ ソコン

教 育 指 導 法 実践 コー ス(指 導 者 育 成 向

けスクー リング)」)を,平 成12年3月 ま

での期 間,毎 月1回 開催 す る予 定です 。

表3情 報処理技術インス トラクタ研修の下期日程

コー ス名 期 間 日 数

● 教 育エ ンジニ アコース
・教 育 エ ンジニ ア～ イ ンス トラク シ ョン業務 ～

3.13～3.17 5日 間
・プ レゼ ンテ ー シ ョン技 法 ～ メデ ィア を使 い こ な

2.28～3.2 4日 間

して説得力 を高める～
・ビジネス文書の書 き方

3.21～3.22 2日 間

● シ ステ ム ア ドミニ ス トレー タ コース
・シス テ ム ア ドミニ ス トレー タ育 成 カ リキ ュ ラム

3.16～3.17 2日 間

の指導ポイ ン ト
・ExcelとWordを 使 った統 計 ・確 率

3.21～3.22 2日 間
・ExcelとWordを 使 っ たQC7つ 道具

3.23～3.24 2日 間

…遷

縫
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コース 名 期 間 日 数
・シス テ ムア ドミニ ス トレー タの た めのWebマ ス

3.14～3.15 2日 間
ター入 門 ～HTML入 門編 ～

・CSS環 境 設定 と構築 ・運 用 ～WindowsNTサ ー
3.21～3、22 2日 間

バ によるSOHO設 定の体験学習
・シ ステ ム ア ドミニ ス トレー タの ため の デ ー タベ

3.28～3.29 2日 間
一ス利用 と設計 の基礎

● 情報化人材育成 ・指導 コース
・第二種共通 カ リキュラム共通知識の指導 ポイン

ト
・第二種情報処理技術者の学習ポイン ト

3.21～3.24

2.24～2.25

4日 間

2日 間
・第一種情報処理技術者の学習ポイン ト

2.28～2.29 2日 間
・デ ー タベ ー ス スペ シ ャ リス トの 学 習 ポ イ ン ト

3.6～3.7 2日 間

● システム技術 コース
・C言 語 プログラミング入門とその指導 ポイン ト

3.6～3.10 5日 間
・VisualC++の 実践 演 習(基 礎)

3.9～3.10 2日 間
・VisualC++の 実践 演 習(応 用)

3.13～3.14 2日 間
・Javaプ ロ グ ラ ミ ン グ 入 門

3.16～3.17 2日 間
・Javaプ ロ グ ラ ミ ン グ 応 用

3.21～3.22 2日 間
・ネ ットワークの 基 礎 ～WindowsNT4

.0+Windows98 2.29～3.1 2日 間

のLANと イ ンター ネ ッ ト～

・Webア プ リケー シ ョン作成 の基 礎
3.7～3.8 2日 間

～HTML+VBScripLHTML+JavaScriptに よ る プ ロ

グラム作成 ～
・Slackwareで 学 ぶUNIX(Linux)の 基 礎

3.27～3.28 2日 間
・ExcelVBAに よる簡易 アプ リケ ー シ ョン作 成

3.23～3.24 2日 間
・Linuxに よ る イ ン ター ネ ッ トサ ー バ 構 築

3.27～3.28 2日 間
～初 め て学 ぶLinuxに よ るSOHO向 けサ ーバ

構築～
・C言 語 に よる ネ ッ トワー クプ ロ グラ ミング

3.27～3.29 3日 間
～Windowsのcygwin(GCC)を 使 っ た プ ロ グ ラ

ミ ン グ ～

・プロジェク ト管理入 門とその指導法
3.13～3.14 2日 間

●JIT教 育 システ ム コース
・パ ソコン環境整備 ・運用実践

1L20～11.21 2日 間
～情報 リテラシー教育支援者育成向けス クー

2.17～2.18 2日 間

リング～ 3.16～3.17 2日 間
・パ ソコン教育指導実践

11.20～11.21 2日 間
～情報 リテラシー教育指導者育成 向けスクー

12.9～12.10 2日 間

リ ング ～ 3.23～3.24 '2日 間

研 修 内 容 の 詳 細 に つ い て は,教 務 第

一 課(TEL:03-5531-0175)ま で お 問 い

合 わ せ い た だ くか,CAITホ ー ム ペ ー ジ

(http://www.cait.jipdec.or.jp/)を ご 覧 くだ

さい 。

② 企業内研修 リーダ養成研修

本研修は,す べて地域 ソフ トウェア

センターに委託して実施 しています。

本年度は15社 に委託 していますが,

研修内容 は以下に示す とお りです。
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・システ ム開発技 法関連 コース

・ネ ッ トワー クの構築 ・管理 技術 関連

コ ー ス

・デ ー タベ ース技術 関連 コース

・プ レゼ ンテー シ ョン技 法関連 コース

・情 報処理 利活用技術 関連 コース

2.調 査研 究 事業

(1)情 報処理教育実態調査

わが国における情報処理教育に関する実態

および最新の動向を継続的に把握 し,情 報処

理教育施策の検 討 に資 する ことを目的とし

て,本 年度 も継続 して当該調査 を実施 します。

調査方法は,学 校等教育機関(大 学,短 大,

高専,情 報処理専門学校,高 等学校)と 企業

(情報サービス企業,ユ ーザ企業)を 対象 に,

学生や情報処理技術者への情報処理教育の現

状をアンケー ト調査により把握 し,特 に情報

処理技術者に対するニーズの変化に対応 した

人材育成方法を中心に調査分析 します。

これまで,企 業 ・国際比較合同分科会,学

校分科会それぞれでアンケー ト項目を検討 し

ており,早 い時期のアンケー ト発送 ・回収を

目指 してお ります。

(2)高度情報化人材育成に関する調査研究

情報技術の進展や利用環境の変化に対応 し

た情報化人材の育成に関して,本 年度 は以下

の事業 を実施 します。

① 高度情報処理技術者育成指針に関する

調査研究

平成10年 度 か ら,標 準 カ リキュラムに

ついて今後の抜本的な改訂に向けた検討を

行っています。

本年度は,産 構審情報化人材対策小委員

会での人材育成に関する検討報告に沿っ

て,ア プリケーシ ョンエ ンジニア,プ ロジ

ェク トマネージャ,テ クニカルエ ンジニア

(ネ ッ トワー クスペシャリス ト,デ ー タベ

ーススペ シャリス ト他)等 の人材 を育成す

る標準 カリキュラムのあり方等や教育機関

等を認定する制度的仕組み ・方策等につい

て調査研究を実施 してお ります。

② 高度情報化人材育成のための基盤整備

平成9年 度 に改訂 した標準 カリキュラム

は,時 代 の変化 に応 じて常 に刷新 を図 り,

維持 ・管理 してい く必要があ ります。この

ため,平 成10年 度か ら3カ 年の計画で,情

報化人材お よびその育成カリキュラムに関

する調査支援作業を実施しております。

本年度は,海 外の情報化人材の動向や人

材育成システムの現状等を,SEARCC(東

南 アジア地域 コンピュータ連合)に おいて

積極的な取 り組みを示すシンガポールを対

象に関連資料を収集し,そ の分析作業 を行

ってお り,ま た,上 記① への支援調査 も実

施 してお ります。

③ 新 しい標準カリキュラムの開発

前記産構審の中間報告に沿って,今 後の

試験制度 との連携を強化 し,ま た,情 報化

人材育成の動向を踏 まえ,新 標準 カリキュ

ラム開発作業 を実施しています。

これまで,当 研究所内にタスクグループ

を発足させ,新 標準 カリキュラムの開発方

針等の検討,サ ンプルカリキュラムの開発

を行ってお ります。

(3)国 際化 に対応 した情報処理技術者の育成

に関する調査研究

産構審の提言として人材育成に関する国際

調和の推進が掲げられてお り,日 本のソフ ト

ウェア産業が世界の中で協調 し発展 していく

には,ど の ような人材育成策 を取 るべ きかが

問われています。
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平成10年 度か ら海外の先進的人材育成 シ

ステム,情 報処理教育実施事例等の情報 を収

集 してきており,本 年度は,日 本のソフ トウ

ェア会社が国際化戦略をどのように考えてい

るか等をヒアリング調査 し,そ こから国際化

を推進するために必要な人材および育成方法

等を分析 しております。また,情 報処理技術

者の国際相互認証についても現状等の関連調

査を実施 しております。

さらに,技 術協力 としてSEARCC・SRIG・ ・

PS(東 南 アジア地域 コンピュー タ連合 ・情

報処理技術者育成部会)へ の専 門家 の派遣

(9/9～9/12,12/1～12/5)を 実施 し

ました。

(4)高 度情報化人材育成のための応用調査研

究

高度情報化人材育成標準カリキュラムに沿

った教育の普及 ・向上を図るために,教 育用

マルチメディア教材,教 育手法等の調査研究

等 を行 ってきました。この成果の一つとして,

平成10年 度 に,職 場等 において情報 リテラ

シーの普及 ・啓蒙等を担当する指導者(教 育

エ ンジニア)お よび職場環境の運用 ・管理等

を担当する支援者(シ ステムア ドミニス トレ

ータ)を 育成するためのマルチメディア教材

とその学習管理システムを開発 しました。

本年度は,当 該マルチメディア教材(CD-

ROM教 材),理 解度判定問題 ・BBS機 能 ・

FAQ機 能 を提供 する学習管理 システムおよ

び2種 類 のス クー リングを組合せ た遠隔学習

システム(「JIT教 育 システム」)の 実験 的運

用 を本事業の新テーマ として位置づけ,マ ル

チメディア教材 ・素材の維持 ・管理,学 習者

管理等 のシステム運用作業 を実施 しながら,

本システムの機能強化,向 上等を図って行 き

ます。

これ まで,学 習 管理 シス テム を運用 向 けに

改 良 し,7月15日 に 「JIT教 育 シス テム」 の

運 用 を 開 始 しま した。11月 末 時 点 まで に,

延べ36名 の受講登録 が あ りま した。

なお,本 シス テ ムで使 用 しますCD-ROM

教 材(情 報 化 リー ダ育 成 教 材2種 類)は,

現 在,無 料(た だ し,発 送 費 等 と し て

1,000円 か か ります 。)で配 布 して お ります 。

お 申 込 み 方 法 等 はCAITホ ー ム ペ ー ジ

(http:〃www.cait.jipdec.or.jp/)ま たは本紙 の広

告 ペ ー ジをご覧 くだ さい。

(5)新 技術 を利用 した情 報 処 理技術 教 育 シス

テム に関 す る調査研 究

平 成9年 度 か ら3年 計 画 で,マ ル チ メデ ィ

ア教材 とイ ンター ネ ッ トに よる教 育 システ ム

の プロ トタイプ を構 築 し,各 システ ム構成 要

素 を連 携 した実験 ・評価 を行 っ てい ます。

最終 年度 であ る本 年度 は,前 年度 の実験結

果 を踏 まえ,一 部 の機能 を改善 ・拡充 し,ま

た,評 価 実験 用 の教 育 コンテ ンツ と各種 デー

タベ ース を作 成 し,本 プ ロ トタイプ等 を使 用

したモ デ ル研修 の実施 と評価 ・検 証 を実 施 し

ます。

これ まで,プ ロ トタイプ評価 実験用 の教 育

コンテ ンツを作成 し,モ デ ル研 修 の実施準備

を行 ってい ます。

3.普 及啓 蒙 事 業

(1)情 報処理教育機関等 に対す る普及啓蒙

情報化人材育成学科認定校をはじめとする

情報処理専門学校の教職員や企業における情

報処理教育担当者を対象に,講 演や意見交換

等 を内容 とした 「地域交流セミナー」を,ま

た,学 科認定1類 校の レベルアップを目的 と

した 「1類校交流会」を開催する予定です。

(2)高 度情報化人材育成標準 カ リキュラム等
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の普及 ・頒布

① 高 度情報 化 人材 育 成標準 カ リキュ ラム

の普及 ・頒 布

13種 の改訂版標 準 カ リキ ュラム を未

改訂 の4種 とと もにCD-ROM1枚 に格

納 し,販 売 してい ます。

口 「SCl997高 度 情 報化 人材 育 成標 準 カ リ

キュ ラムCD-ROM版 」

定価:12,600円(本 体価 格12,000円+

消費税 。送料 別)

② テ キス トの普及 ・頒布

改訂版 システ ム ア ドミニス トレー タ

育 成 カ リキュ ラム に準拠 したテ キス ト

を作 成 し,販 売 してい ます 。

口改訂 版 システ ムア ドミニ ス トレー タテキ

ス ト

定価:3,675円(本 体価格3,500円+消

費税)

また,当 研 究 所 が監 修 した第二種 共 通

テキ ス トは,コ ン ピュー タ ・エ ージ社 か

ら出版 され,販 売 してい ます。

③ 購 入等 の問 い合 わせ先

調 査 企 画 部 普 及 振 興 課(TEL:03-

5531-0177)ま で お 問 い 合 わ せ い

た だ く か,CAITホ ー ム ペ ー ジ

(http:〃www.cait.jipdec.or.jp/)をご覧 くだ

さい。

一 一情報処理技術者試験センタ

4月18日 に実施 しました,平 成11年 度春期

情報処理技術者試験の状況を紹介 します。

◎ 概要

情報処理技術者試験は,昭 和44年 の第一

回 か ら数 え て今年 で30年 とな ります 。30年

間の応 募者 総数 は850万 人 を超 え ま した。平

成11年 度春 期 まで の合格 者 総数 は約79万 人

です。 平成6年 度 秋期 に制度 を移行 してか ら

の応 募者 数 は約300万 人,合 格 者数 は約30万

人 です。

平 成11年 度 春 期 情 報 処 理技 術 者 試 験 は,

プロ ジェ ク トマ ネー ジ ャ試験(PM),シ ステ

ム運用 管理 エ ンジニ ア試験(SM),プ ロ ダク

シ ョンエ ンジニ ア試 験(PE),デ ー タベ ース

スペ シ ャ リス ト試験(DB) ,マ イ コ ン応 用 シ

ステ ムエ ンジニ ア試験(ME) ,第 一種情 報処

理技 術 者 試験(一 種),第 二種 情報 処 理技 術

者 試験(二 種),初 級 システ ム ア ドミニ ス ト

レー タ試験(AD)の 八 つ の試験 区分 を実 施

しま した。 なお,今 回 か らADを 年 二 回実施

す る こ ととな りま した。

応 募 者数 は331,300人(前 年 同期比40.0%

増),受 験 者 数 は216,477人(同43.0%増),

受験 率 は65.3%,合 格 者数 は38,377人,全 体

の合格 率 は17.7%で した。応 募者 数が大 幅 に

増 え たの は,今 回 か らADを 実施 したた めで

すが,ADを 除 い た応募 者数 を前 年 同期 と比

べ て も8 .9%増(257,630人)で した。

合格 者 の発 表 は二種,ADが6月4日,一 種

が7月6日,PM,SM,PE,DB,ME(以 下,

高度 試験 とい う)が7月19日 の官報 にて行 わ

れ ま した。

◎ 女性の応 募者,合 格 者

応募 者 数 は57,392人(前 年 同期 比76.7%

増),応 募 者 の女 性 の構 成 比 は17.3%(同

3.6%増),受 験 者数 は39,249人(同80.9%増),

受験 率 は68.4%,合 格 者 数 は7,046人,合 格

率 は18.0%,合 格者 の女性 の構 成比 は18.4%

(同6.6%増)で した。

応募者 数 はすべ ての試験 区分 で昨年 を上 同

一74一

べ,'＼ ・ ジ+ゾzl:"1..ご:tL・uぶ.
。遠



り ま し た 。10%以 上 増 加 し た 試 験 区 分 は 一

種 の19.5%,DBの16.3%,PMの11.8%,

MEのIO.3%で す 。 応 募 者 の 試 験 区 分 別 構 成

比 で は,二 種 が21,761人 で37.9%,ADが

21,315人 で37.1%,一 種 がll,153人 で19.4%

と こ の 三 つ の 試 験 区 分 で94.4%に な りま す 。

ADを 除 い た 構 成 比 で は,二 種,一 種 で

91.1%と な り,平 成10年 度 春 期 の91.2%と ほ

ぼ 同 じ割 合 で した 。 一 種 応 募 者 の 構 成 比 は,

女 性 が12.5%を 占め,再 び 増 加(平 成8年 度

春 期13.4%,9年 度12.7%,10年 度11.8%)

に転 じま した。二 種応 募者 の構 成比 は,女 性

が18.3%と 過 去最 高(平 成8年 度春期14.3%,

9年 度17」%,10年 度17.9%)で した。AD

応 募者 の構i成比 は,女 性 が28.9%(平 成8年

度秋期27.9%,9年 度27.9%,10年 度30.8%)

で した。合 格者 の構成 比が応 募者 の構 成比 を

上 回 った試験 区分 はPM,SM,DBで,PEは

同率 で した。 また,全 体 の合格率 を上 回 った

試験 区分 はPM,SM,PE,DBで した。勤 務

先 別 の合 格 率 で全 体 の 合格 率 を上 回 った の

は,一 種 で は電算 機製造 又 は販 売業 の14.9%,

表1平 成11年 度春期情報処理技術者試験実施結果

注:上:全 体,中:女 性,下:女 性 の 構 成 比

試験区分 応募者数 前年同期 合格者数 合格率

プ ロ ジ ェ ク トマ ネ ー ジ ャ

(PM)

121114 21・2簗
7.8%

ピ一
ンr

[〉

472

織ぶ 麗
、

5.;苔 　3.7%

シ ス テ ム 運 用 管 理 エ ン ジ ニ ア

(SM)

4:173 3.3%158
A冗

7.0%

2.6%

懲 。ぼ辮

5.7%

プ ロ ダ ク シ ョ ン エ ン ジ ニ ア

(PE)

15,311

羅織 瀦 瀕 べ ・

9.2%

6.3%
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㍉
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9.2%
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デ ー タベ ー ス ス ペ シ ャ リ ス ト
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,807 臨 漣

ぷ

7.7%

19.9%
　 「A　

妄'
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11.9%

6.4%

　 ×A""

マ イ コ ン応 用 システムエ ンジニ ア

(ME)

9・8%
、.

12.6%

パ/[ざ 随 …態 ζ器 蔀ピ ぷ課
餓 騨.

231

/

0.9%2.4%

第 一 種 情 報 処 理 技 術 者 試 験

(一 種)

89,498 1±5%5・6389・9%

蝿 牽 … 燈 へ}

8.5%

へ

12.5%

第二種情報処理技術者試験

(二 種)

119,0264.7%13,02816.1%

鍵 盤鍵盤 懸懸盤 懸 盤灘 懸盤 醗懸 謹盤

18.3%16.4%

初級 システ ムア ドミニス トレー タ

(AD)
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・三"鞭^L穀 ぷ5　 、一 ◇ 一ぺご董 酪}ぶ

28.9% 24.3%

合 計

1
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大学 院 の14.0%,二 種 で は一般 企業 の20.5%,

電算 機 製造又 は販売 業の20.1%,ソ フ トウ ェ

ア企 業 の17.2%,ADで は大 学 院 の57.1%,

ソフ トウェア企 業 の36.5%,製 造 業の36.4%,

運輸,通 信,倉 庫,不 動 産業 の36.2%,電 算

機製造 又 は販 売業 の35.8%で す。

◎ 高 度試験(PM,SM,PE,DB,ME)

応募 者数 はすべ ての試験 区分 で昨年 を上 回

りま した。10%以 上の増加 は,DBの19.9%,

PMの11.2%で す 。特 にDBは 毎 年14%以 上

の増 加 率 で,平 成7年 度 春 期(DB第 一 回)

応募 者数7,979人 の約 二倍14,807名 の応募 が

あ りま した。

合格 率 で は,PE,DB,MEの 合 格 率 が平

成10年 度 春期 よ り,そ れ ぞ れ1.2%,1.5%,

1.1%低 くなっ た以外 は,大 きな変 化 はあ り

ませ んで した 。

合 格 者 の平 均 年齢 はPMが37.6歳,SMが

35.0歳,PEが29.2歳,DBが30.8歳,MEが

32.3歳 で,平 成10年 度 春 期 と比 較 す る とそ

れ ぞ れ+0.3歳,-0.6歳,-O.2歳,+0.2

歳,-O.6歳 とな りま した。勤 務先 別 の合 格

率 ですが,電 算機製 造又 は販 売企 業,一 般企

業 の合 格率 がすべ ての高度 試験 で全体 の合格

率 を上 回 りま した。一般企 業 の内訳 で は,人

数 は少 ない ものの,製 造業 の合 格率 がすべ て

の高度 試験 で全 体 の 合格 率 を上 回 りま した。

金 融,証 券,保 険業 で は,PM,SM,DBで

全体 の合格 率 を上 回 りま した。勤務 先別 の合

格 者 の構成 比 で は,昨 年 同様 にME以 外 の試

験 区分 で はソ フ トウ ェア企業 が高 くなってい

ます 。MEで は,一 般企 業 の構 成比 と合格 率

が高 く,中 で も製造 業の構成 比 と合格率 の高

さが 目立 ち ます。

表2合 格者数一覧

PM SM PE DB ME 一 種 二種

電算機製造又は販売業 82 24 52 51 35 400 271

ソ フ トウ エ ア企 業 226 54 447 281 70 1,935 3,206

情 報 処 理 サ ー ビス 業 等 86 53 98 103 9 728 1,409

上記以外の一般企業 74 24 88 75 101 901 1,615

製造業 31 10 51 40 87 535 769

金 融 ・証 券 ・保 険 業 23 6 6 8 0 56 142

官公庁 0 0 5 1 2 51 83

学 校 ・研 究 機 関 1 2 6 4 2 55 101

その他 1 1 7 11 4 71 273

学生 0 0 33 6 8 1,410 5,681

無記入 2 0 6 7 0 87 389

合 計 472 158 742 539 231 5,638 13,028

受験者数 6,070 2,247 9,365 8,433 1,833 56,750 80,707

合格率 7.8% 7.0% 7.9% 6.4% 12.6% 9.9% 16.1%

◎ 第一種情報処理技術者試験(一 種)

応募者数は89,498人 と前年同期比13.5%増

加 しました。合格者数は5,638人,合 格率 は

9.9%で,そ れ ぞれ1,491人,4.6%減 少 して

い ます 。合格 者 の平均 年齢 は26.5歳 と0.2歳

低下 してい ます 。勤務先 別 の合 格率 で全体 の

鍵
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合 格率 を上回 ったの は,電 算機 製造又 は販 売

企 業,一 般 企 業 で合格 率 が そ れぞ れ14 .8%,

12.2%で した。一般 企業 の 中で は
,運 輸,通

信,倉 庫,不 動 産 業 が16 .2%,製 造 業 が

15.1%と 高 くな ってい ます。

社 会人 と学 生 の比 較 では,社 会 人の合格 率

が8.8%に 対 し学 生 は16 .6%と 学生 が社 会 人

を上 回 りま した。学生 で全体 の合格率 を上 回

ったの は,大 学 院 の27 .9%,大 学 の19.8%,

短 大 ・高専 の15.4%,専 修 学校 の10 .4%で す。

合格 者 の構 成比 が最 も高 い ソフ トウェア企

業 の合格 率 は7.8%と 全体 の合格 率 を下 回 る

結 果 とな りま した。

◎ 第二種情 報処理技 術者 試験(二 種)

応募 者数 は119,026人 と前年 同期 比4 .7%増

加 しま した。 合格者 数 は13,028人,合 格率 は

16.1%で,そ れぞれ325人 増 加,0 .4%減 少 し

てい ます 。合格者 の平均 年齢 は24 .5歳 と平成

10年 度春 期 と同 じで した。 勤 務先 別 の合 格

率 で全 体 の合格率 を上 回 ったの は,一 般企 業

で21.6%,ソ フ トウェア企業 で17 .7%,電 算

機 製造又 は販 売企業 で17.6%で した。 一般企

業 の 中で は,製 造 業 が24.2%,運 輸,通 信,

倉庫,不 動 産業 が24.0%,金 融,証 券,保 険

業が22.4%と 高 くなって い ます。

社 会人 と学生 の比較 で は,社 会 人 の合 格率

が17.2%に 対 し学 生 は15.0%と 一種 とは逆 に

社 会 人が学生 をを上 回 りま した。学 生で 合格

率 が 高 い の は,大 学 院 の35.5%,大 学 の

18.9%で す。専 修 学校 の合格 率 は,11.5%で

した。

◎ 初 級 シ ス テ ム ア ドミニ ス トレ ー タ 試 験

(AD)

今 回か ら年 二 回の実施 とな り,受 験 者 に と

って は受験 機会 の増加 とな りま したが ,応 募

者 数 は,二 種 同様 に秋期 よ り春期 の方が少 な

表3AD勤 務先別応募者,合 格者比較表

平成10年 度 秋期 平 成11年 度春期
応募者数 構成比 合格者数 合格率 応募者数 構成比 合格者数 合格率

電算機製造又 は販売業 6,758 6.2% 1,134 22.8% 5,169 7.0% 1,195 33.7%
ソ フ ト ウエ ア 企 業 9,341 8.6% 2,376 35.7% 6,661 9.0% L889 41.8%
情 報 処 理 サ ー ビス 業等 11,264 10.4% 1,539 19.1% 9,159 12.4% 1,662 26.2%,

上 記 以 外 の 一 般 企 業 36,538 33.7% 8,580 31.3% 25,600 34.7% 7,427 41.5%
官公庁 2,169 2.0% 701 44.2% 1,726 2.3% 596 52.6%
学 校 ・研 究機 関 1,838 1.7% 487 36.9% 1,384 1.9% 417' 46.1%

そ の他 6,642 6.1% 897 19.9% 5,421 7.4% 1,069 30.6%
無記入 4,077 3.8% 645 21.9% 3,062 4.2% 666 31.6%
社 会人合計 78,627 72.6% 16,359 28.5% 58,182 79.0% 14,921 37.4%
大学 院 522 0.5% 272 66.8% 299 0.4% 142 70.3%
大学 13,384 12.4% 2,682 26.1% 8,683 11.8% 1,898 32.8%
短 大 ・高専 1,302 1.2% 93 9.2% 886 1.2% 76 11.2%
高校 3,993 3.7% 275 7.7% L739 2.4% 186 11.9%
専修学校 10,138 9.4% 1,283 15.8% 3,735 5.1% 324 11.6%
そ の他 375 0.3% 39 13.1% 146 0.2% 22 20.8%
無記入 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
学生合計 29,714 27.4% 4,644 19.6% 15,488 21.0% 2,648 23.8%
総 合 計 108,341 100% 21,003 25.9% 73,670 100% 17,569 34.4%
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くなってい ます。

平 成10年 度 秋期 と平 成11年 度 春期 の応募

者 数 を比 較す る と,平 成10年 度 秋 期 の 応募

者 が108,341人 に対 し平 成11年 度 春 期 は

73,670人(32.0%減)と な りま した。 勤務 先

別 応募 者 状 況 で は,平 成10年 度 秋期 は一 般

企業 と学生 で61.1%の 応 募者 数が あ りま した

が,平 成11年 度 春 期 の 一般 企 業 と学生 で は

55.7%で した。 平 成11年 度 春 期 は この二 つ

の勤務先 区分 の減少 が応 募者 の減少 に大 き く

影響 した ようです 。特 に学生 の減少 は大 き く

平成11年 度 春期 は平 成10年 度 秋期 の47.9%

減 とな りま した。

平 成11年 度 春 期 の 合 格 者 数 は17,569人

(合 格率34.4%)と,平 成10年 度 秋期 よ り人

数 は3,434人 減 少 し ま したが,合 格 率 で は

8.5%高 くな って い ます 。合格 者 の平 均 年齢

は30.1歳 と平 成10年 度秋 期 と比 較 して,2.0

歳高 くな ってい ます 。勤務 先別 での合格率 で

全 体 の 合 格 率 を上 回 っ た の は,官 公 庁 の

52.6%,ソ フ トウ ェア企 業 の41.8%,一 般企

業 の41.5%で す 。一般企 業 の内訳 では,製 造

業 が48.3%,金 融,証 券,保 険業 が45.9%,

運輸,通 信,倉 庫,不 動産 業が".4%と 高 く

な って い ます 。 学 生 の 合 格 率 で は,大 学 が

32.8%,短 大 ・高 専,専 修 学 校,高 校 は

11%台 とな ってい ます。

産業情報化推進センタ

1.ビ ジ ネ スプ ロ トコル に関す る検 肘

当セ ンターでは,平 成9年 か ら,パ ソコン,

ソフ トウェア及び関連商品の業界 における

EDI標 準 の策定 を目指 して,「 小型 コ ンピュ

ー タ業界EDI取 引委 員会」 を設 置 して
,検 討

を進 め て きま した 。 当委 員 会 で は,平 成11

年3月 に公 表 した,「 小 型 コ ン ピュー タ業 界

EDI取 引標 準(バ ー ジ ョ ン1)」 の改 良作 業 を

行 ってお ります。 メ ッセー ジ仕様 は,イ ンタ

ー ネ ッ トで 公 開 して い ます 。 公 開 の 方 法

URLな どは,JIPDECの ホ ー ムペ ー ジ をご覧

くだ さい。

また,当 セ ンター では,学 識者,業 界有識

者等 か らなる電子 デー タ交換標 準化 調査研 究

委 員 会 を設 置 して,EDIFACTシ ンタ ックス

ルー ルバ ー ジ ョン4.0及 び,CIIシ ンタ ックス

ル ールバ ー ジ ョン3.00のJIS化 の作 業 を行 っ

て い ます。 本 年 度 は,EDIFACTシ ンタ ッ ク

ス ルー ルバ ー ジ ョン4.0の 第4部,第5部,第

6部,第7部 及 び第9部 のJIS原 案 の検 討並 び

に,CIIシ ン タ ックス ル ール3.00の 第4部 の

JIS原 案 の検討 を進 めてい ます。

当 セ ン タ ー で は,XMLIEDIの 検 討 を

実 施 し て い ま す 。 前 号 で ご 紹 介 し た

「CII標 準 ベ ー スXML/EDIの 提 案 」

(URL:http://www.jipdec.or.jp!cii!cii_xml.html)

は,「CII標 準 ベ ースXML/EDIマ ッ ピング規

則 バ ー ジ ョン1.0」 とタイ トル を改 め,当 セ

ンター に寄せ られた意見 を反映 しつつ,現 在

第7版 を公 開 して い ます。今 回か ら,マ イク

ロ ソフ ト社 の イ ンターネ ッ トエ クス プ ロー ラ

5で 参照 で きる簡単 なサ ンプ ル も併せ て公 開

してい ます 。

当 セ ンターで はEDIの 普 及 に資 す るた め,

業界横 断的 に使用 可能 な標 準企 業 コー ドの登

録 管 理 を行 ってい ます 。 この登録 社 数 はCII

標 準 に基づ くEDIを 実施 して いる企業 数 の 目

安 とす る こ とがで きます が,平 成11年H月

に6,㎜ 社 を超 えま した。
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2.ユ ー ザ シ ス テ ム の 高 度 化 に 関 す る

検 討

(1)情 報 システ ム ・ユ ーザ 問 題 に関 す る検 討

情報 システム ・ユ ーザ にお ける様 々 な問題

点 につ いて現状 を調査 し,多 くの業界 団体 の

代 表者 を交 えて解決 に向 けて検討 を行 ってい

ます。今年度 はTCO(TotalCostofOwnership)

につ い て研 究 を深 め る ため ,TCO研 究会 を

開催 して情報 シス テム ・ユ ーザ にお ける情 報

化投資効 果 を測定 す るための研 究 を行 ってい

ます。研 究結果 を広 く公表 して関係 各組織 に

情 報 を提供 してい く予 定で す。

(2)ADCメ デ ィアに関す る検討

通信 ネ ッ トワー ク上 のEDIと 並行 して,実

際 に生 じる物流 を情報 と一体化 させ るための

ADC(AutomaticDataCapture:自 動 デ ー タ収

集)メ デ ィアを利用 した 「AIDC(Automatic

IdentificationandDataCapture:自 動認識 お よ

びデー タ収集)技 術 」 の普及動 向お よび標準

化動 向 につ いて検 討 を行 ってい ます。

今 年 度 は,RFID(RadioFrequency

IDentification:無 線 認識)の 物流 業 務 にお け

る利用事例 に焦点 を当 て,モ デ ル シス テム を

想 定 しての実用性能 や将来 的可 能性 な どを広

く検 討 し,産 業界 に与 える影響 を検討 してい

ます。検討結 果 は関係各 組織 に情 報提供 す る

とと もに,ISO/IECSC31で の 日本 提 案資 料

として活用 して もら う予定 です。

3.ECの 基盤 整 備 に関 す る調 査研 究

産業界 を取 り巻 くECに 関する法制度問題

については,こ れまで 「産業界のシステムお

よびそれに関する制度問題の調査」を継承す

る形で進めてきています。

従来は受け払い中心で,特 定企業間におけ

るクローズ ドなネットワーク環境を前提にし

たEDI取 り引 きに重点 をおいた検討 を加えて

きましたが,現 在は企業間電子データ交換 と

しても最近注目されてきたオープンネットワ

ークに関する環境や技術をも視野に入れた検

討を進めています。

今年度は,国 際化,ネ ットワーク化が進む

企業間取引についての産業界の実態に対応す

るため,イ ンターネッ トを利用 したEDIお よ

び認証について,そ の可能性 と法制度面か ら

の問題点を検討しています。

4.ECの 普 及 促 進 に関 す る 調 査 研 究

わが 国 のECの 普 及 ・啓 蒙,業 種横 断 的 な

共通課 題 の検 討 お よび関係 者 の情報交 換 の場

と して,62(平 成11年11月 現 在)の 業界 団

体 お よび関係4省 庁(オ ブザ ーバ:通 商産 業

省,大 蔵省,運 輸 省,建 設 省)で 組 織 す る

「EDI推 進協 議 会(JEDIC)」 の事 務局 と して,

今 年度 も各種活 動 を行 ってい ます 。

JEDICの 普及 ・啓 蒙 活動 の 中心 は,年4回

の普 及研 修 会(平 成11年6月4日 ,9月3日,

12月3日,平 成12年3月3日)と 平成6(1994)

年 か ら開始 したEDIフ ォー ラム(7月7日)で

す 。

9月3日 に開催 した第2回 普 及研 修 会 「EDI

に よるSCMの 実 現」 に は178各,12月3日 に

開催 した第3回 普及研 修 会 「中小 企 業 に向 け

たEDIの 実践 的 な導 入」 に は121名 の参 加 が

あ り熱 心 な聴 講 と活発 な質疑 が行 わ れ ま し

た。今後 開催 予定 の研 修会 に関す るプ ログ ラ

ムの詳細 は次 のJEDICホ ームペー ジ を参 照 し

て下 さい。

(URL:http・〃www.jipdec.・r.jp/・ii/j・di・!・,w、/

semig9.htm)

JEDIC会 員 の皆 さ まの ご協 力 に よ り平 成8

年度 か ら実施 してお ります 「国内外 のEDI実
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態調査 」 を,今 年度 も年 内の実施 を予定 して

お ります ので,ご 協 力の程 お願 い致 します。

9月 に ソ ウ ル(韓 国)で 開催 さ れ ま した

EDICOM'99に 参 加 し,EDI関 連 の情 報 収

集 と情 報交 換 を行 い ま した。 今 年 で10回 目

を迎 え るEDICOM'99は,ア ジ ア太 平洋 地域

で のEDIの 発 展 を図 ろ う とす る12の 国 と地

域 に よ っ て構 成 され て い るAFACT(Asia

CouncilfortheFacilitationofProceduresand

PracticesforAdministration,Commerceand

Transport:ASEBか ら発 展)の メ ンバ ーを対

象 に,域 内のEDI/EDIFACTに 関す る啓 蒙 普

及 の ための様 々な情 報交換 の場 と して設 け ら

れ た ものです 。会議 の概 要 につい てはJEDIC

の ホームペ ー ジにあ る 「産業 と情 報」及 び 同

JEDICNewsletterNo.43に 掲 載 されてい ます。

また,同9月 に リマ(ペ ルー)で 開催 され

ま した 第20回APEC-TEL(ア ジ ア太 平 洋 経

済協 力会議 一電気 通信WG)に 通産省 とと も

に参 加 し,日 本 のEDIの 現状 を報告 す る と と

もに,国 内企 業 とAPEC地 域 との国 際EDIに

つ い て の 実態 調 査 に 関す る実 施 方 法 につ い

て,意 見交換 を行 い ま した。平 成12年3月 に

開催 予 定 の 第21回APEC-TEL-WG(開 催 地

未定)で,こ れか ら実施 す るEDI実 態調査 の

結果 を報告 す る予定 です 。

また,11月 に東京 で 開催 しま したCALS/

ECJapanl999に,JEDICの 立場 でわが 国 にお

けるEDI/EC等 につい ての報告(チ ュー ト

リアル)を 行 い ま した。

5.産 業 の情 報化 に係 る普 及 ・広 報

(1)「産業情報化 シンポジウムjの 開催

(財)日 本情報処理開発協会 ・産業情報化推

進センターと日本経済新聞社は,平 成11年

度の情報化 月間行事の一環 として 「第15回

産業情報化 シンポ ジウム」 を平成11年10月

29日(金)(会 場:日 経 ホール(東 京都千代

田区大手 町))に 開催 し,約420名 の参加 を

得 ました。今回のテーマは 「電子商取引の環

境整備と法的課題 一安心して取引ができる

ための制度インフラの整備一」です。 当日

のプログラムは下記の通りですが,シ ンポジ

ウムの概要 につ きましては,12月 下旬の 日

本経済新 聞本紙 に報告記事が掲載される予定

です。また,当 セ ンターか らも,平 成12年1

月発行予定のJEDICNewsletterNo.44に 概要

を,ま た同3月 に詳細 な会議録 をいずれ も

JEDICの ホー一…ムペー・一ジ上で公表する予定です。

〈プログラム〉

・主催者挨拶

井川 博((財)日 本情報処理開発協会

会長)

佐藤富男(日 本経済新聞社 取締役

東京本社広告局長)

・基調講演 「新世紀 を迎える電子商取引の

現状と展望」

太田信一郎(通 商産業省

機械情報産業局長)

・基調講演 「電子商取引 における法的課題

一電子認証を中心 として一」

松本恒雄(一 橋大学大学院法学研究科

教授/通 商産業省 「電子商

取引の環境整備に関する勉

強会」座長)

・講演 「情報財の取引ルールのあり方とイ

ンターネット

吉田一雄(清 和大学法学部専任講師/

(財)ソ フ トウェア情報セン

ター(SOFTIC)「 情報契約

法研究会」委員)

・パ ネルディスカッシ ョン
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「電子商取 引 の安 全 と信 頼 にむけ て」

一制度 イ ンフラの整備 の あ り方 一

・モ デ レー タ:

稲垣 史則(通 商産 業省機械情 報産 業局

電子政策課情報政策企画室長)

・パ ネ リス ト:

夏井高 人(明 治大学法 学部教授)

田尾 陽一(エ ン トラス トジ ャパ ン(株)

代 表取締 役社長)

則 近憲佑((財)ソ フ トウェア情 報セ ン

ター(SOFnc)専 務理事)

伊 藤 正 志(ソ ニ ー(株)ロ ジ ス テ ィ ク

ス&プ ロキ ュアメ ン トセ ン

ター 渉外 業務部 課長)

重松孝 明(電 子 商取引実証推 進協議 会

(ECOM)主 席研 究員)

(2)広 報誌 「産業 と情報 」 の発行

わが 国産業界 の情 報化動 向 を広 く各 方面 に

周 知 す るた め,「 産 業 と情 報 」 を発 行(年2

回:9月,3月)し,会 員 ・関係 者 へ 配付 し

てお ります 。 「産 業 と情報 」 は これ まで冊 子

体 の形 式 で発 行 して まい りま したが,第39

号(平 成11年9月 発 行)分 か ら,全 文JEDIC

の ホー ムペ ー ジ に公 開 し,EC/EDI関 係 者 に

広 くご活用頂 くこ とに しま した。 内容等 に関

す る皆様方 か らの ご意 見,コ メ ン トをお待 ち

してお ります 。

6.先 進 的情 報 シ ス テ ム 開 発 実 証 事 業

推 進室

平成10年 度 の補正予算 を活用 し,電 子商

取引等の本格 的実用化 を促 進することによ

り,わ が国経済の構造改革,景 気浮揚 を図る

ことを目的 として,当 推進室では,情 報処理

振興事業協会(IPA)か らの委託 を受 けて,

平成10年 度第一次補正予算 に係わる事業 「先

進的情報システム開発実証事業(電 子商取引

の実用化等)」 と第三次補正予算 に係 わる事

業「産業 ・社会情報化基盤整備事業」の2業 務

を実施 してい ます。

(1)第 一次補正事業

第一次補正事業では平成11年3月 と6月 の

2回,中 間納品の受入 ・検収手続 きを行いま

した。完了した事業についても,逐 次手続 き

を進めています。

また,当 事業の概要 を周知するため,日 本

語お よび英語での概要書の作成,ホ ームペー

ジへの掲載を行い ました。

更に,開 発および実証実験に対す る立会検

査,平 成12年2月15,16日 に予定 している

事業成果発表会の準備を進めています。

(2)第 三次補正事業

採択 された39件 との請負契約 を完了 し,

平成11年10月 末の第1回 目中間納 品の 受

入 ・検収手続 きを進めています。

また,第 一次補正事業 と同様,当 事業の概

要 を周知するため,日 本語および英語での概

要書の作成,ホ ームページへの掲載 を行 いま

した。

《電子商取引実証推進協議会(ECOM)》

1.運 営 委 員会/理 事会1総 会 等 の 開催

平成ll年7月 に開催 された平成11年 度第2

回理事会 にて(財)日 本情報処理開発協会の井

川会長がECOM会 長 に選任 され ました。 ま

た同理事会にて運営委員の選任について審議

の上,原 案 どお り承認 されま した。同月の第

3回 運営委員会において,(財)日 本情報処理

開発協会の宮川常務理事を運営委員長に選任

しました。
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平成11年7月2日 にホテル 日航東京におい

て平成11年 度総会が開催 され ました。総会

では理事 ・監事の選任の後,平 成10年 度事

業報告 ・同収支決算,平 成11年 度事業計画 ・

同収支予算がそれぞれ報告されました。

2.ワ ー キ ン ググル ープ(WG)等 の活

動

会員企業を中心 に学識者,有 識者で構成 し,

実証 プロジェク トと連携 しつつ,EC実 用化

のための具体的方策等 について検討 しまし

た。各WG,国 際課,調 査課の活動 は以下の

とお りです。

2-1消 費者WG

消 費者WGで は,消 費者 取 引 環 境 整備

SWG(サ ブ ワーキ ンググループ)と 消費者

情報SWGの グループ毎 にテーマ を掲げて活

動 を行 ってい ます。消費者取引環境整備

SWGは,活 動 テーマ として,「EC上 での消

費者取引の環境整備」 を挙げ,裾 野拡大 と信

頼 あるEC取 引のため,消 費者 と事業者へ 向

けたりテラシー向上への具体的施策をはかる

ことを目標に,調 査活動 を行いました。消費

者情報SWGで は,EC上 の個人情報の抽出 と

課題整理,お よびEC上 の消費者情報保護 の

ための課題整理を行いました。

2-2認 証 ・公証WG

当WGで は,ECOMフ ェーズ2開 始当初 よ

り,認 証 ・公証の適用範囲拡大による裾野の

拡大と新たなビジネスチャンスの創出を基本

方針として,2つ のSWGに おいて3つ の検討

テーマを柱に活動 を行いました。企業認証 ・

公証SWGで は,企 業間ECに おける認証 ・公

証の適用について検討を行いました。相互運

用性検討SWGに おいては,消 費者ECの スケ

ール拡大に向けた認証の相互運用を実現する

ための運用課題 として,認 証局の責任及び認

証の レベル と本人確認方式について検討を行

いました。

2-3電 子決済WG

本WGは,企 業消費者間電子決済の普及阻

害要因の分析 を行 う電子決済WGサ ブワ・・一一・キ

ングA,企 業間電子商取引における電子決済

を核としたビジネスプロセスの検討をする電

子決済WGサ ブワー一・一キ ングB,お よび接触型

ICカ ー ド用共 同利用 型端末 の基本仕様要件

の作成と端末インフラ構築に関する課題の検

討を行う電子決済WGサ ブワーキ ングCで 構

成 されています。

サブワーキングAで は消費者企業間電子決

済普及 を目的に調査を行いました。サブワー

キングBで は,現 行の取引プロセスの電子化

を試み,債 権債務の確定 に主眼 をおいて課題

を抽出しました。サブワーキングCで は,IC

カー ド端末インフラ整備 を目的としてシステ

ム運用制度面より基本課題の解決策対応方法

についてのガイドラインを検討 しました。

2-4セ キュリテ ィWG

本WGで は,電 子商取引のセキュリティ関

連の研究と成果の普及を目的として活動を行

っています。① セキュリティーマーク付与

制度,② 電子商取引 きビジネス にお けるセ

キュリティ,及 びセキュリティ技術の最新動

向の調査,③ フェーズ1で のセキュリテ ィ評

価基準書 と暗号技術解説書のバージョンアッ

プ,に ついての調査 ・研究活動を実施 しまし

た。

2・5リ スク評価WG

本WGで は,昨 年度企業消費者間の取引等

に関して,ビ ジネスプロセスに即 した りスク

分析 ・評価 を行いました。ECに 参加す る関

係者のコス ト負担や担保,保 険制度のあ り方
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等 につい て検 討 す るた め に,下 記 の4つ の サ

ブ ワーキ ング(SWG)を 設 置 して,調 査 活

動 を行 い ま した。

ECと 通販 の リス ク比 較調査SWG

米国ECリ ス ク調査SWG

欧州ECリ ス ク調査SWG

ECリ ス ク処理方 法調査SWG

2-6ビ ジネス プロセ スWG

ビジ ネス プ ロセ ス ワー キ ング グ ル ー プで

は,中 小企 業 のための電子 商取引検 討サ ブ ・

ワー キ ング グルー プ,ビ ジネス モデル作成 サ

ブ ・ワー キ ンググル ー プ(1,2,3)に 分 か

れて活動 を行 ってい ます。

中小 企 業 の ため の電 子 商取 引検 討SWGで

は,中 小 企業 の事 業者 を対 象 に,サ イバ ース

ペ ース のECビ ジネ ス コ ミュニテ ィの形 成 に

つ いて検討,中 小 企 業 に よるECビ ジネ コ ミ

ュ ニテ ィへ の参 画 を容 易 にす るEC環 境構 築

のための調査 ・分析 を行 い ま した。

・ビジネスモデ ル作成 サ ブ ・ワーキ ンググル

ー プ1(国 内)
,2(海 外)で は,98年 までの

「日米ECの 成功 ビジネスモ デル調査 」 を継

続 ・発 展 させ,日 米 のECの 実態 について,

事業 者の現状 を検 討 しま した。

・ビジネスモ デル作成 サ ブ ・ワー キ ング3で

は,2年 をめ どに実 用化 され る次 世代 イ ン

ターネ ッ ト技術 をビジネスモ デルの観 点 か

ら調査 し,そ れ らの技術 が可能 とす る新 し

い ビジネスのあ り方 を検討 しま した。また,

ビジネスプ ロセ スの標準化動 向 を調査 しま

した。

2-7国 際 取引 ・貿易手続WG

本WGは 平 成10年 度 に引 続 き,貿 易 金 融

プ ロセスの電子化 に関す る活動 を行 ってい ま

す 。 平成10年 度 の活 動 との大 きな違 い は通

産省 第三次補 正予算 プロ ジェク トの実 運用 を

目指 す実証 実験 「貿 易金 融EDI共 通基 盤 シス

テ ムの開発」の構 築 を背 景 に してい る点 です。

活動 に当 っては,普 及サ ブ グルー プ,ル ール

サ ブ グルー プ,シ ス テ ム ・技 術 サ ブグルー プ

を設 け,各 サ ブグル ー プで専 門 的検 討 を行 い

ま した。

2-8国 際課

現 地調 査,視 察 団 に よる調査 ・意 見 交換,

文献 お よびWWW検 索 な どに よっ て,海 外

のEC最 新状 況 を把 握 し,動 向 を と りま とめ

ま した。具 体 的 には,以 下 の調査 活動 を行 い

ま した。

(1)現 地調査 に よるEC動 向の調査

(2)第2回ECOMツ アー に よる動 向調 査(欧

州)

(3)文 献,WWWに よる調査

2-9調 査 課

平 成10年 度 に実 施 したECの 市場 予 測 を検

証 す るた め,平 成11年 度 のEC市 場 規模 を算

出 し,EC化 の動 向 を分 析 を行 い ま した。 ま

た,国 内 にお け るEC関 連 デー タの収 集 ・整

理 を行 い ま した。

3.プ ロ ジ ェ ク ト連 絡 調 整 委 員 会 の 活

動

実 証 プ ロジェ ク ト間の相 互連 絡お よびプ ロ

ジ ェク トとWGの 交流 ・連携 ・調 整 を図 る こ

とを目的 に,「 プ ロジェ ク ト連 絡調整 委員 会」

を7月6日 と10月13日 の2回 開催 し,以 下 の

補 正予算 プロ ジェク トの報告 と意見 交換 を行

い ま した。

① 平成7年 度 補正 予 算 プ ロジ ェ ク トの 成

果報告

・メデ ィアポ ー ト日本

・SECE

・CCC(サ イバ ・-pマ ース シテ ィ)
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② 平 成10年 度補正 予算 プロジ ェク トの成

果報告

・消 費 リー ダー分析 に よる次世代 ウェ

ブ ・マ ーケ テ ィング手 法

・企 業 間電子 調達基 盤 シス テムの構築

・ICカ ー ドに よる消 費 者 決 済統 合 シ

ステ ムの実用化検 証

・小 売 業 にお け るWEB-EDIに よ る企

業 間電子 商取引 の実用化

・電子 部 品 ネ ッ トーイ ン ター ネ ッ トを

活 用 したサ プ ライチ ェー ンー

4.普 及 広 報 関 連 の 活 動

ECOMの 活 動 状 況 や 成 果 を 会 員 お よ び

一 般 に広 く普 及 す る た め
,機 関誌(ECOM

TODAY)を 作 成 した ほか,会 報 誌 「ECOM

か わ ら版 」 の第27号 ～29号 を発 行 す る と と

もに,「ECOMセ ミナー」 を3回 実 施 しま し

た。 また,WWWサ ーバ ーの充実 を進 め,ア

クセス数 も順 調 に伸 びを示 してい ます 。また,

展示会 や講演 等 におい て,ECOMの 成果 を積

極 的 に紹介 しま した。 さ らに,ECの 普 及 を

図 る ため,EC体 験 キ ャ ンペ ー ンを全 国各 地

で実施 しま した。

4-1ECOMセ ミナ ーの実施

以 下 の通 りECOMセ ミナ ー を実 施 しま し

た。

第31回ECOMセ ミナー

日時:平 成11年7月16日(金)

13:30～16:45

プログラム:

・「フ ァンク ラブ型 マ ー ケ テ ィ ングの展

望atCLUBマ ネー プ ラ ン入 門ス クール

のめ ざす もの」

未 来編集(株)校 條 諭

・「iモ ーードの概要 と今 後 の戦略 」

NTT移 動 通信網(株)夏 野 剛

・「ECと 書籍 の未来」

電子書 籍 コンソー シアム

小 林 龍 生

第32回ECOMセ ミナー

日時:平 成11年9月28日(火)

13:30～16:45

プログ ラム:

・「電子 商取 引 の環 境整 備 の 一環 と して

の法 的課 題 の検 討 につい て」

通 商産業省 龍 崎 孝 嗣

・「ス マ ー ト ・コマ ース ・ジ ャパ ンにつ

いて」

(株)東芝 伊 藤 和 幸

・「欧 州のEC
,電 子決済 電子 マ ネーの最

新 動 向」

ECOM電 子 決済WG青 島 幹 郎

第33回ECOMセ ミナ ー

日時:平 成11年10月28日(木)

13:30～16:45

プロ グラム:

・「茶 の 間 と地域 のDreamcast」

(株)CSK西 岡和比古

小 林 彰

・「企 業 間電子調 達 基盤 シス テ ムの構 築

につ いて」

松 下電器 産業(株)・福 井敏 文

・「イ ンター ネ ッ ト上の法律 問題」

弁護士 ・イ ンターネ ッ ト協議 会代 表

牧野二郎

4-2EC体 験 キ ャンペ ー ン

実 際 にECを 体験 して も らうた め,以 下 の

各地 にお いてEC体 験 キ ャ ンペ ー ンを実 施 し

ま した。

ビジ ネス シ ョウ(5月18～21日)

東京 ビ ッグサ イ ト;1,000名
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大分IPC研 究 会(6月7日)

大分 県地域経 済情報 セ ンター;20名

AI応 用連続 セ ミナー(6月25日)

1肥CALS会 議室;16名

中野 ブロー ドウエ イ商 店街(7月8日)

同商店街 会議 室;20名

NTr西 日本 セ ミナー(7月29日)

NTr西 日本東海研修 セ ンター;32名

暮 らしのデ ジ タル イ ンパ ク ト展(8月21日)

TEPIA;70名

三谷 情報 フェア(8月25日 ～26日)

三谷産業 本社(金 沢);70名

日常 生活の 中のEC(8月30日)

ECOM会 議室;24名

体 験 キ ャ ンペ ー ンin札 幌(9月5日)

札 幌三越前街頭;285名

大 阪COMMUNET'99(9月14～16日)

大阪ATCホ ール;1,500名

EC体 験講座in清 水(10月20日)

清水 ベ ル アー ジュ;80名

EC体 験 講座in東 京 商 工 会議 所 中 野 支部

(10月22日)

東京 商工会議所 中野支部;75名

一…企業間電子商取引推進機構ナー

企業間電子商取引推進機構(JECALS)は

平成10年7月1日,当 面2年 間を目途 に活動

することで事業活動をスター トしました。そ

の意味で今年度はひとつの締めくくりの年に

当たり,平 成12年2月15,16の 両 日には平

成10年 度補正事業の成果報告会 とタイ ミン

グを合わせ,JECALSで も同 じ東京全 日空 ホ

テル を会場 に平成11年 度事業成果報告会 を

開催 す る予定 です(た だ し,旧STEP推 進 セ

ンターか ら引 き継 い だ事業 につ いて は3月 の

報告 会開催 を予 定)。

また,こ れ に先 立 ち,平 成11年11月2日

か ら5日 までJECALSがCALS推 進 協 議 会 ,

ECOMな どと共催 した 「CALS/ECJapan1999」

で はチ ュー トリアルや論 文 セ ッシ ョン,ワ ー

クシ ョップで は講 師 と してJECALSか ら も参

加,一 部 です が 日ご ろの研 究活 動 内容 や 中間

成果 な どを報告 しま した。 また,期 間 中に東

京 ・有 明 で開催 され た情 報通信 技術 の総 合展

示会COMJapanで もCALS/ECJapan1999主 催

者 コーナ ー にJECALSか らも出展,企 業 間電

子取 引 や国際標準 化活動 の重 要性 を来場者 に

ア ピール しま した。

以 下,各 部 門の現状 と今年度 の計 画 を中心

に紹 介 します。

1.調 査 広 報 部

EC/CALS調 査 委 員会 の もとに 「事 例調査 」,

「海 外動 向調査 」,「製 品,サ ー ビス調査 」 の

3つ の分 科 会 を設置,国 内 及 び先進 諸 国 に は

企業 間電子 商取引 に関 して どん な実用化 事例

が あ り,導 入 をめ ざす企業 に とって どん なシ

ス テムやパ ッケ ージが利用 可能 に なってい る

か を調 査 してい ます。10月 には 欧州 の実 情

を知 るための調査 チ ーム を ドイツ,フ ラ ンス,

フィ ンラ ン ド,オ ラ ンダ,英 国 な どに派遣 し

た ほか,12月 には 米 国調 査 チ ー ム も出発 す

る予 定です。

これ らの調査 成果 は今年度 中に報 告 書や多

くの人が理解 しやす い よ うに表現 した ガ イ ド

ブ ックにま とめ るほか,デ ー タベ ース化 して

産業界 で広 く活 用 して もらうこ とに してい ま

す。 この ため,デ ー タベ ース化 に並 行 して,

電 子商取 引関連 の ソ フ トウエ アやサ ー ビス を
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提 供す る企業 やそ れ らを必 要 とす る企 業が ホ

ームペー ジか ら随時情 報 を登 録 した り
,い ろ

い ろ な角度 か ら検索 で きる シス テム を開発 中

で,来 年春 には正式稼働 す る予定 です。

CALS!ECJapan1999で は その プロ トタイプ

を 「B2BECSQuARE」(仮 称)の 名 で展示,

来場 者 に実 際 にパ ソコ ンに触 れ て もらうと と

もに,今 後 の利用 や情 報 の登録 を呼 びかけ ま

した 。 ち な み にB2BECと はBusinessto

BusinessElectronicCommerce(企 業 間電子 商

取 引)を 省 略 した表現 です。

2.プ ロジ ェク ト推進 部

プロジェク ト推進部では,平 成9年 度で活

動 を終えた生産 ・調達 ・運用支援統合情報シ

ステム技術研究組合(CALS技 術研 究組合,

NCALS)の 研 究成果な どをも引 き継 ぎ,産

業界において企業間電子商取引の実用化を促

進させるための共通基盤整備事業を実施 して

います。

(1)企 業間電子商取引実用化のための共通基

盤の整備

企業間電子商取引の実用化のために必要と

なる技術面,制 度面 を網羅 した共通基盤 を確

立 し,本 格的実用化 と普及 に向けた環境 を整

備するため,ビ ジネスモデル,情 報共有,通
'信インフラの3つ の側面か ら

,実 用化のため

の具体的な方策や利用にあたってのガイドラ

インの整備等を行うこととしました。そのた

め,会 員企業 ・団体の実務者 ・システム技術

者を中心 とするワーキンググループ(WG)

を設置 し,平 成11年 度末 までの予定で企業

間電子商取引の環境整備に向けた検討を行っ

てお ります。

また,平 成10年 度政府補正予算 に基づ く

「先進的情報システム開発実証事業」,「産

業 ・社会情報化基盤整備事業」等の実施プロ

ジェクトをはじめとする企業間電子商取引の

実証研究に取 り組むプロジェク トに対 して

も,上 記のWG等 の場 を通 して,情 報交換 の

場の提供,課 題の抽出 と解決策の調整等 を行

っています。現在は,こ れ らプロジェク トと

も連携 しながら,基 礎資料の収集並びに海外

の関連情報を収集 し,主 に当該分野 における

課題抽出や方策検討に際しての調査研究を鋭

意実施しているところです。

ビジネスモデルWGで は,企 業間電子商取

引の広い概念 として認識されつつあるサプラ

イチェーンマネジメント(SCM)を 中心 に

取 り上げ,①SCMに 対す る要件抽出 ・整備,

② 企業間電子商取引の底辺拡大 に向けた諸

課題の検討,③ 権利関係(著 作権 ・知財権)

等の諸制度 の運用 ガイ ド作 成の3つ のサ ブ

WGを 設置 して,そ れぞれ詳細な検討 を行 っ

てお ります。現在SCMで はSCMに 関する内

外事例の調査,ビ ジネスモデルの検討,ビ ジ

ネスモデルで着実 に効果 を上げていくための

方策,課 題 運用ルール等 について検討 して

お ります。また中小企業がSCM等 に容易 に

参入で きる環境を整備するため,中 小企業へ

の ヒヤ リングを行い,普 及拡大 を推進す る要

因及び阻害する要因と対応方策を検討してお

り,今 後 「経営者向けEC導 入 ガイ ドブック」

を取 りまとめるための検討を行う予定です。

法的な課題(取 引方法,契 約,知 的財産,決

済等)に ついてはSCMを 構築 ・運用する際

のSCM電 子商取引モデル約款(α 版)等 を

整備 しています。

企業間情報共有WGで は,企 業間の情報共

有の面か ら企業間電子商取引を実現するため

の技術要素として,統 合データベース,EDI,

STEPを 取 り上げ,① 統合デー・…タベース実現
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方策検討,② 情報交換(EDI)の 高度化方策

検討,③ 製品 ・設計情報交換技術(STEP)

の適用方 策検 討の3つ のサ ブWGを 設置 し

て,そ れぞれ詳細 な検討 を行ってお ります。

① 統合データベースでは企業間連携 を図

る統合データベース構築に当たり,利

用者/運 用者側の立場か ら適用課題や

運用課題を抽出し,そ の実現のための

方策 を整理 します。このため,補 正事

業者への アンケー ト調査 を実施 し適用

課題や運用課題を抽出 してお り,ま た

代表的な補正事業者 について面接調査

を実施する事にしております。

② 情報交換(EDI)の 高度化方策検討では

EDIを 中心 と した課題等 を成功事例研

究 ・海外調査を通 し事例 を調査 ・分析

し,企 業へ普及 ・啓蒙の方策等 を検討

します。このため補正事業者等へのア

ンケー トの実施,結 果の分析,並 びに

外 国の事例の収集 を行 ってお り,今 後

国内事業者への面接調査 を実施 し,そ

れ らの結果の分析結果 を基 に企業への

EDI普 及 ・啓蒙の方策等 を検討 します。

③ 製品 ・設計情報交換技術(STEP)の 適

用方策検討では利用者 ・運用者 に向け

て,STEP導 入時の検討指針を提供 しま

す。 このため補正プロジェク トへのヒ

アリング活動を中心に行い,STEPを 適

用するための課題 の抽出を行 ってお り

ます。今後外国の事例の収集 を行 い

STEPの 適用方策の検討を行います。

インフラ整備WGで は,企 業間電子商取引

の実現にあたって不可欠な通信インフラに関

して,ユ ーザの立場か ら,必 要な要件 を整備

す ることとし,今 後のあるべ き姿を明確化す

るための活動 を行ってお ります。現在アン

ケー ト調査を終了 し,補 正事業者や通信 イン

フラ関係事業者への面接調査並びに海外の関

連事例の調査を実施 しております。今後ユー

ザの立場から通信インフラに必要とされる品

質,セ キュリティ,性 能,コ ス ト,サ ービス

提供 の方式等のネ ッ トワークサービス要件,

ネッ トワークサービスを自社へ適用するにあ

たってのシステム実装上の要件,お よび今後

さらに急速な普及が予想される次世代インタ

ーネットへのアプリケーション側からの必要

要件等について検討 ・整理することとしてお

ります。

(2)国際協力

企業間電子商取引の実用化 と普及に関する

国際協力を図るため,ア ジア及び欧米各国の

関連機関 と情報 ・意見交換を行い,そ の成果

を内外 における企業間電子商取引の実用化に

反映する活動を行っています。

特に,日 韓間については,産 業情報化推進

セ ンター(CII)や 電子商取引実証推進協議

会(ECOM)と 共同で,ま た,産 業界の協力

も得ながら,実 用化プロジェク トや人的交流

の面での実務的な協力を推進することとし,

この7月 には第3回 日韓EC推 進 ワークショッ

プを韓国ソウルにて開催 しました。

その結果7月10日 に,JECALSと 韓 国

CALS/EC協 会(KCALS)と の間で 「日韓

EC推 進協議会」発足の調印式 をソウルにて

執 り行いました。同協議会は今後,年2回 の

定例会議を開催 し,BtoB(企 業間),BtoC

(企業一消費者間)両 分野における電子商取

引(EC)推 進のための具体的 な方策 を立案

する予定で,両 国相互 におけるEC交 流 の場

として も期待 されています。

日韓EC推 進協議会の活動は次の通 りです。

1)日 本 と韓国両国の社会及 び産業界 におけ
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る電子 商 取 引推 進 に関す る協 力 関係 を構

築 す る こ とに よ り,両 国の 繁栄 に寄与 す

る。

2)電 子 商取 引 の推 進 の ため に,ワ ー ク シ ョ

ップ,技 術 交流 会及 び展 示会等 を通 して,

情 報交換 と相 互支援 を行 う。

3)ま た 日本 と韓 国 両 国 の産 業 界 の 向上 を 目

指 し,協 力 事 業等 の立案,実 施 支援 を行

う。

調 印 に先 立 ち,7月9日 に ソウル にて第3回

ワー クシ ョップ を開催 し,翌10日 よ り13日

まで開 か れたCALS/ECKOREA'99の 展 示

会 にJECALSの ほか,産 業 情 報 化 推 進 セ ン

ター(CII),電 子 商 取 引 実 証 推 進 協 議 会

(ECOM),CALS推 進 協議 会(CIF)が 出展

しま した。 また並行 して開かれ た コ ンフ ァ レ

ンス で は 日本 の4団 体 が それ ぞれ の活動 内容

につ いて発 表 しま した。

なお,KCALSはCALS/ECJapan1999の 展

示 会 に参加 致 しま した。 また この展示 会 開催

時 に韓 国の協力事 業 につい ての打 ち合 わせ る

日韓EC推 進協議 会の分 科会 を開催 しま した。

3.国 際 標 準 推 進 部STEPグ ル ー プ

平成11年 度 に入 って 開催 され た委員 会 及

び活動状 況 は下記 の通 りです。

(1)国 際 標 準STEPの 規 格 開発 に関 す る調 査

研 究

①Iso/rc/184/sc4へ の 出席 お よび貢 献

●Isorrc184/sc4国 内対 策委員 会

第1回5月14日

▽6月7日 ～11日 リレハ ンメル会議

第2回7月7日

第3回10月19日

▽11月8H～12日 ニ ュ一一オ リ ンズ

会議

第4回12月13日

●JNCア ドホ ック

SCADECプ ロジ ェク ト8月18日

② プ ラ ン トソ フ トウェアの標準 化 に関す

る調査研 究

● 標準化 調査 プロ ジェク ト委員会

第1回6月30日

● 配管 プ レハ ブWG

第1回6月22日

第2回7月23日

第3回9月16日

第4回10月14日

● 配管 プ レハ ブWorkshop

第1回 サ ンフラ ンシス コ

5月3日 ～5日

第2回 ニ ューオ リ ンズ

11月3日 ～5日

③ 新規 産業支援 型 国際標準 開発事 業

● 生 産 プロセスシステムの標 準化 委員会

第1回4月27日

第2回6月18日

第3回10月6日

第4回10月26日

第5回12月2日

④JIS化 検 討

● 皿S化 委 員会

第1回8月26日

・Pa並22WG

第1回9月28日

第2回12月10日

・Part32WG

(2)国 際標準STEPの 実用化 支援

① 産業界 にお けるSTEP実 務利用促 進

● ラ ウ ン ドテー ブル

第3回4月9日

第4回6月23日

一一88一
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第5回8月26日

第6回10月15日

第7回12月15日

● ミニ ラウ ン ドテー ブル

第1回10月15日

第2回11月19日

②PDM(ProductDataManagement)分 野

にお け るSTEP規 格 の実用 性 に関 す る

評価(含 む実証実 験)

●PDMSchema評 価WG

第1回8月5日

平 成11年 度 の 活 動 計 画 の作 成,

承認

第2回9月8日

検討 テーマ提 案,討 議

第3回10月7日

提 案へ の コメ ン ト,討 議

③3次 元CAD情 報 の生 産準備 業務 で の有

効活用 の実証

● 生 産設計STEP実 証委員会

第1回4月27日

第2回5月28日

第3回6月22日

第4回7月27日

第5回9月17日

第6回10月26日

第7回12月2日

● アセ ンブ リモ デルWG

第1回9月21日

第2回10月26日

第3回12月2日

(3)国 際標準STEPに 関す る情報提 供

①STEP関 連情 報の蓄積 と提供

国 際 標 準STEPの 標 準 化,実 用 事 例,

国 内 外 のSTEPプ ロ ジ ェ ク トの 状 況,

STEPツ ー ル な どの情 報 を収 集,蓄 積 し

一89一

提供 す る ため欧州調査 を実 施 しま した。

● 欧 州調査6月15日

ドイ ツの大手 自動車部 品サ プ ライ

ヤ のZFFriedrichshafenAGを 訪 問

②STEP普 及促 進

平成10年 度 に実施 した 「企業 にお け る

STEP意 識 調査 」 の ア ンケ ー ト結 果 を反

映 しセ ミナ ー 内容 の充 実 を はか ります。

STEPの 概 要,利 用 事例 を紹 介 す るセ ミ

ナ ー につ い て は 東 京 以 外 の 地 域 で,AP

紹介,実 装 セ ミナー につ いて は東 京 で実

施 します 。

また,ホ ー ムペ ー ジ を充実 す る と と も

に,常 設 デモ セ ン ター を整 備 しSTEPの

普及促 進 をはか ります。

●STEP調 査 普及委 員会

第1回6月30日

STEP実 利 用 調 査WG及 びPDM

Schema評 価WGの 活 動 方 針 が 承

認

●STEP実 利用調査WG

国 内外 にお け るSTEPの 実利 用状 況

の調査 活動 を実施 します 。

第1回8月20日

平 成ll年 度 の 活 動 計 画 を作 成,

承 認

第2回10月7日

米 国調査 準備

●CALS/STEPセ ミナー

・PLCS(ProductLifeCycleSupport)セ

ミナ ー

7月26日,東 京

講 師:JohnDunford氏,NATO

CALSOffice

JamesR.Crawford氏,L㏄ ㎞eed

MartinSpaceElectronicsand
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Communications

●STEPNEWS発 行

・STEPNEWSNo .39月30日 発 行

内 容:

-ISOTCI84/SC4リ レハ ン メ ル 会

議 レポ ー ト

ーSTEPRel .2開 発 状 況/JIS化 状 況

－PLCS(ProductLifeCycleSupport)

セ ミナ ー 実 施

● そ の 他

・OCF(OpenCADForum)セ ミナ ー に

お け る 「STEP概 要 」,「STEP規 格 」

紹 介(5月26日)

・ProSTEP論 文 集 「ScienceDays'98」

邦 訳 版 を各 著 者 の 大 学 図 書館(ド イ

ツ の蔵 書 用 に寄 贈(20部)

・ZF社 調 査 結 果 の(社)日 本 自動 車 工

業 会CAD分 科 会 へ の 説 明 実 施(7

月9日)

・高 度 ポ リテ ク セ ン ター 主催 セ ミナ ー

で 「STEP概 説 」,「STEP実 用 事 例 」

紹 介(9月7日)

・「建 設CALSフ ォ ー ラ ム'99」 で の

STEPの 紹 介(9月10日)

4.国 際 標 準 推 進 部 国 際 標 準 グ ル ー

プ

当 グル ー プで は,CALSIECJapan1999に

て,XML/EDI実 装 標 準 に 関 す る 提 案

「UNIEDIFACTXMLマ ッピ ング手 法 ガ イ ド

ライ ン」を発表 いた しま した。

XML/EDIは,未 だ開発 途 上 の先端 技術 も

含 ん で,そ の 実装 に関 して の 国際 的 に合 意

され た標 準 は確 立 され て い ませ ん。 しか し

なが ら,多 くの コ ン ピュー タ ・,ベン ダー は

そ れぞ れの 戦略 製 品 にXMLを 採 用す る こ と

を表 明 してお り,ま たそ の イ ンター ネ ッ ト

との親和性 か ら,ユ ーザ企 業の多 くが早期 に

XML!EDIの 導 入 を望 んで い ます。

当 ガ イ ドラ イ ンは,そ れ らXML/EDI早 期

導 入 希望 ユ ーザの うち,EDIメ ッセー ジ とし

てUN/EDIFACTを 使 用 また は使 用予 定 の

企 業 に対 し,未 完 のXMLリ ポ ジ トリや標 準

の合 意 が な されて い な いXML関 連技 術 を参

照 せ ず に,現 時 点 で 利 用 可 能 な標 準 技 術 と

UN/EDIFACTデ ィ レク トリのみ を使 用 した,

UN/EDIFACT用XML/EDIマ ッピング ・ガイ

ドライ ンを提供 しよう とす る ものです。

当 ガ イ ドライ ンの提 案 にあ た って は,そ の

骨 子 に つ きXML/EDI実 装 標 準 の可 能性 に

つ き検 討 を して き た 国 内 有 識 者 グ ル ー プ

「XML/EDI技 術 評価 グ ルー プ」に よる検証 を

経 て,UN/CEFACT(国 連/行 政,商 業,運

輸 の た め の手 続 と実 務 簡 易 化 セ ンター)の

EDIFACTワ ー キ ング グル ー プ会 議 お よび

AFACT(ア ジ ア太平 洋/行 政,商 業,運 輸

の ための手続 と実務 簡易化 セ ンター)会 議 に

提 案 され て,平 成11年11月 には東 京 にて開

催 されたCALS/ECJapan1999に て論 文発 表

され た もの です。

当提 案 は,現 在 まで に業界 の知恵が凝 縮 さ

れ,継 続 的 に改 良 され発展 しつ つ ある現 在利

用 可 能 な 意 味 情 報 リ ポ ジ トリ,す な わ ち

UN/EDIFACTデ ィ レ ク トリの 意 味 情 報 定

義 を最大 限利用 し,更 に業界 グル ー プご とに

開発 され て きたEDIメ ッセ ー ジの実 装 ガ イ

ド,す な わちMIG(MessageImplementation

Guideline)を 直eeXML-DTDに マ ッ ピング し,

現行EDIア プ リケー シ ョン との互換性 を最 大

限 に生 か そ うとす る ものです。

当該 アプ ローチ は,次 世代EDIの よ うな既

存EDIFACTの 世界 に囚われ ない新 しいECア
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プ リケー シ ョンへ の相 互運用性 を考慮 した も

の で は な く,シ ンプルEDIの よ うに導入 ・運

用が容 易 な もの を目指 した もので もあ りませ

ん。 当互換性 アプローチ にお けるEDIの 導 入

にお いて は,従 来通 りメ ッセ ージのEDIア プ

リケー シ ョンへ のマ ッ ピングが必 要 であ り,

効 率的 に も従来 のEDIメ ッセ ー ジよ り伝 送量

が増 えるな ど,良 い効 率 は期待 で きませ ん。

しか しなが ら,当 該 アプローチ に よってで

も,XML技 術 の世 界 に参入 す る こ とが で き

る な ら,XML関 連 で 次 々 と実用 化 され て く

る情報技術 を享 受で きる ことにな ります。 ま

た,従 来型EDIと の併存 運用 が 可 能 であ り,

将来 実現 が期待 され る相 互運 用可 能ECへ の

移 行 に も役 立 つで しょう。相 互運 用性ECア

プ ローチにおけ る,世 界共通 の リポジ トリに

お いて既 存UN/EDIFACTデ ィ レク トリ との

ブ リ ッジが提供 され た時 には,そ の世界 との

相 互運用 も可能 となる はずです 。更 に,ビ ジ

ネス ・プロセス とMIG(メ ッセージ導入 ガ イ

ドライ ン)の 段 階 において簡易化 を計 った上

で 当 ガイ ドライ ンに基づ くのマ ッピ ング を行

ない,XSL(eXtensibleStylesheetLanguage)

に よる名前 空 間(NameSpace)を 活 用 した

電子 フ ォームへ のマ ッ ピング を工 夫す れ ば,

シ ンプルEDIと 同様 の効果 も期待 で きます。

す なわ ち,当 アプローチは従 来型EDIと 比

較 して革新 的 なメ リ ッ トは望 め ない もの の,

既 製標 準 との整合性 を確 保 しつつ,今 直 ぐに

で もXMLを 利 用可 能 とす る方 法 なのです。

現在,UN/EDIFACTを 使 用 また は使 用計

画 を も っ て い る ユ ー ザ 企 業 の 方 々 に は,

XMLを 導 入 して も,今 まで のUN!EDIFACT

による相 互運用 を損 な うことな く利用 継続 し

て行 く為,当 該 ガ イ ドライ ンの採用 を推 奨す

る次 第 です。

先端情報技術研究所

先端情報技術研究所(AITEC)で は,平 成

11年 度事業 として,情 報技術 開発 に関す る

調査研 究事業を行ってお ります。ここでは,

この事業の活動状況 を報告致 します。

情報技術開発 に関 する調査研 究

近年,各 国において情報分野 における技術

開発が急速に進展してお り,こ の成果が産業

の活性化や雇用確保に寄与 してお ります。こ

のため,先 端的情報技術 について実効ある研

究開発 とその成果の産業における活用を推進

することを目的に,当 協会先端情報技術研究

所 において,内 外の研究動向 とともに諸外国

の技術開発施策や制度等についての調査検討

を行っています。実施にあたっては昨年度に

引 き続き,「技術政策委員会」(委 員長:水 野

幸男 日本電気(株)顧 問)を 設置 し,情 報技術

開発 に関する調査研究方針などについて審議

を行い,調 査研究を進めています。

① 情報技術の研究開発体制のあ り方 等調

査研究

国が支援する研究開発に関する仕組みにつ

いて,国 際的な競争力 を強化する観点から,

昨年度 に引 き続 き調査研究 を行 っています。

実施にあたっては,当 該分野の専門家からな

る 「情報産業の研究開発体制のあり方に関す

る検討作業委員会」(委 員長:後 藤滋樹早稲

田大学理工学部情報学科教授)を 設置 し調査

検討 を進めてい ます。

本年度は,「 わが国企業は,産 業の技術 シ

ーズをどこに求めるのか?」 を調査 テーマ と

して,

・グローバルコンペテ ィション時代に向け
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て の産学官 の新 たな役割分 担 のあ り方

・わが 国 にお け るア ウ トソー シ ング先の育

成 策

・その他の シーズ技術 の獲得 策

に焦 点 をあ て,検 討 を進 め てい ます。 また,

この検討 に必 要 な基礎 資料 と して,米 国の産

業 シーズ創 出の ための国 の研 究投 資や産業へ

の技術 移転 の効 果 的 なマ ネ ジメ ン ト方法 な ど

につ いて調査 専 門会社 に調 査委託 す る とと も

に,関 連資料 の収集 を行 って い ます。

この調査 に関連 して,以 下 の とお り米国 に

調査 員 を派遣 しま した。

〔米国〕

・期 間:平 成10年10月9日 ～16日

・調査 員:鳥 居 良春(当 協 会先端 情報技

術 研究 所技術調査

部主 任研究 員)

・派 遣先:GartnerGroupSYMPOSIUM

ITxpo99(米 国 オー ラ ン ド)

② 諸外 国の情報技術 の調査 研 究

今 後 の情 報 産 業 の 戦 略 的 な情 報技 術 と し

て,ハ イ エ ン ドコ ン ピュ ー テ ィ ング技 術 お

よび 人 間主 体 の知 的 情 報技 術 につ い て の研

究動 向 を調 査 し,情 報 先 進 国 にお け る重 点

投 資 分 野 と技 術 開発 動 向 の分 析 を進 め て い

ます 。

(a)ハ イエ ン ドコ ン ピュ ーテ ィ ング技術 研 究

動 向調査

これ まで,ペ タフ ロ ップス技術 を調査 対象

とし,主 に米 国の超高性 能 コン ピュー タ開発

計 画ASCI(AcceleratedStrategicComPuting

Initiative)プログラムについ て調査 研 究 を行 っ

て きました。

本年 度 は,米 国政府支援 のハ イエ ン ドコ ン

ピュー テ ィング技 術 開発計 画全般 の研究動 向

を主体 に調査 し,米 欧 の この分野 にお ける重

点投 資 リス トを作 成 して,わ が国 の対 応策 を

検討 す る こ とを目的 と してい ます 。実施 に当

た って は,「 ハ イエ ン ドコ ン ピュー テ ィ ング

技術 調 査 ワー キ ンググ ルー プ」(主 査:山 口

喜教 筑 波大 学教 授)を 設 置 し,調 査研 究 を進

めて い ます 。

この調 査 に関連 して,以 下の とお り米 国 に

調 査員 を派遣 しま した。

〔米 国〕

・期 間:平 成11年ll月13日 ～19日

・調査 員:岡 崎文夫(当 協 会先端 情報技

術研 究所技 術調査

部 主任研 究員)

岡田恵太(当 協 会先 端情報技

術研 究所技 術調査

部主任研 究員)

・派遣先:SC99:HighPerformance

NetworkingandComputing

Conference(米 国 オ レ ゴ ン州

ポ ー トラン ド)

(b)人 間主体 の知 的情 報技術 に関 す る調査

これ まで,ネ ッ トワー ク とコ ンピュ ー タを

幅 広 い利 用 者 層 が 利 用 で きる よ う にす るた

め,米 国CIC(Computing,Information,and

Communications)プ ロ グ ラ ム のHuman

CenteredSystem(HuCS)の 動 向 を含 め,ネ ット

ワー クお よび知 的 ヒューマ ンイ ンタフェース

に関連 した知的情 報技術 を対 象 と して,調 査

研究 を実施 して きま した。

本 年度 は,米 国政府支援 のHumanCentered

System(HuCS)の 研 究動 向 を主体 に調 査 し,

米 欧の この分野 にお け る重点投資 リス トを作

成 して,わ が 国の対応 策 を検討 す る ことを 目

的 と してい ます 。
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実 施 に あ た って は,前 年 度 に引 き続 き,

「人 間主体 の知 的情報 技術 調査 ワー キ ング グ

ルー プ」(主 査:奥 乃 博東 京理科 大学教授)

を設 置 し,調 査研 究 を進 め てい ます。

この調査 に関連 して,以 下 の とお りフラ ン

スに調査 員 を派遣 しま した。

〔フラ ンス〕

・期 間:平 成11年9月21日 ～10月3日

・調査 員:奥 乃 博(東 京理科大学教授)

北畠重信(当 協会先端情報技

術研究所技術調査

部主任研究員)

小林 茂(当 協会先端情報技

術研究所技術調査

部主任研究員)

・派遣先:CSCWD'99(ComputerSupport

CooperativeWorkinDesign

'99)他(仏 コ ン ピエ ー ニ ュ)
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平成12年度春期 情報処理技術者試験実施のご案内
平成12年 度春 期情 報処理技 術 者試 験 を、次 の とお り実 施す る予 定です 。

受験 を希望 され る方 は、案 内書 ・願 書 をお取 り寄せ の うえ、手 続 きをお願 い いた します 。

1.試 験 区 分 及 び 受 験 資 格

・プ ロジェ ク トマ ネー ジ ャ試 験

・シス テム運用管 理 エ ンジニ ア試 験

・プ ロ ダクシ ョンエ ンジニ ア試験

・デー タベ ーススペ シャ リス ト試験

・マ イ コン応用 システ ムエ ンジニア試験

・第一種 情報 処理技 術者 試験

・第二種 情報 処理技 術者 試験

・初級 システ ムア ドミニ ス トレー タ試験

平 成12年4月1日 現 在27歳 以 上

平 成12年4月1日 現 在27歳 以 上

制 限 な し

制限 な し

制 限な し

制 限 な し

制 限 な し

制 限 な し

2.試 験 日 平成12年4月16日(日)

3.案 内 書 ・願 書 の配 布 及 び 受 付 期 間 平成12年1月5日(水)か ら2月4日(金)

4.受 験 手 数 料5,100円

5.試 験 地 全 国58か 所

6.案 内 書 ・願 書 の 配 布 場 所

情報処理技術者試験センター核支部(電 話番号 は次の とお りです)

北 海 道 支 部011-727-8556

関 東 支 部03-3436-1321

近 畿 支 部06-6946-6301

四 国 支 部087-826-6464

沖 縄 支 部098-862-2137

東 北 支 部022・227-0901

中部 支 部052-261-6818

中 国 支 部082-221-4505

九 州 支 部092-472-4575

7.情 報 提 供

・ホ ー ム ペ ー ジ

・テ レホ ンサ ー ビス

・FAX情 報 発 信 サ ー ビ ス

http:〃www.jitec.jipdec.or.jp/

03-3591-0429

03-5512-9240

合格発表日などのお知 らせ

各試験区分の概要、案内書 ・願書の入手

方法など

財団法人 日本情報処理開発協会

情報処理技術者試験センター
〒1e5-eoOl東 京 都 港 区虎 ノ門1-16・-4ア ーバ ン虎 ノ門ビル8階

電 話03-3591-0421(代 表)FAXO3-3591-0428

',"風

、」㎡



新 しい時代のネッ トビジネスが見えて くる
一先進的情報システム(電 子商取引等)開 発実証事業成果発表会一

2000年

2月15日(火)、16日(水)9:30～17:00

(展示デモは、15日11時 開会)

会 場 東京 全 日空 ホ テ ル 地下1階

展示デモ 鳳 の間

●出展企業117社

●展示コーナ

福祉 ・医療 ・介護システム/環 境リサイクルシステム/消 費者が参加

する電子商取引システム/電 子商取引において消費者の利便性を高める

システム/中 小企業の電子商取引参加を容易にするシステム/IT技 術

の活用による新ビジネス/電 子商取引の高度化を推進する技術 ・システ

ム/企 業間の電子商取引を拡大するシステム

併設講演 瑞雲の間

●基調講演21世 紀のデジタル経済社会実現に向けた政策展開(仮)

●技術講演ECビ ジネスの円滑な構築に向けて

主催 情報処理振興事業協会

財団法人日本情報処理開発協会

1入場無料 事前登録1

最新情報&事 前登録の受付は、1月10Elよ り

http://www.jecals.jtpdec.or.jp/regist

〈お問い合わせ〉

財団法人 日本情報処理開発協会

先進的情報 システム開発実証事業推進室(成 果発表会担 当)

Te103-5500-1781
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新テーマ名1出 展著名

1.福 祉 ・医療 ・介 護システム

ケアサービス用携帯端 末"ピ ース" (株)福 山臨床検査センター

アレルギー相談サイト「あいらん ど」 (株)ワ イズメディア

高齢者用生活支援ECシ ステム
(財)飯 塚研究開発機構

高齢者用生活支援EC開 発実証事業コンソーシアム

ネットワーク型高齢者生活支援システム 松下電器産業(株)

調剤薬局バーチャル備蓄センター (株)ス'一

医療データウエアハウスの汎用的開発 (株)亀 田医療情報研究所

在宅勤務によるヘルプデスクシステム テクノツール(株)

在宅介護サービス事業情報システム 生活協同組合コープこうべ

℃カードを活用した介護EDI実 験 富士通(株)

2.環 境リサイクルシステム

廃家電マニフェスト電子化システム (株)三 菱総合研究所

製品ライフサイクル管理システム (株)日 立製作所

容器包装リサイクル支援システム (株)エ ヌ・ティ・ティ・デ 一夕
ソ ハ ノ、 〉,咀 メ ㍉`弓

3.消 糞壷が拳顕する糧 亭薦取引システム_、.パ 癒
〆

スマー ト・コマース ・ジャパ ン パ ー ト2 (株)東 芝

インターネットPOSに よるEC推 進 新潟リテイルネツトワークシステムズ(株)

PCを 探す、調 べる、買うメガマーケット (株)コ ンパス

観光産業向け先進的電子商取引システム 松下電器産業(株)

花と緑のサイバーモール楽市 らくじゃん (株)山 田農園

生活者主体の商流創出支援 (株)プ ラットホーム

旅の窓口 日立造船情報システム(株)

地域医療連携システムの実証実験 (株)ケ アネット

「デジタルキヨスク」コンテンツ流通実験 JR西 日本

「EPNET」 商流 開発 ソリューション
(株)リ カーフード・インタナショナル

セールス・キャスティング ・センター

双方向データ放送の課金プラットホーム (株)電 通テック

エ リア ・コマース ・ネットワー ク (株)エ ヌ・ティ・ティ・デ 一夕

ブックオンデマンド総合実証実験

4糀 亭;織 綾麟 勇、'.×

(株)小学館

,叢 叢懸一 難 頴 〔,、
ジャパンデータコム(株)無線利用カード決済システムの実用化

DSLネ ットワークを用いたEC実 験 伊那商工会議所

℃カード消費者決済統合システム SMILEプ ロジェクト

RFID利 用の流通権利管理システム (株)平 野デザイン設計

統合型Web構 築支援システム 八洲電機(株)

ウエイブレスラジオ実証実験
(株)ジャパン・デジタル・コンテンツ

ウェイブレスラジオコンソーシアム

セキュアな利用環境システム (財)ニ ューメディア開発協会

PDFビ ューワと高品位カラープリント キヤノテック(株)

シニアにやさしい電子ショッピング メロウ ・ソサ エティ・フォーラム

Webマ ー ケティング ・サ ービス (株)イ ンテック

総合音楽データベースの開発 (株)日本レコード販売網/(社)日 本レコード協会

インテリアコーディネート支援システム 住江織物(株)

医薬分業統括支援システム (社)日本薬剤師会

.. .燕 鎗 緬 魎 遠藤 蒸 熱 ・麟 麟 鱗 、 魂



新テーマ名 出展音名
「ECマ ーケット・リー ダー 」指 標 開 発 (株)情 報通信総合研究所

少額電子商取引システムの紹介 KDDCOMMUNICAT旧NSINC.

5.中 小企業の電子商取引を容易にするシステム

オンライン店舗構築ソフトウェアの開発 (株)エ イチシーエル・テクノロシソ ース'・泊 ηベン

中小建設業社向けCALSの 構築 (株)ワオネツト

デザインファクトリーシステム コンペ(株)

農村・小売間の電子商取引システム (株)日 本プロジェクトシステム

公共土木工事向け数量計算システム ユニコシステム(株)

歯 科 業界Web・EDIシ ステム (株)ジ ーシー

デンタルE四 アソシエーション

製造 業向けインターネットオンライン (株)オ ーサス

インターネットによる建設 産業EDl (財)建 設業振興基金

分 散 型 電 子 モー ルi-Shopし ょこら (株)イ ンフォサイト

ザ ・ビジネスモール 近畿商工会議所連合会
大阪商工会議所

葬祭業における物品調達システム (株)ビ ーテツク

「知の市場」システム総合実証実験 東日本電信電話(株)

繊維産業のe－ ビジネス ・ツール (株)大 阪繊維 リソースセンター

国境を越えるシルクロード
メテ オ ー ラ ・シ ステ ム(株)

イン ター ネ ットEiDlPromotingPr(り θct

WEBシ ョッピングサイト構 築ソフト (株)システムインテグレータ

中小企業の先進的共同物流「KALS」 小田原蒲鉾組合

6・癖錬蕪Φ鑓燈による薫蜘ビジネス ・
∨＼ 〃

、

セキュアオンラインサーベイシステム 日本電気ソフトウェア(株)

「パドックプロジェクト」実証実験 インター・アクティブ(株)

デジタルコンテンツ市場 キメック(株)

CRMイ ンフラDataCellar 三菱電機(株)

魏 難麹騰 麹 〉、 癬 一 握 麟鰻 シ貯 ム ㌧ 。,.㌶ 宏 ㌫ 、
VPN自 動コンフィグシステム 日本電気(株)

QoS分 析システム 日本電気(株)

「高機能ネットワーク技術」開発 富士通(株)

QoSを 保証するMANシ ステム 住友電気工業(株)

次世代インターネット技術の開発 (株)日 立製作所

対EC「協調分散システム」開発 (株)アベイル

EJB開 発環境による業種モデル構築 富士通(株)

企業間EC用VPN運 用管理システム (財)情報処理相互運用技術協会
、

電子透かし匿名商取引プロトコル開発 (株)サンモアテック

lPv6ソ フトウェア体 系の研究開発 (株)イ ンターネット イニシアティブ

情報教育と電子商取引きの融合モデル イーネット(株)

次世代インターネット技術実証実験
西日本電信電話(株)
サイバー関西プロジェクト

ハイパートランザクションシステム 慶応義塾大学

定量化情報提供サービスセンター (株)構造計画研究所

Javaプ ログラム 定量 的評価システム (株)知識情報研究所

法人認証に関する基盤技術の開発 (株)日 立製作所 し

e－ トレー ド話者認証システムご紹介 (株)ア ニモ



新テーマ名 出展著名

自動照合型アイリス認識装置 沖電気工業(株)

サーバ管理型SET決 済システム 沖電気工業(株)

電子クレジットの国際ゲー トウェイ (株)日本総合研究所
〉 、 ス"/

s1/'

8.企 業間の電子商取引を拡大するシステム
,

企業グループの調達物流共同化実証事業 日立ソフトウエアエンジニアリング(株)

商流・物流統合ECの 構築 (株)セ イノー情報サービス

CALSIETMシ ステム実証実験
日本ギア工業(株)

CALSIETMコ ン ソーシアム

危険物運搬車両危機管理システム 富士電機(株)

プラント保全のためのISO標 準の適用 (株)ジ ャパンエナジー

3D衣 服デザインシミュレーター 全日本婦人子供服工業組合連合会/技 研システム(株)

原子オブジェクト標準開発実装実験 ビジネスオブジェクト推進協議会

広告業界の取引EDl (株)電通/(株)博 報堂
(社)日 本広告業協会

製配販のための商品情報メンテ支援DB (財)流 通システム開発センター

自動車リサイクル部品EC実 証実験 国際自動車リサイクル部品コンソーシアム

鉄鋼 設備CALS実 用化プロジェクト 日本アイ七 一 エム(株)

半導体・電子部品/ECALS-2 日本電気(株)

ECALS-2コ ンソーシアム

航空エンジン部品サプライチェーン 石州島播磨重工業(株)

アパ レル ・テキスタイルSCM (株)伊藤忠繊維研究所

設計SCMに おけるコラボレーション 日産自動車(株)

純 国産PDMに よる統合ソリューション (株)コ ア

繊維産業の企画開発支援システム 東レ(株)

トータル ・クリエーション・リンク推進グループ

半導体ソフトウェアの分散協調設計環境 日本電気(株)

建設CALS/EC電 子調達システム (財)日 本建設情報総合センター

多業種企業間EDIシステム (株)フェニックスシステム研究所

製造 業向けEDI受 注 ・決済システム (株)オネスト

T・A統 合業務システム の実現 帝人(株)

新菓子業界VAN 菓子業界VANシ ステム運営委員会
富士通エフ・アイ・ピー(株)

インターネットによる電子部品の調達 (株)エ ヌ・ティ・ティザ 一夕

12億 の実績!生 鮮品ネット市場 新日本製鐵(株)

小 売業におけるWEB-EDIシ ステム (株)ダ イエー情報システム

企業間電子調達基盤システム 松下電器産業(株)

チェーンストア流通繊維商品SCM (株)丸 井

百貨店定番商品におけるSCM実 証実験 (株)西 武百貨店

企業間ECを 基盤とした新調達システム キヤノン(株)

KISS(建 材情報サービスシステム) (社)日 本建材産業協会

大学等研究情報データベースサイト構築 (株)ジ ヤバン・デジタル・コンテンツ

自動車整備マニュアルのSCM実 用実験 日産自動車(株)

コントラクト家具データベースシステム 住友商事(株)

プラントデータウエアハウスの実用化 (財)エンジニアリング振興協会

自動車情報統合DBネ ットワーク 翼システム(株)

宇宙CAしS-∬ (財)無 人宇宙実験システム研究開発機構



職場環境の改善に、ジャストインタイム(JIT)学 習で

情報化リーダの育成を!!

情 報 化 リーダ の 育成

●■剛鰻●
■ パ ソ コ ン本 体

DOS/Vハ 。ソコン

■CPU

IntelPentium133MHz以 上

■ メ モ リ

32MB以 上

■ サ ウ ン ドカ ー ド

必 須

■CD-ROMド ラ イ ブ

2倍 速CD-ROMド ライブ 以 上

■ デ ィス プ レ イ

解 像 度800×600ド ット以 上

HighColor(16ビ ット)以 上

■OS

MicrosoftWindows95,98,NT4.0

■Webブ ラ ウザ

MicrosoftInternetExplorerVer.4.0以 上

NetscapeNavigatorVer.4.0以 上

■ そ の 他

スヒ。一力ま た はイヤホン等

■(Step1)CD-ROM教 材 で の学 習

・現在 、CD-ROM教 材 は鐡 です が 、教材 発

送 費等 と して1,000円/2種 類 かか ります。

(在庫 、残 り少 々。)
・申込 み方法:郵 便局 備付 けの振 込用 紙 の通信 蘭

に下 記事項 を記入 し、 中央情 報教 育研 究所

(口座 番 号:00130-8-409669)

へ 、発 送 費等(1,000円 ×セ ッ ト数)を 振 り

込 んで くだ さい。
・送付 先住 所 、氏 名 、電話 番号 、 セ ッ ト数
・組織 名 、部 署名(個 人 の場合 は不 要で す)

■(Step2)イ ンターネ ッ トでの 理解度 判 定

・鑓(た だ し、電 話料 等 の 回線 使用 料 は個 人負

担 で す。)

■(Step3)実 践 的な スク ー リング

・有料(開 催 日時等 は、http://….cait.fipdec.or.jp

をご覧 くだ さい。)

● 　 '(商 標 登録 出願 中)

JIT(JustInTime)教 育 システ ム は、パ ソコ ン と

イ ンター ネ ッ トを使用 で きる環 境 な らば 、いつ で も、

どこか らで も学 習が 可能 です 。

(Step1)CD-ROM教 材 での 学 習→(Step2)イ ン

ター ネ ッ トで の理 解度 判 定→(Step3)実 践 的 なス ク
ー リ ング とい った3ス テ ップの学 習 に よ り

、学 習空

間 ・時 間 を拡 張 す る教 育 システ ムです 。

●繍脳髄■■■■
本教育 システムのCD-ROM教 材 として、現在、

以下の2種 類あ ります。

これ らの教材 は、職場での情報化 リーダの役割 を2

つ に分け、それぞれの役割たす ため に必要な学習内

容 を収めてい ます。

①情報 リテラシー教育指導者育成教材

(学習時間:約15時 間、容量:565M)

職場での情報活用 を推進す るため、パ ソコン利用

教育等 の啓蒙活動 や操作指導等 を目指す方 を対象

とします。

②情報 リテ ラシー教育支援者育成教材

(学習時間:約15時 間、容量:315M)

職場 での 日常業務の情報化 を推進するため、パ ソ

コン、LAN、DB等 の整備 ・運用等 を目指す方

を対象 とします。

なお、本教材の学習 に入 る前 に具備 してお く最低条

件が あ ります。
・自らの業務の場面で情報関連ツール ・技術の有効

性 を認識 している。
・パ ソコンの操作 を自分で行える。

・ワープロや表計算 などは 日常業務の中で使 える。

・情報 リテラシーに関する知識 ・技術(EUC)を

有 してい る。

一
財 団法 人 日本 情情 報処 理 開発 協 会

中央 情報 教育研 究所(CAIT)

〒135-8073東 京都 江東 区青 海2-45

タイム24ビ ル19階

TEL:03-5531-0171

FAX:03-5531-0170



中央情報教育研究所は,平 成5年 度 に 「通商産業省 産業構造審議会 情報産業

部会 情報化人材対策小委員会」の提言を受けて 「高度情報化人材育成標準カリキ

ュラム(17種)」 を人材別に刊行いた しました。

その後,情 報処理技術 の飛躍的発展や環境の変化等により改訂の必要性が議論さ

れ,再 び通商産業省 のご指導の もとに情報処理産業界有識者のご支援 ・ご協力を得

て平成9年10月 改 訂 版 を発刊いたしました。

情報処理技術者育成のための指針 として,企 業 ・組織の人材育成部門,情 報処理

教育機関,教 育図書の出版関係社(者)に は必携の書です。

また国家試験である情報処理技術者試験の出題範囲のご確認には必須の書です。

★構 成

・17種 の カ リキュ ラム を1枚 のCD-ROMに 収 録

(コ ンパ ク ト化)

・本文 中の主要用 語が 総索引 お よび章末 か らの

検 索が 可能

★動 作 環 境

・Windows95WindowsNT

三三 一瓢 ㌻ ξ

デ ー タの 参 照 に は フ レ ー ム ・マ ッ プ機 能 を備 え たNetscapeNevigator3.0以 上

IntemetExplorer3.0以 上 な どのWebブ ラ ウザ が 必 要 で す 。

★ 販 売 価 格

・12
,600円/枚(本 体 価 格12,000円+税)

〆
㌧
㌘

w

(送料 は,200円/1枚,270円/2枚,390円/3～4枚,そ れ以上 はお問合 せ くだ さい。)

★購 入 方 法

【法人 の場 合】

・ホー ムペ ージ上 のE-mail ,ま た は所 定 の 申込 書 に よ りFAX(03-5531-Ol70)で 当研 究

所へ ご注文 くだ さい。

【個 人の場合 】

・当研 究所宛 て に
,直 接 郵便振込 み を して ください。

郵便 口座:OO130-8-409669中 央情報教 育研 究所

・通信販 売で のお求 め ば,東 京官書 普及(株)・ 通信 販売課へ ご注 文 くだ さい。

(TELO3-3292-3701)

酬T;財 ㍑ 鷲耀 篇発露
〒135-8073東 京 都 江 東 区 青 梅2--45タ イ ム24ビ ル19階

TELo3--5531-0174(普 及振 興 課)uRL加p:〃www.cait.jipdec.or.jp/



ますます求められる情報化時代の新人材

システムア ドミニス トレー タ
の 　 　

『シス テ ム ア ドミニ ス トレー タテ キス ト 改 訂 版 』
【本体価格:3,500円 】

本書は平成9年10月 に公表 された標準 カリキュラムの改訂に準拠して平成10年3

月に発刊 されたものです。

情報処理 システムの利用部門において情報化を推進する方々が,初 期の段階で利

用者 として習得すべき基本的な知識 と応用能力をとりまとめたものです。

また,国 家試験である情報処理技術者試験の初級システムア ドミニス トレータ試

験は上記標準カリキュラムが出題範囲となってお ります。

★構 成 目 次

第1部

第2部

第3部

第4部

第5部

★特 長

(B5判491ペ ー ジ)

仕 事 とコ ンピュー タ

基幹業務 シス テム とのか かわ り

エ ン ドユ ーザ コ ンピューテ ィ ング

システ ム環 境整備 と運用管 理

EUC推 進 の ための表現 能力

,ぷ'MiSli人 材力擢 鰹準力リキ☆づム`報,鰯 魁

・1
.ぐ'

≠

・改訂版標準カリキュラムに準拠
:1,'1,

・改訂 版標準 カ リキ ュラム に精 通 した執 筆 陣

・従 来 の 「表 現能力 」(別 冊 扱 い)を 第5部 「EUC推 進 のため の表 現能力」 として本 テキス

トに収録

・イ ンター ネ ッ ト
,マ ルチ メデ ィア等 の新技 術 に対応

・演習 問題 に試験(午 前)の 過去 問題 を採 用 してお り,受 験 参考書 と して も最適

★購 入 方 法

・通信 販売 でのお求 め ば,東 京官書 普及(株)・ 通信販 売課(TELO3-3292-3701)

・全 国の書 店 または官報販 売所,政 府刊行 物サ ー ビスセ ンター にて ご注文 くだ さい。

・東京 都官 報販 売所(神 田),大 阪府 官報 販 売所(肥 後橋),八 重洲 ブ ックセ ンター,書 泉

グラ ンデ(神 田),書 泉 ブ ック タワー(秋 葉原),三 省 堂本店(神 田),紀 伊 國屋書 店(新

宿 ・渋谷 ・大 阪梅 田),丸 善本店(日 本 橋),芳 林堂 書店(高 田馬 場)で は店 頭 で ご購 入

で きます 。

◎AT;財㍑ 難 処靱 鴛
〒135-8073東 京 都 江 東 区 青 梅2-45タ イ ム24ビ ル19階

TELO3-5531-0174(普 及 振 興 課)URLhttp:〃www.cait.jipclec.or.jp/



企業における情報化動向に関ずる調査研究報告書
一情報化投資の現状と課題一

1調 査 の概要

Mコ ンピ ュータ利用状況調査の 目的

1.2調 査 の構成

1.3調 査 時期 、調査期間

1.4発 送 回収状況

1.5調 査 の内容

1.6報 告 書の利用等

ll総 論
21注 目される情報化投資
22有 効な情報化投資の形態としてのアウ トソーシング
23ネ ットワーク化と通信回線サービス利用の進展
2.4オ ープンシステム化/ダ ウンサイジングの評価
2.5パ ッケージソフトウェアの利用と問題点
26情 報化の新しい流れ

m情 報化の重要な関連課題
3.1概 要
3.2産 業 、業種別に見た情報化課題への関心
3,3企 業規模別に見た情報化課題への関心
3.4そ の他の分析

lV情 報 化の投資効果

4.1情 報 化投資の動向

4.2ア ウ トソー シングの状況

4.3コ ン ピュータ ・ネ ッ トワーク と通信回線サービス

4.4オ ー プンシ ステム化/ダ ウンサイジング実施の評価

4.5パ ・ソケー ジソフ トウ ェアの利用 と問題点

V情 報化の新展開

5.1デ ー タ ウエアハ ウスの利用状況

5.2テ レワーキング とモバイル コン ピューーーテ ィングの動 向

5.3電 子 商取引(EC/EDDの 実 施状況

情 報化 をめ ぐる環境が、技 術面、制度雨笠にお

いて大き く急速 に変化 して きてい る中で コンピュ
ー タユ ーザ の情 報化 の実態 を、継続的なデー タと

して把握す る とともに、その時々の情 報化の新 し

い流 れを客観 的 な視 点か ら的確 に捉 えるた めに 、

毎年 ア ンケー トに よ り調査 を行 なってい ます 。

本 報告 書は、平成10年 度 に約4,700の 事業体 の情

報 システム部門 を対象 に実施 した ア ンケー ト調査

の結 果を もとに、その情 報処理お よび情 報化の動

向につ いて集 計 ・分析 を行 ない、 と りまとめてい

ます。

要員、
利用部門教育
0.8%

1新規投資の主要対象分野1

ネ ッ トワーク

122%

ア ウ トソーシ ング
3.2%

その他
1.7%

Wコ ンピュータ利用状況

6.1情 報システム部門要員の規模
6.2情 報システム部門要員の給与等の状況
6.3コ ンピュータ関連教育費用の状況

A4半日216頁

付 表 「コンピュー タ利用状 況調査 集計結果 大要」
一般価格:4 ,000円 会員価格:3,200円(穂 別 ・送料別)

行政ネットワークの有機的利用に関ずる調査研究報告書
第1章 行政情報ネッ トワークの現状
1-1行 政機関における情報インフラの整備状況
1-2行 政機関のネッ トワークの整備 ・利用状況
1-3行 政機関のインターネッ ト活用状況
1-4住 民基本台帳ネッ トワークの構想

第2章 行政情報ネットワークの有機的利用方
2-1行 政サービスにおける利用
2-2情 報公開における利用
2-3行 政情報の提供における利用
2-4行 政運営の効率化及び国民の負担軽減における利用

第3章 機的利用推進のための課題
3-1サ ービス ・コンテンツの充実
3-2ネ ッ トワーク間の相互乗り入れ
3-3広 域圏ネッ トワークの構築

資料1行 政情報化推進基本計画(改 定)
資料2電 子公文書の文書型定義(DTD)の 統一的な仕様
資料3ク リアリング ・システム統一仕様
資料4住 民基本台帳法の一部を改正する法律案要綱
資料5電 子的手段によって外部に提供されている行政情報一覧

現行の行政情 報ネ ッ トワークはその大半が行政機関

内部の利用 に とどまってお り、 そのサ ービス内容 も

かな り限定 され てい ます。本調査研究 では、行政機

関における情報環境 の整備 に対応 して利用が進んで

い る各種 ネッ トワークを行政運営の効率化、 ワンス

トップ ・サ ー ビス、ノ ンス トップ ・サー ビス等の新

しい形態 による行政サービスの 向 ヒの ため に有機的

に利用す る方策及びその実現の ための課 題に関 して

検討を行ない、併せ て行政情報 化の今後一層の推進

をRざ してい ます。

A4判174頁

一般価格:3
,200円 会 員価格:2,560円(税 別 ・送料別)

【申し込み矧
財団法人 日本情報処理開発協会

調査部普及振興課

FAXlO3-3432-9389

E-ma‖:fukyu@jipdec.or.jp

※会員とは、当協会の賛助会員をいいます。
$
▲

⊇



1、 日本の情報通信 史

n.ア メリカの情報 通信 史

皿.イ ギリスの情 報通信 史

IV.ド イ ツの情 報通信史

V.フ ランスの情 報通信史

W.EU・ ヨーロ ッパの情報通信史

参考資料

1.日米欧の情報通信施策比較年表

2,自由化後の日本の料金 ・サービス

◇国内サービス

◇国際サービス

世界情報通信年表
情 報通信サ 一一ビスは、H進 月歩の勢 いで進化 す る情 報技術 と ともに

進展 し、提 供す るサー ビス も多彩 となって、電話会社が電 話 ・電信

サー ビスのみ を提 供 していた時代 は終 焉 を迎 え ようとしてい ます。

情 報通信産業 をとりまく環境 も大 きく変化 し、公益サー ビス と して

独 占的 に提 供 された時代か ら、他の産業 とILiltg、激 しい競争 にさら

され る時代へ と変わ って来てい ます。そ こでは もはや 事業 を国内 と

国際 とに分けて考 えることはで きず、否応無 くグローバルな 規模で

の競争 に巻 き込 まれ ざるを得 ない状況 に至って い ます。本資料 は、

激変す る情 報通信分野 の動 向を整理す るために、 主要国の情 報通信

の歴 史につ いて、各種資料 を基に年 表形式 に簡 潔に とりまとめたも

のです。

A4判118頁
一 般価格:1

,500円 会 員価格:1,200円(税 別 ・送料別)

情報ヒキュリティの技術と産業の将来勤向匿関する調査研究報告書
第1章 概要

1.調 査 の 進め 方

2.概 要

3.ま と め

4.補 遺

4.1セ キ ュ リテ ィ産業 分 野

4、2将 来有 望な 分 野

第n章 セキ ュ リテ ィ製 品動向

1.入 退 管理 シ ステ ム

1.1概 要

12方 式

1.3製 品

2.個 人 認 証装 置

2.1概 要

2.2生 体情報によるアクセスコント0一ル製品

2.3電 子 印 鑑

2.4製 品 動 向

3.ワ ン タイムパ スワー ド

3.1概 要

3.2パ スワー ド生成の方式

3.3製 品

4.ア ク セスサーバー

4.1概 要

4.2方 式

4.3製 品

5.CAサ ー バ ー

5.1概 要

52方 式

5、3製 品

6.セ キ ュ リテ ィルーター

6.1概 要

6.2方 式

6.3製 品

情 報セ キュリテ ィは、 ネ ッ トワー ク社会

の健全 な進展 を支 えてい くために、最 も

重要な課題の一つ とな って い ます。 セキ

ュリテ ィ対策が進展すれば、現状 の不正

や犯罪に対処するとい うばか りではな く、

イ ン ター ネ ッ トの 川途 は さらに広 が り、

新 たな産業 も創 出され 、社 会に活力 をも

た らす ことに もつ なが ります。 この よう

な観点 か ら、 当協会セキ ュリテ ィ対策検

討委員会では、 ネッ トワー ク社 会におけ

るセ キュリテ ィ対策の現状 につ いて調査

を行 ない、セ キュ リテ ィ産 業の将来予測

を行 ってい ます。

A4判170頁

一 般価格:3
,100円 会 員価格:2,480円(税 別 ・送料別)

1調 査の概要

わが国におけるシステム監査の現状
システム監査普及状況調査集計結果一

通商産業省では、セキ ュリテ ィ施策の一環 と して、 システム監査

1.1調 査の目的

12調 査の対象

1.3調 査時期

1.4回 収状況

1.5回 収事業体の平均従業員数

1.6調 査項目

2調 査結果の要約

3調 査結果

3.1監 査担当部門の調査結果

3.2被 監査部門の調査結果

附属資料:ア ンケー ト様式

基準 を策定 し、システム監査 の普及に努 めて い ます。当協会では、

通商産業省の施策 に則 り、隔年で 「シス テム監査普 及状 況調査」

を実施 し、わが国 におけ るシステム監査の普及状況 の把握 を行っ

て い ます。今回の調査 は、監査担 当部門お よび被 監査部門の双方

を対象 に行 い、 システム監査普及の傾 向と問題点 を明 らかにす る

とともに、近年の個人情報保護へ の意識 の高 まりと政府 の取 り組

み等を勘案 し、個 人情報保護 に関する監査 の実施状 況 を併せて 調

査 してい ます。

A4判125頁

一般価格:2
,300円 会 員価格:1,840円.(税 別 ・送 料別)

〆

【軋込み先】藩 撮 難 処蹴 協会 謡r㌶ 漂 帥 .
※会員とは、当協会の賛助会員をいいます、



当協会への連絡窓ロ

本 部

東 京都港 区芝 公園3--5-8(〒105--OOI1)

機 械 振興 会館 内

総 務 部

企 画 室

情報セキュリティ対策室

調 査 部

開 発 部

技 術 企 画 部

総 務 関 係

セキュリティ関係

調 査 関 係

TEL(03)3432--9371

TEL(03)3432-9372

TEL(03)3432-9387

TEL(03)3432--9381

TEL(03)3432・-9391

TEL(03)3432-9390

FAX(03)3432-9379

FAX(03)3432-9419

FAX(03)3432--9389

開 発 関 係FAX(03)3431-4324

URLhttp:〃vvww.jipdec.or.jp/

(コ ン ピュー タ緊急対 応 セ ン ター事務 局)

TEL(03)5575-7762

FAX(03)5575-7764

URLhttp:/∧ …w.jpcert.or.jp/

(プライバ シーマーク事務局)

本部 情報セキュリティ対策室内

TEL(03)3578-8380

付属機関

中央情 報 教育 研 究所

東京都 江 東 区青海2--45(〒135-8073)

タ イ ム24ビ ル19階TEL(03)5531-Ol71(代 表)

FAX(03)553t-0170

URLhttp:〃www.cait.jipdec.or.jp/

情 報 処理 技 術者 試 験 セ ンタ ー

東京 都港 区 虎 ノ門1-16-4(〒105-0001)

ア ー バ ン虎 ノ門 ビル8階TEL(03)3591・ 一・0421(代 表)

FAX(03)3591-・0428

URLhttp:〃www.jitec.jipdec.or.jp/

産 業 情 報化 推 進 セ ン ター

東 京都港 区 芝公 園3-5-8(〒105-OOI1)

機 械 振興 会館3階TEL(03)3432-9386(代 表)

FAX(03)3432-9389

URLhttp://www.jipdec.or.jp/cii/index.htm

(EDI推 進 協 職会 事務 局)

産 業情 報化 推 進 セ ン ター内

URLhttp:〃www.jipdec.or.jp/cii/jedic!index.htm

(電 子 商取 引実 証 推進 協議 会 事務局)

東 京都 江 東 区青海2-45(〒t35-8073)

タ イ ム24ビ ル10階TEL(03)5531--0061(代 表)

FAX(03)5531-0068

URLhttp:〃www.ecom.or.jp!

企 業 間電 子商 取 引推 進機構

東 京都 江 東区 青海2-45(〒135-一 一8073)

タ イ ム24ビ ル10階TEL(03)5500-3600(代 表)

FAX(03)5500-3660

URLhttp:〃www.jecals.jipdec.or.jp/

先端情報技術研究所

東京都 港 区芝2-3-3(〒105-OO14)

芝 東 京海 上 ビルディング2階TEL(03)3456-2511(代 表)

FAX(03)3456-3158

URLhttp:!んwwv.icot.or.jp

平成11年12月 発行
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発行人 ・新 欣樹/編 集人 ・日高良治

◎1999

財団法人 日本情報処理開発協会
東京都港区芝公園3丁 目5番8号 機械振興会館内

郵便番号105-0011電 話03(3432)9381

URLhttp:〃wwwjipd㏄.or.jp/
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